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工業会提供データ個別説明資料 

公開用整理番

号
種類 分類 名称 ページ 工業会名

B-JP305045 製品 食料品 粗糖(国内産さとうきび） 3 精糖工業会

B-JP308022 製品 木材・木製品 加圧式保存処理木材（建築部材(未乾燥土台)）

B-JP308023 製品 木材・木製品 加圧式保存処理木材（建築部材(乾燥土台)）

B-JP308024 製品 木材・木製品 加圧式保存処理木材（外溝・土木用部材(木柵)）

B-JP310001 製品 化学工業製品 低密度ポリエチレン（LDPE）

B-JP310002 製品 化学工業製品 高密度ポリエチレン（HDPE）

B-JP310003 製品 化学工業製品 ポリプロピレン（PP）

B-JP310004 製品 化学工業製品 ポリスチレン（PS）

B-JP310005 製品 化学工業製品 発泡ポリスチレン（EPS)

B-JP310006 製品 化学工業製品 塩化ビニル（PVC）

B-JP310007 製品 化学工業製品 ボトル用ポリエチレンテレフタレート（B-PET）

B-JP310008 製品 化学工業製品 ポリメタクリル酸メチル樹脂（PMMA）

B-JP310009 製品 化学工業製品 エチレンビニルアルコール共重合樹脂（EVOH） 15
B-JP310010 製品 化学工業製品 酢酸ビニル（VAM）

B-JP310011 製品 化学工業製品 ポリビニルアルコール（PVOH）

B-JP310186 製品 化学工業製品 塩化ビニリデンモノマー

B-JP310260 製品 化学工業製品 塩化ビニリデンポリマー

B-JP312012 製品 プラスチック製品 再生ポリエチレン樹脂（ペレット），産業廃棄物由来

B-JP312013 製品 プラスチック製品 再生ポリプロピレン樹脂（ペレット），産業廃棄物由来

B-JP212004 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／基材フィルムの表面処理（アンカー法）

B-JP212005 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／基材フィルムの印刷

B-JP212006 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／ラミネーション（エクストルージョンコーティング）

B-JP212007 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／ラミネーション（サンドラミネーション）

B-JP212008 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／ラミネーション（ドライラミネーション）

B-JP212009 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／ラミネーション（ノンソルベントラミネーション・無溶剤ラミネーション)

B-JP212010 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／袋（パウチ）用スリット品巻き取りロール

B-JP212011 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／袋（パウチ）製造

B-JP212012 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用原料糸の製造

B-JP212013 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品の製造

B-JP212014 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品のラミネーション

B-JP212015 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の原料糸製造

B-JP212016 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品製造

B-JP212017 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品のラミネーション

B-JP212018 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／粘着原料糸の製造

B-JP212019 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／粘着織加工品の製造

B-JP212020 サービス プラスチック製品 ラミネート加工品／粘着織加工品のラミネーション

B-JP212021 サービス プラスチック製品 インジェクション（射出）成形品の製造

B-JP212022 サービス プラスチック製品 ブロー（中空）成形品の製造

B-JP212023 サービス プラスチック製品 二軸延伸PSシートの加工　非発泡品

B-JP212024 サービス プラスチック製品 PETシートの製造　非発泡品

B-JP212025 サービス プラスチック製品 PETシートの加工　非発泡品

B-JP312005 製品 プラスチック製品 PSPシート

B-JP312014 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるLDPE製ごみ袋（透明）

B-JP312015 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるHDPE製ごみ袋（半透明）

B-JP312016 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるLDPE製規格袋

B-JP312017 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるHDPE製レジ袋

B-JP312018 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるLL・LDPE製チューブ原反

B-JP312019 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるHDPE製チューブ原反

B-JP312020 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるPP製チューブ原反

B-JP312021 製品 プラスチック製品 インフレーション成形によるLL・LDPE製共押出多層フィルム原反

B-JP312022 製品 プラスチック製品 未延伸ポリプロピレンフィルム（CPPフィルム）

B-JP312023 製品 プラスチック製品 二軸延伸ポリプロピレンフィルム（OPPフィルム）

B-JP312024 製品 プラスチック製品 ビーズ法発泡ポリスチレンによる型物成形品

B-JP312025 製品 プラスチック製品 ポリスチレンペーパー（発泡性）製トレー（PSPトレー）

B-JP312026 製品 プラスチック製品 押出成形によるハイインパクトPSシート（非発泡品）

B-JP312027 製品 プラスチック製品 ハイインパクトPSシートの成形品（非発泡品）

B-JP312028 製品 プラスチック製品 押出成形によるPPフィラーシート（非発泡品）

B-JP312029 製品 プラスチック製品 PPフィラーシートの成形品（非発泡品）

B-JP312030 製品 プラスチック製品 ナイロンフィルム 105 ナイロンフィルムCFP検討会

B-JP212026 サービス プラスチック製品 ＰＥＴボトル用延伸ブロー成形工程

B-JP312031 製品 プラスチック製品 ＰＥＴボトル用プリフォーム

B-JP312032 製品 プラスチック製品 ＰＥＴボトル（延伸ブローボトル）

B-JP312033 製品 プラスチック製品 透明な２軸延伸ＰＥＴフィルム 118 日本PETフィルム工業会

B-JP315041 製品 窯業・土石製品 ガラスびん 124 日本ガラスびん協会

B-JP316001 製品 鉄鋼 鋳造用銑鉄（鋳銑）

B-JP316002 製品 鉄鋼 熱延鋼板

B-JP316003 製品 鉄鋼 冷延鋼板

B-JP316004 製品 鉄鋼 ティンフリー鋼板

B-JP316005 製品 鉄鋼 ティンプレート鋼板

B-JP316006 製品 鉄鋼 電気亜鉛めっき鋼板

B-JP316007 製品 鉄鋼 溶融亜鉛めっき鋼板

B-JP316008 製品 鉄鋼 厚板

B-JP316009 製品 鉄鋼 溶接鋼管

B-JP316010 製品 鉄鋼 特殊鋼

B-JP316011 製品 鉄鋼 型鋼

B-JP316012 製品 鉄鋼 条鋼（鉄筋）

B-JP316013 製品 鉄鋼 ステンレス鋼冷延鋼板2B

B-JP316014 製品 鉄鋼 ステンレス鋼冷延鋼板BA

B-JP316015 製品 鉄鋼 ステンレス鋼熱延鋼板

B-JP316016 製品 鉄鋼 ステンレス鋼棒鋼

社団法人プラスチック処理促進協会

ＰＥＴボトル協議会、ＰＥＴボトルリサイクル
推進協議会

日本木材防腐工業組合

社団法人プラスチック処理促進協会

酢ビ・ポバール工業会

塩化ビニリデン衛生協議会

日本プラスチック有効利用組合　全日本

プラスチックリサイクル工業会

社団法人日本鉄鋼連盟

21

18

12

5

126

110

34

24

 



2 

 

B-JP317077 製品 非鉄金属 電気銅

B-JP317078 製品 非鉄金属 電気亜鉛

B-JP317079 製品 非鉄金属 蒸留亜鉛

B-JP317080 製品 非鉄金属 亜鉛（国内平均）

B-JP329001 製品 電子部品・電子デバイス 薄膜角形チップ固定抵抗器_1005

B-JP329002 製品 電子部品・電子デバイス 薄膜角形チップ固定抵抗器_1608

B-JP329003 製品 電子部品・電子デバイス 薄膜角形チップ固定抵抗器_2012

B-JP329004 製品 電子部品・電子デバイス 積層セラミックコンデンサ 0603

B-JP329005 製品 電子部品・電子デバイス 積層セラミックコンデンサ 1005

B-JP329006 製品 電子部品・電子デバイス 積層セラミックコンデンサ 1608

B-JP329007 製品 電子部品・電子デバイス 積層セラミックコンデンサ 2012

B-JP329008 製品 電子部品・電子デバイス 積層セラミックコンデンサ 3216

B-JP329009 製品 電子部品・電子デバイス 積層インダクタ 0603

B-JP329010 製品 電子部品・電子デバイス 積層インダクタ 1005

B-JP329011 製品 電子部品・電子デバイス 積層インダクタ 1608

B-JP329012 製品 電子部品・電子デバイス 積層インダクタ 2012

B-JP329013 製品 電子部品・電子デバイス 積層インダクタ 3216

B-JP329014 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器0603

B-JP329015 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 1005

B-JP329016 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 1608

B-JP329017 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 2012

B-JP329018 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 3216

B-JP329019 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 3225

B-JP329020 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 5025

B-JP329021 製品 電子部品・電子デバイス 角形チップ固定抵抗器 6432

B-JP329022 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹1616（2素子）

B-JP329023 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹3216（4素子）

B-JP329024 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹3216（8素子10端子）

B-JP329025 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹4021（8素子10端子）

B-JP329026 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹5020（4素子）

B-JP329027 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凹6431（8素子10端子）

B-JP329028 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸0806（2素子）

B-JP329029 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸1010（2素子）

B-JP329030 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸1616（2素子）

B-JP329031 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸2010（4素子）

B-JP329032 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸3216（4素子）

B-JP329033 製品 電子部品・電子デバイス  チップネットワーク抵抗器_凸3816（8素子）

B-JP329034 製品 電子部品・電子デバイス Ｎｄ系希土類磁石 155
B-JP329035 製品 電子部品・電子デバイス Ｓｍ系希土類磁石 157
B-JP329036 製品 電子部品・電子デバイス ソフトフェライト 159
B-JP329037 製品 電子部品・電子デバイス フェライト磁石 161
B-JP329038 製品 電子部品・電子デバイス スイッチング電源_15W

B-JP329039 製品 電子部品・電子デバイス スイッチング電源_30W

B-JP329040 製品 電子部品・電子デバイス スイッチング電源_100W

B-JP329041 製品 電子部品・電子デバイス 積層誘電体フィルタ_1005

B-JP329042 製品 電子部品・電子デバイス 積層誘電体フィルタ_1608

B-JP329043 製品 電子部品・電子デバイス 積層誘電体フィルタ_2125

B-JP329044 製品 電子部品・電子デバイス 積層誘電体フィルタ_2520

B-JP329045 製品 電子部品・電子デバイス 積層誘電体フィルタ_3216

B-JP329046 製品 電子部品・電子デバイス フェライトコアトランス_EE16

B-JP329047 製品 電子部品・電子デバイス フェライトコアトランス_EER28

B-JP329048 製品 電子部品・電子デバイス フェライトコアトランス_EER35

B-JP329049 製品 電子部品・電子デバイス フェライトコアトランス_EER40

B-JP329050 製品 電子部品・電子デバイス フェライトコアトランス_EER42

B-JP329051 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（基板自立型タイプ）_D22ｘL25

B-JP329052 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（基板自立型タイプ）_D25ｘL40

B-JP329053 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（基板自立型タイプ）_D35ｘL40

B-JP329054 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（リードタイプ）_D5ｘL11

B-JP329055 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（リードタイプ）_D10ｘL12.5

B-JP329056 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（リードタイプ）_D12.5ｘL25

B-JP329057 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（チップタイプ）_D4ｘL5.5

B-JP329058 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（チップタイプ）_D6.3ｘL5.5

B-JP329059 製品 電子部品・電子デバイス アルミ電解コンデンサ（チップタイプ）_D10ｘL10.5

B-JP329060 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ樹脂モールドタイプ_2016

B-JP329061 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ樹脂モールドタイプ_2520

B-JP329062 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_1608

B-JP329063 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_2012

B-JP329064 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_2016

B-JP329065 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_2518

B-JP329066 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_3218

B-JP329067 製品 電子部品・電子デバイス 巻線チップインダクタ_3225

B-JP329068 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ3

B-JP329069 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ6.8

B-JP329070 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ8.6

B-JP329071 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ9.4

B-JP329072 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ10.6

B-JP329073 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ12

B-JP329074 製品 電子部品・電子デバイス リングバリスタ_φ16.5

B-JP329075 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_0603

B-JP329076 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_1005

B-JP329077 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_1608

B-JP329078 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_2012

B-JP329079 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_3216

B-JP329080 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_3225

B-JP329081 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_4532

B-JP329082 製品 電子部品・電子デバイス チップバリスタ_5750

B-JP329083 製品 電子部品・電子デバイス チップ形電流ヒューズ_1608

B-JP329084 製品 電子部品・電子デバイス チップ形電流ヒューズ_1005

B-JP329085 製品 電子部品・電子デバイス チップ形電流ヒューズ（樹脂外装タイプ）_3216

B-JP329086 製品 電子部品・電子デバイス チップ形電流ヒューズ（樹脂外装タイプ）_3225

B-JP329087 製品 電子部品・電子デバイス チップ形電流ヒューズ（セラミック外装タイプ）_6×2.5

B-JP329088 製品 電子部品・電子デバイス サーミスタ_0.6X0.3

B-JP329089 製品 電子部品・電子デバイス サーミスタ_1.0X0.5

B-JP329090 製品 電子部品・電子デバイス サーミスタ_1.6X0.8

B-JP329091 製品 電子部品・電子デバイス サーミスタ_2.0X1.2

B-JP329092 製品 電子部品・電子デバイス SMDインダクタ_3×3

B-JP329093 製品 電子部品・電子デバイス SMDインダクタ_4×4

B-JP329094 製品 電子部品・電子デバイス SMDインダクタ_6×6

B-JP329095 製品 電子部品・電子デバイス SMDインダクタ_8×8

B-JP329096 製品 電子部品・電子デバイス コネクタ 204
B-JP329097 製品 電子部品・電子デバイス 押し釦スイッチ（ディスクリート） 206
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＜精糖工業会作成＞ 粗糖(国内産さとうきび） 

 

1．はじめに 

 今回、われわれは、徳之島におけるさとうきび栽培、甘しゃ原料糖（粗糖）製造の各段階にお

ける CO2排出原単位（注 1）の算出を試み、その結果を得ることができた。 

注 1：ここでいう CO2は、化石燃料起源の CO2であり、バイオマスエネルギー利用において発生

する CO2は含まない。 

 

2．さとうきびから精製糖までの CO2排出原単位の調査方法 

(1) 調査方法 

 さとうきび栽培と粗糖製造の段階について調査を行った。鹿児島県徳之島島内の 2 工場（さと

うきび処理能力 1,000 トン／日・1,200 トン／日；電動ミル・スチームタービンミル各 1 工場；

石灰清浄法、多重効用缶、粗糖のみ生産）を対象とした。 

 徳之島では、特定非営利活動法人国際資源活用協会が南西糖業株式会社の協力を得て、さとう

きび栽培ほ場・製糖工場・自治体堆肥製造所などにおける投入資材・エネルギーと産出製品・副

製品・廃棄物について現地調査を行った。 

 各段階の基礎データは、南西糖業・三井製糖の年報（2005 年度）記載のデータ、を使用した。  

(2) 調査範囲（システム境界） 

 さとうきび栽培関連では、整地・株出し・耕作・収穫・輸送に使用する農業機械やトラックの

燃料、堆肥・化学肥料・農薬などの投入資材を新植・株出し別に調査した。 

 粗糖製造関連では、化石燃料・電力・用水・清浄材料・工程副資材・包装材料・排水処理・廃

棄物処理など工場で使用する資材・エネルギーを対象とした（図 1）。 

 ただし、化学肥料・工程副資材などの現場までの輸送プロセスや工場建屋・機械装置など資本

財のエネルギー解析は、ISO14041―6 のカットオフの定法に従い、結果に大きな影響を及ぼさな

いので省略した。 

 

 

図 1 システム境界図 

 

3．CO2 排出原単位の算出方法と算出結果 

 さとうきび栽培、甘しゃ原料糖製造の各段階において、それぞれの工程で投入される資材・エ

ネルギーの二酸化炭素排出係数（CO2排出係数）（注 2）を用いて、それぞれの段階の CO2排出
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原単位を積み上げ法（注 3）により算出した。 

 CO2排出係数については、化石燃料は環境省公開データ、電力は調査工場地域の電力会社のデ

ータ、投入資材の中で積み上げ法によるデータが報告されているものはそのデータを使用し、デ

ータを見いだせないものは、独立行政法人国立環境研究所が公開している“環境負荷原単位データ

ブック（3EID）”と“味の素グループ版 CO2排出係数データベース”を使用した。対象工程の投入

量・産出量は、調査結果を利用した。 

 なお、算出結果で小数点 1 位未満と予想されるものは、カットオフの対象とした。 

 

注 2：本報告では、既に公開されている資材・エネルギーの CO2排出原単位を CO2排出係数と表

現し、算定対象については CO2排出原単位と表現する。 

 

注 3：積み上げ法とは、対象とする製品の全ての前工程における CO2排出量を調査し、それらを

累計して対象製品の CO2排出原単位を求める方法である。 

 

4. 代表性について 

 さとうきび原料糖は鹿児島県（徳之島、他）と沖縄県で作られており、徳之島（南西糖業 2 工

場）における粗糖生産量は、国内生産量の約 15%を占めている。鹿児島県、沖縄県ともに気候の

差が無いため、肥料投入量や製糖工場での副資材投入量はほぼ同じである。従って、日本の代表

的な「粗糖（国内産さとうきび）」のデータと考えることができる。また、徳之島は、他の産地

に比べハーベスタの使用割合が高く、農業機械燃料を多く使用しているため、CO2排出量は高く

見積もられており、少なくとも過小評価にはなっていない。 

 

5. 補足 

 前述の１．～３．は「太田正孝, 佐藤邦光, 江橋正, 鈴木章, 服部浩三 (2008), “さとうきび・精

製糖の二酸化炭素排出量と食品エネルギー効率～さとうきびから精製糖までの二酸化炭素排出量

の算出結果から～”, 砂糖類情報 2008 年 1 月, 独立行政法人農畜産業振興機構」から抜粋引用し

たものである。 

＜入手先＞http://sugar.alic.go.jp/japan/example_03/example0801a.htm 

 さらに、上記の文献の内容に加えて、窒素肥料起因の N2O 排出も考慮されている。 

なお、粗糖とケ－ンモラセスの配分は製品売上高比で行っている。 

 

<精糖工業会作成>　粗糖(国内産さとうきび）

公開用
整理
番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲 補記

JP305045
粗糖(国内産さとう
きび）

ｋｇ 3.49E-01

（独）農畜産業振興機構
HP:“砂糖類情報”、(2008）.
さとうきび・精製糖の二酸化
炭素排出量と食品エネル
ギー効率

原料収集～徳之
島産さとうきび栽
培～粗糖製造

精製糖工

場までの

輸送は含

まない

以上 

http://sugar.alic.go.jp/japan/example_03/example0801a.htm
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＜日本木材防腐工業組合作成＞ 保存処理木材 

 

1. はじめに 

加圧注入処理法による保存処理木材（含む、防耐火処理木材）を生産する事業者で構成する日

本木材防腐工業組合は、保存処理木材の製造時に発生している環境負荷、ここでは温室効果ガス

排出量を求め、この結果を公開する。 

 

2. 調査方法 

Life Cycle Assessment (以下、LCA)の手法を用いて、温室効果ガス排出量を求める。 

 

2-1. 調査対象製品の選定 

本調査では、保存処理木材のうち、構造材の代表として土台（未乾燥）および土台（乾燥）を、

土木・外溝部材の代表として木柵をそれぞれ選択した。 

 

2-2. システム境界の確定 

調査対象製品の原材料調達から原材料製造、製品製造、販売、使用、リサイクル・廃棄にいた

る一生（ライフサイクル）を調べ、評価の対象範囲とするシステム境界を、ここでは、原材料調

達から製品製造までとした。 

 

2-3. 資源投入量・製品生産量・廃棄物量の把握と出入力表の作成 

原材料やエネルギーなどの資源の投入量と製品生産量、廃棄物の量を調査し、出入力表へまと

める。ここでは、工場のインフラや設備導入にかかる投入量は含めない。また、企業活動やサー

ビスなどの事務所での投入量も含めていない。また、全体の結果に大きな影響を及ぼさない資源

（たとえばごく少量の梱包材など）などの投入・排出量を出入力表に含めないことをカットオフ

というが、カットオフを行う場合は全体に占める温室効果ガス排出量の 5%以内と制限した。 

 

2-4. 原単位 

投入した物質それぞれに、その物質のライフサイクルにおける環境負荷量である原単位を探す。

ここでは、カーボンフットプリント制度試行事業事務局が用意する「カーボンフットプリント制

度試行事業用 CO2換算量共通原単位データベース（暫定版）ver.3.0」（以下、共通原単位）を引

用して原単位を得た。 

この共通原単位に記載されていない保存処理薬剤および丸棒については、ここで原単位を構築

した。それぞれを製造するのに必要な物質のうち共通原単位に記載されていない物質の原単位は

「JEMAI-LCA Pro ver2.1.2」に付属するインベントリデータベース原単位を採用した。温室効果

ガスの算定は、IPCC 二次報告書における温室効果ガスのうちデータが得られた CO2、CH4、N2O

について量を求め、地球温暖化係数 100 年値を乗じることで CO2量に換算した。 

また、共通原単位およびここで構築した原単位は、木くずを燃料とするボイラーなどの再生可

能なバイオマス由来の CO2量を算定対象としていない。 

 

2-4-1. 保存処理薬剤 

本調査の対象製品で使用されている保存薬剤は大きく分けて主成分に銅を含む薬剤と銅を含ま

ない薬剤とがある。ここでは、銅系薬剤と非銅系薬剤の二種類の原単位を作成した。まず、銅系

薬剤、非銅系薬剤の代表として、本調査の対象製品で使用の多かった CUAZ、BAAC をそれぞれ

選択した。原材料の投入量として、MSDS（製品安全データシート）に記載の成分とその割合を
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参考に原材料とその投入量を表 1、表 2 のように求めた。なお、成分の原単位が無い場合は代替

可能と思われる原単位を選択した。薬剤製造時のエネルギー使用量は英国の薬剤メーカ 2 社と国

内の薬剤メーカから 1 社の計 3 社からデータを得て、その平均値を使用した。 

 

表 1. CUAZ の成分・含有率と使用した原単位 

成分 含有率(%) 使用した原単位 

酸化第２銅 12 電気銅 

シプロコナゾール 0.1 * 

アミノエタノール 20 アミノエタノール(モノエタノールアミン) 

*シプロコナゾールは代替し得る原単位が無く 0.1 %と少量であるためカットオフした。 

 

表 2. BAAC の成分・含有率と使用した原単位 

成分 含有率(%) 使用した原単位 

ホウ酸 10 

プロピレンクロライド* ジデシルジメチルアンモニウムクロライ

ド 
40 

イソプロピルアルコール 10 イソプロピルアルコール 

*ジデシルジメチルアンモニウムクロライドは第 4 級アンモニウム化合物のカチオン系界面活性剤であ

り、化学的性質としてプロピレンクロライドと似ているとは言えないかもしれないが、農薬に用いられ

る殺虫・殺菌成分であるということで選択した。ホウ酸も同様にプロピレンクロライドを選択した。 

 

以上を踏まえて、銅系薬剤の出入力表を、表 3 のように作成した。 

 

 

表 3. 銅系保存処理薬剤の出入力表 

CO2e

項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 酸化第２銅 1.20E-01 kg 電気銅 2.68E+00 kg-CO2/kg 3.22E-01

原材料 アミノエタノール 2.00E-01 kg モノエタノールアミン 1.68E+00 kg-CO2/kg 3.36E-01

原材料 シプロコナゾール 1.00E-03 kg シプロコナゾール 0.00E+00

原材料 水 6.79E-04 m
3 上水道 3.48E-01 kg-CO2/m

3 2.36E-04

エネルギー 薬剤調整 1.00E+00 kg 薬剤調整 1.83E-01 kg-CO2/kg 1.83E-01

出力 銅系保存処理薬剤 1.00E+00 kg kg-CO2/kg 8.41E-01

原単位活動量

プロセス名出入力

 

銅系保存処理薬剤を 1kg 製造するときに生じる温室効果ガスは 0.841 kg-CO2であった。 

 

また、非銅系保存処理薬剤の出入力表は表 4 のようになった。 

 

表 4. 非銅系保存処理薬剤の出入力表 

CO2e

項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 ホウ酸 1.00E-01 kg プロピレンジクロライド 5.06E+00 kg-CO2/kg 5.06E-01

原材料 ジデシルジメチルアンモニウムクロライド 4.00E-01 kg プロピレンジクロライド 5.06E+00 kg-CO2/kg 2.02E+00

原材料 イソプロピルアルコール 1.00E-01 kg イソプロピルアルコール 2.34E+00 kg-CO2/kg 2.34E-01

原材料 水 4.00E-04 m
3 上水道 3.48E-01 kg-CO2/m3 1.39E-04

エネルギー 薬剤調整 1.00E+00 kg 薬剤調整 1.83E-01 kg-CO2/kg 1.83E-01

出力 非銅系保存処理薬剤 1.00E+00 kg 2.94E+00

活動量

プロセス名出入力

原単位

 

非銅系保存処理薬剤を 1kg 製造するときに生じる温室効果ガスは 2.94 kg-CO2であった。 

 

2-4-2. 丸棒 
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木柵の原材料である丸棒について、森林組合の 1 つからの聞き取り調査で原材料調達から製造

までの情報を得て、出入力表を表 5 のように作成した。 

 

 

表 5. 丸棒の出入力表 

CO2e

項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 丸太 1.67E+00 m3 丸太(原木) 9.75E+00 kg-CO2/m3 1.63E+01

エネルギー 軽油 6.87E+00 L 軽油ボイラーでの燃焼 2.74E+00 kg-CO2/L 1.88E+01

エネルギー 電力 3.40E+01 kWh 公共電力 4.79E-01 kg-CO2/kWh 1.63E+01

出力 製品 丸棒 1.00E+00 m3 kg-CO2/m3 5.14E+01

原単位活動量

プロセス名出入力

 

丸棒 1m3あたりを製造するときに生じる温室効果ガスは 51.4 kg-CO2であった。 

 

2-5. 温室効果ガス排出量のインベントリ分析 

資源投入量×原単位の温室効果ガスの負荷量＝温室効果ガス排出量を算出し、資源ごとの温室効

果ガス排出量を出入力表（表 6、表 7、表 8）にまとめる。 

 

2-6．調査対象製品の製造にかかる温室効果ガス排出量 

インベントリ分析結果を集計し、調査対象製品の製造にかかる温室効果ガス排出量を求める。 

 

3. 調査結果 

3-1. 土台（未乾燥） 

3-1-1. 調査範囲 

基準単位：保存処理木材の土台（未乾燥）1 m3 

対象工場：日本木材防腐工業組合の組合員である日本国内 6 工場（国内シェア 50%以上） 

対象期間：2009 年 8 月～11 月 

評価範囲：図 1 の破線枠をシステム境界としてその内部を評価対象範囲とした。 

製
材

保
存
処
理
薬
剤
製
造

イ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ

薬
剤
調
整

薬
剤
加
圧
注
入

輸
送

薬
剤
輸
送

製
材
輸
送

システム境界

丸
太
生
産

丸
太
輸
送

製材製造

人
工
乾
燥

図 3.1-13 保存処理土台のシステム境界 

 

 

図 1. 土台（未乾燥）の製造工程図とシステム境界 

 

3-1-2. インベントリ分析 

対象工場で収集された資源の出入力量のデータを期間内生産量で加重平均し、原単位を乗じる
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ことでインベントリ分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

表 6. 土台（未乾燥）の出入力表 
CO2e

項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 カナダ産未乾燥製材 8.61E-01 m
3 カナダ産未乾燥製材 6.90E+01 kg-CO2/m

3 5.94E+01

原材料 カナダ産乾燥製材 1.39E-01 m
3 カナダ産乾燥製材 8.63E+01 kg-CO2/m

3 1.20E+01

原材料 銅系保存処理剤 1.51E+00 kg 銅系保存処理剤 8.41E-01 kg-CO2/kg 1.27E+00

原材料 非銅系保存処理剤 2.05E+00 kg 非銅系保存処理剤 2.94E+00 kg-CO2/kg 6.03E+00

製材輸送(海外) 20tトラック 2.19E+01 t・km トラック輸送(20t車:積載率100%) 6.43E-02 kg-CO2/tkm 1.41E+00

製材輸送（海外） コンテナ船>4000TEU 3.73E+03 t・km コンテナ船>4000TEU 9.52E-03 kg-CO2/tkm 3.55E+01

製材輸送（海外） バルク船運搬船<8万DWT 5.16E+02 t・km バルク船運搬船<8万DWT 6.58E-03 kg-CO2/tkm 3.40E+00

製材輸送(国内) 20tトラック 1.06E+01 t・km トラック輸送(20t車:積載率100%) 6.43E-02 kg-CO2/tkm 6.82E-01

製材輸送（国内） 15tトラック 1.51E+00 t・km トラック輸送(15t車:積載率100%) 7.77E-02 kg-CO2/tkm 1.17E-01

製材輸送（国内） 10tトラック 7.57E-01 t・km トラック輸送(10t車:積載率50%) 1.78E-01 kg-CO2/tkm 1.35E-01

薬剤輸送 コンテナ船>4000TEU 4.53E+01 t・km コンテナ船>4000TEU 9.52E-03 kg-CO2/tkm 4.31E-01

薬剤輸送 コンテナ船<4000TEU 3.46E-02 t・km コンテナ船<4000TEU 2.55E-02 kg-CO2/tkm 8.82E-04

薬剤輸送 20tトラック 4.78E-02 t・km トラック輸送(20t車:積載率62%) 9.49E-02 kg-CO2/tkm 4.54E-03

薬剤輸送 15tトラック 7.10E-03 t・km トラック輸送(15t車:積載率100%) 7.77E-02 kg-CO2/tkm 5.52E-04

薬剤輸送 10tトラック 5.04E-01 t・km トラック輸送(10t車:積載率62%) 1.49E-01 kg-CO2/tkm 7.51E-02

薬剤輸送 4tトラック 5.26E-01 t・km トラック輸送(4t車:積載率62%) 2.73E-01 kg-CO2/tkm 1.44E-01

薬剤輸送 鉄道 1.61E-01 t・km 鉄道輸送(貨物) 1.09E-02 kg-CO2/tkm 1.75E-03

エネルギー 購入電力 5.12E+00 kwh 公共電力 4.79E-01 kg-CO2/kwh 2.45E+00

エネルギー 軽油 4.44E-01 L 軽油のボイラーでの燃焼 2.74E+00 kg-CO2/L 1.22E+00

原材料 薬剤調整水 4.11E-01 m
3 上水道 3.48E-01 kg-CO2/m

3 1.43E-01

出力 製品 土台（未乾燥） 1.00E+00 m
3 kg-CO2/m

3 1.25E+02

原単位
出入力

活動量
プロセス名

 
土台(未乾燥)1m3を製造するときに生じる温室効果ガスは 125 kg-CO2であった。 

 

3-2. 土台(乾燥) 

3-2-1. 調査範囲 

基準単位：保存処理木材の土台（未乾燥）1 m3 

対象工場：日本木材防腐工業組合の組合員である日本国内 6 工場（国内シェア 50%以上） 

対象期間：2009 年 8 月～11 月 

評価範囲：図 2.の破線枠をシステム境界としてその内部を評価対象範囲とした。 
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図 3.1-13 保存処理土台のシステム境界 

 

 

図 2. 土台(乾燥)の製造工程図とシステム境界 

 

3-2-2. インベントリ分析 

対象工場で収集された資源の出入力量のデータを期間内生産量で加重平均し、原単位を乗じる

ことでインベントリ分析を行った。 

 

 

 

表 7. 土台(乾燥)の出入力表 

CO2e

項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 カナダ産未乾燥製材 8.61E-01 m
3 カナダ産未乾燥製材 6.90E+01 kg-CO2/m

3 5.94E+01

原材料 カナダ産乾燥製材 1.39E-01 m
3 カナダ産乾燥製材 8.63E+01 kg-CO2/m

3 1.20E+01

原材料 銅系保存処理剤 1.51E+00 kg 銅系保存処理剤 8.41E-01 kg-CO2/kg 1.27E+00

原材料 非銅系保存処理剤 2.05E+00 kg 非銅系保存処理剤 2.94E+00 kg-CO2/kg 6.03E+00

製材輸送(海外) 20tトラック 2.19E+01 t・km トラック輸送(20t車:積載率100%) 6.43E-02 kg-CO2/tkm 1.41E+00

製材輸送(海外) コンテナ船>4000TEU 3.73E+03 t・km コンテナ船>4000TEU 9.52E-03 kg-CO2/tkm 3.55E+01

製材輸送(海外) バルク船運搬船<8万DWT 5.16E+02 t・km バルク船運搬船<8万DWT 6.58E-03 kg-CO2/tkm 3.40E+00

製材輸送(国内) 20tトラック 1.06E+01 t・km トラック輸送(20t車:積載率100%) 6.43E-02 kg-CO2/tkm 6.82E-01

製材輸送(国内) 15tトラック 1.51E+00 t・km トラック輸送(15t車:積載率100%) 7.77E-02 kg-CO2/tkm 1.17E-01

製材輸送(国内) 10tトラック 7.57E-01 t・km トラック輸送(10t車:積載率50%) 1.78E-01 kg-CO2/tkm 1.35E-01

薬剤輸送 コンテナ船>4000TEU 4.53E+01 t・km コンテナ船>4000TEU 9.52E-03 kg-CO2/tkm 4.31E-01

薬剤輸送 コンテナ船<4000TEU 3.46E-02 t・km コンテナ船<4000TEU 2.55E-02 kg-CO2/tkm 8.82E-04

薬剤輸送 20tトラック 4.78E-02 t・km トラック輸送(20t車:積載率62%) 9.49E-02 kg-CO2/tkm 4.54E-03

薬剤輸送 15tトラック 7.10E-03 t・km トラック輸送(15t車:積載率100%) 7.77E-02 kg-CO2/tkm 5.52E-04

薬剤輸送 10tトラック 5.04E-01 t・km トラック輸送(10t車:積載率62%) 1.49E-01 kg-CO2/tkm 7.51E-02

薬剤輸送 4tトラック 5.26E-01 t・km トラック輸送(4t車:積載率62%) 2.73E-01 kg-CO2/tkm 1.44E-01

薬剤輸送 鉄道 1.61E-01 t・km 鉄道輸送(貨物) 1.09E-02 kg-CO2/tkm 1.75E-03

エネルギー 購入電力 2.60E+01 kWh 公共電力 4.79E-01 kg-CO2/kwh 1.25E+01

エネルギー 軽油 1.39E+00 L 軽油のボイラーでの燃焼 2.74E+00 kg-CO2/L 3.81E+00

エネルギー 重油 1.75E+00 L A重油のボイラーでの燃焼 2.92E+00 kg-CO2/L 5.11E+00

エネルギー 灯油 1.02E+01 L 灯油のボイラーでの燃焼 2.61E+00 kg-CO2/L 2.66E+01

エネルギー 木くず 2.89E-01 MJ 木材ボイラーでの燃焼 3.08E-03 kg-CO2/MJ 8.90E-04

原材料 薬剤調整水 7.35E-01 m
3 上水道 3.48E-01 kg-CO2/m

3 2.56E-01

出力 製品 土台（乾燥） 1.00E+00 m
3 kg-CO2/m

3 1.69E+02

活動量
プロセス名

原単位
出入力

 

土台(乾燥) 1m3を製造するときに生じる温室効果ガスは 169 kg-CO2であった。 

 

3-3. 木柵 

3-3-1. 調査範囲 

基準単位：木柵 1m3 
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対象工場：日本木材防腐工業組合の組合員である日本国内 4 工場（国内シェア 50%以上） 

対象期間：2009 年 8 月～11 月 

評価範囲：図 3.の破線枠をシステム境界としてその内部を評価対象範囲とした。 

 

図 3.1-18 木柵のシステム境界 
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図 3. 木柵の製造工程図とシステム境界 

 

3-3-2. インベントリ分析 

対象工場で収集された資源の出入力量のデータを期間内生産量で加重平均し、原単位を乗じる

ことでインベントリ分析を行った。 

表 8. 木柵の出入力表 

CO2e

区分 項目名 数値 単位 原単位名 数値 単位 ｋｇ

入力 原材料 １次 製材(丸棒） 1.00E+00 m
3 製材(丸棒） 5.14E+01 kg-CO2/m

3 5.14E+01

原材料 １次 銅系保存処理薬剤 5.01E+00 kg 銅系保存処理薬剤 8.41E-01 kg-CO2/kg 4.21E+00

原材料 １次 非銅系保存処理薬剤 1.75E+00 kg 非銅系保存処理薬剤 2.94E+00 kg-CO2/kg 5.15E+00

製材輸送 １次 20tトラック 7.26E+00 t・km トラック輸送(20t車:積載率62%) 9.49E-02 kg-CO2/tkm 6.89E-01

製材輸送 １次 15tトラック 3.93E+00 t・km トラック輸送(15t車:積載率62%) 1.15E-01 kg-CO2/tkm 4.52E-01

製材輸送 １次 10tトラック 1.16E+01 t・km トラック輸送(10t車:積載率62%) 1.49E-01 kg-CO2/tkm 1.73E+00

製材輸送 １次 4tトラック 7.78E+00 t・km トラック輸送(4t車:積載率62%) 2.73E-01 kg-CO2/tkm 2.12E+00

製材輸送 １次 2tトラック 1.43E+01 t・km トラック輸送(2t車:積載率58%) 4.52E-01 kg-CO2/tkm 6.46E+00

薬剤輸送 １次 コンテナ船>4000TEU 9.55E+01 t・km コンテナ船>4000TEU 9.52E-03 kg-CO2/tkm 9.09E-01

薬剤輸送 １次 コンテナ船<4000TEU 2.26E-01 t・km コンテナ船<4000TEU 2.55E-02 kg-CO2/tkm 5.76E-03

薬剤輸送 １次 20tトラック 1.64E-01 t・km トラック輸送(20t車:積載率62%) 9.49E-02 kg-CO2/tkm 1.56E-02

薬剤輸送 １次 10tトラック 2.12E+00 t・km トラック輸送(10t車:積載率62%) 1.49E-01 kg-CO2/tkm 3.16E-01

薬剤輸送 １次 4tトラック 3.86E-01 t・km トラック輸送(4t車:積載率62%) 2.73E-01 kg-CO2/tkm 1.05E-01

薬剤輸送 １次 鉄道 5.26E+00 t・km 鉄道輸送(貨物） 1.09E-02 kg-CO2/tkm 5.73E-02

エネルギー １次 購入電力 8.10E+00 kWh 公共電力 4.79E-01 kg-CO2/kWh 3.88E+00

エネルギー １次 軽油 8.42E-01 L 軽油ボイラーでの燃焼 2.74E+00 kg-CO2/L 2.31E+00

原材料 １次 薬剤調整水 6.57E-01 m
3 上水道 3.48E-01 kg-CO2/m

3 2.29E-01

出力 製品 木柵 1.00E+00 m
3 kg-CO2/m

3 8.00E+01

原単位

出入力

活動量

プロセス名

 

木柵 1m3を製造するときに生じる温室効果ガスは 80 kg-CO2であった。 

 

4. まとめ 

保存処理木材 1m3を製造する際に生じる温室効果ガス量は、土台(未乾燥)で 125 kg-CO2、土台

(乾燥)は 169 kg-CO2、木柵では 80 kg-CO2であった。 
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<日本木材防腐工業組合作成>　保存処理木材（計3データ）

公開用
整理
番号

名称
単
位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP308022
加圧式保存処理木材（建築部材
(未乾燥土台)） m3 1.25E+02

JP308023
加圧式保存処理木材（建築部材
(乾燥土台)） m3 1.69E+02

JP308024
加圧式保存処理木材（外溝・土木
用部材(木柵)） m3 8.00E+01

日本木材防腐工業組合：
“保存処理木材製造時の環
境負荷報告（温室効果ガス
排出量）”

原料採取～原料
製造～輸送～製
品製造

 

 

注釈 

 カーボンオフセットによる削減効果は含まれていない。 

 グリーン電力証明に基づく削減効果は含まれていない。 

 炭素固定の効果は算定対象としていない。 
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＜社団法人プラスチック処理促進協会作成＞ 化学工業製品 

 

1．調査対象 

用途とグレードの関係が明確なＢ－ＰＥＴおよびＥＰＳを除き、ＰＥはＬＤＰＥとＨＤＰＥに

分け、ＬＬＤＰＥはＬＤＰＥに含めた。ＰＳは、ＨＩＰＳとＧＰＰＳを分けずに一本化した。Ｐ

ＶＣは、需要の殆どを占めるサスペンジョン品のストレートポリマーを対象とした。Ｂ－ＰＥＴ

は、国産のボトル用樹脂（ペレット）を対象としたものである。Ｂ－ＰＥＴは、近年輸入品が増

加しているが、本報告書のデータは国産のボトル用樹脂（ペレット）を対象としたものである。

ＰＭＭＡは懸濁重合法によるＭＭＡ樹脂ペレットが対象である。 

 

2．調査範囲 

本調査では、“ユニットプロセス”を当該製品の生産に不可欠な機器・装置の集合体と定義し、

データ収集の最小単位を原則的に個々のユニットプロセスとした。具体的なデータ収集項目は、

投入原料、投入エネルギー、産出製品、環境負荷物質などとした。 

このうち当該製品の生産工程に含まれる範囲について、オレフィン系樹脂は外注依存度の高い

カラーリング等の一部の工程を除外したものの、基本的に単純ペレタイズではなくコンパウンド

までを含むものとした。しかし塩化ビニル樹脂の場合は原料樹脂メーカから加工メーカへの供給

形態の主流がパウダーであり、コンパウンド化はユーザーで行われているため、パウダーまでを

対象とした。 

一方、環境負荷物質は環境対策設備等での処理を行わず、直接、環境に放出（未処理）されて

いるものと大気系放出物、排水系放出物、固形廃棄物の各環境対策設備によって処理した上で放

出されているものがあり、後者においては処理のために処理剤、エネルギーなどが新たに投入さ

れる。本調査では環境負荷について、処理後の負荷量および各種環境対策設備に投入される電力、

蒸気、燃料等のエネルギー消費量に関する回答を当該ユニットプロセスの回答者から同時に得た。 

 

3．データ収集・処理の前提条件 

①対象樹脂およびその生産に要する原料について、原則的に全メーカを調査対象とした。 

何らかの事情によって全メーカを対象とできない場合、調査対象年次の総生産量の 60％をカ

バーできることを前提条件とした。ただし、ＰＭＭＡのカバー率は国内生産の約 50％である。 

②回答は、当該製品の調査対象年次の年間生産量に対応したデータであることを原則とした。 

③回答事項は物質収支に係わる事項（工業用水を含む）、投入エネルギーに関する事項、環境

負荷に大別される。このうち環境負荷は、データ把握が行われておらず負荷量が不明なもの

については「N.A（Not Available）」、具体的な数量は把握されてないが殆どゼロに近いと

推定されるものについては「N.S（Negligible Small）」で回答することを認めた。しかし、

物質収支および投入エネルギーについてはゼロを含む数値で回答を得ることとした。 

④上記「NA」回答については、加重平均値の算出に際して対象から除外することとした。また

「NS」回答はゼロ扱いし、加重平均算出の対象とした。 

⑤工業用水については、海水、井戸水は回答の対象外とした。これは、海水、井戸水について

は汲み上げや排水時のポンプの駆動エネルギー（電力）に留意する必要があるが、これらの

エネルギーは通常、当該ユニットプロセスの工程エネルギーあるいは間接部門から配賦され

るエネルギーとして計測されているものと判断されるためである。従って、いわゆる地方自

治体から購入する工業用水について回答を得、いわば「工業用水化エネルギー」（工業用水

の供給に係わる全動力費）を計算することとした。 

⑥同一製品のプロセスは製法が異なる場合も同じ集計対象とし、計算処理した。 
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⑦ナフサクラッカーの払出電力、払出蒸気はエチレン等製品と同様に生産物として扱った。た

だし、ナフサクラッカー以外のプラントにおいて発生電力・蒸気がある場合は生産物として

扱わず、当該ユニットプロセスにおける電力･蒸気消費量から控除することとした。 

⑧エネルギー・環境負荷は、当該ユニットプロセスから産出する製品が負うものとし、副生燃

料には配賦しないこととした。この場合、製品の定義は当該ユニットプロセスの本来の目的

生産物に限定せず、副生原料にも配賦することとしたが、この場合の前提条件を定常的に原

料利用されているか、同じく定常的に製品販売されているものとした。 

⑨電力は、公共電力と自家発に分けてデータ収集し、それぞれ別途遡及することとした。また

公共電力と自家発に分けた消費電力の回答を得られない場合は、石油化学工業の平均的な電

力需給構成比である自家発 75％、公共電力 25％の比率（詳細は後述）を適用して分割、計

算することとした。 

 

4．アロケーション 

本調査では、前述した個別回答レベルの処理を終えた処理後データを①単純集計、②プロセス

の種類に応じたアロケーションの考え方に基づき、エネルギー・環境負荷データを配賦、③製品

の総生産量で加重平均化、の手順で原単位データ化した。 

アロケーションの考え方は、①分解・合成・重合プロセス、②抽出プロセス、③共生産プロセ

スの３種に大別される。 

 

5．代表値の算出 

本調査では、特定された当該ユニットの製品の総生産量で加重平均した値を算出し、これを代

表値とした。平均値の算出に際して「N.A」回答は除外したほか、極めて例外的と判断される回

答も除外した。 

 

6．環境負荷 

環境負荷は公共電力、石油精製以前についてのデータが SOx、NOx、CO2 と大気系の３項目し

か公表されていないため、本調査ではこの３つの負荷のみを対象に提示した。 

 

7．結果の表記と内容 

本調査では、原則的に天然資源の採掘・採取から合成樹脂製造に至る累積値でデータを表示し

ているが、データが収集できなかったため遡及していないものもある。また環境負荷は、現状で

は対象項目を全工程にわたって統一できていない。 

 

8．分析結果 

本調査に掲載したエネルギーおよび環境負荷データの性質を踏まえると、データとして活用す

る際には以下の諸点を踏まえる必要がある。 

①対象製品の生産プロセスに関する特徴のすべてを記述したものではなく、今回調査した事項

を記述しているに過ぎない。つまり、入手可能なデータの一覧の域を出ないものである。 

②異なる樹脂の環境インパクトの優劣を比較するためにＬＣＩデータを使用することは適切で

ないとする意見もある。 

③素材のＬＣＩデータは、その素材によって生産された部品、同部品を搭載した最終製品での

使用段階、さらには廃棄といった工程までを含めればライフサイクルデータとして完結する

訳であり本調査で把握したのはその一部である。 

④環境負荷については小数点第７位を四捨五入したものもある。これは、ゼロとゼロでないも

のを区別するために採った措置であるが、データの有効桁数は２～３桁とみるのが妥当と思
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われる。 

<社団法人プラスチック処理促進協会作成>　化学工業製品（計8データ）

公開用
整理
番号

名称
単
位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP310001
低密度ポリエチレン
（LDPE）

kg 1.53E+00

JP310002
高密度ポリエチレン
（HDPE）

kg 1.33E+00

JP310003ポリプロピレン（PP） kg 1.49E+00

JP310004ポリスチレン（PS） kg 1.93E+00

JP310005発泡ポリスチレン（EPS) kg 1.95E+00

JP310006塩化ビニル（PVC） kg 1.46E+00

JP310007
ボトル用ポリエチレンテレ
フタラート（B-PET）

kg 1.59E+00

JP310008
ポリメタクリル酸メチル樹
脂（PMMA）

kg 4.09E+00

社団法人プラスチック処
理促進協会:“石油化学製

品のLCIデータ調査報告

書＜更新版＞”（2009.3）

原料採取～輸入
～石油精製～原
料製造～製品製
造

 

■入出力データ 
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＜酢ビ・ポバール工業会作成＞ 化学工業製品 

 

１. エチレンビニルアルコール共重合樹脂（ＥＶＯＨ） 

 

1．調査の範囲 

データ構築の範囲は、資源の採掘・採取からＥＶＯＨ製造工程までとし、資源の採掘・採取か

ら原料製造までは既存データを活用した。ＥＶＯＨ製造工程はメーカーの実績データを収集し、

この加重平均値を用いた。対象年度は2007年度とし、データ開示企業の４月から３月の12 ヶ月

間の年間生産実績に基づく投入原料と産出製品、ユーティリティにおけるエネルギー消費量、環

境負荷データを収集した。 

 

2．システム境界 

図１にＥＶＯＨ製造工程におけるデータ収集範囲すなわちＥＶＯＨのユニットプロセスのシス

テム境界（図１の二重線）を示す。図１に示したように乾燥と回収プロセスがあるため、ＥＶＯ

Ｈの製造工程では他の一般的な化学品製造プロセスよりもエネルギー消費量が多いことが特徴で

ある。図２にＥＶＯＨのＬＣＩデータ構築で遡及計算した諸原料を含む範囲すなわち累積ＬＣＩ

データの計算の対象範囲をブロックフローダイアグラムで示した。 

 

 

図１ ＥＶＯＨ製造工程のシステム境界 
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図２ ＥＶＯＨのＬＣＩデータ構築で遡及した諸原料を含む計算範囲 

 

3．調査事項 

本プロジェクトではＥＶＯＨの主原料となる酢酸ビニルモノマー（以下、ＶＡＭ）、エチレン、

メタノール、か性ソーダまでの累積ＬＣＩデータは既存データを使用している。また、動力プラ

ント（電力、蒸気）についても既存のデータを活用した。したがって、本項では本プロジェクト

のために実績データを収集したＥＶＯＨ製造のユニットプロセスについてのみ記述することとし

た。 

表１に具体的なデータ収集項目を示す。なお同表に示したように、データ収集においては工場

事務所等の共通部門および環境対策設備の消費エネルギー（電力、蒸気、燃料）もユニットプロ

セス・データとして収集している。 

 

表１ ユニットプロセスのデータ収集項目 
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4．計算の前提 

計算の前提は、以下のとおりである。 

ⅰ）生産設備・装置等は計算対象から除外した。 

ⅱ）ＥＶＯＨ製造のユニットプロセスを除くデータは、全てバックグランドデータを使  用

した。 

ⅲ）動力プラントから供給される電力、蒸気についても石油化学業界の平均データすなわちバ

ックグランドデータを使用した。 

ⅳ）バックグランドデータの前提条件は各データを算出した当該業界の設定している前提条件

に依存しており、一切、修正等を加えていない。ただし、ＥＶＯＨユニットプロセスのＬ

ＣＩデータは、石油化学コンビナート内の主原料、用役ガス等と同じ前提、考え方で算出

している。 

ⅴ）公共電力、燃料等の原単位は、計算対象とした全工程で同じ原単位を使用した。 

ⅵ）ＥＶＯＨとともに副生する酢酸は有価で販売していることから、産出製品として扱いアロ

ケーションの対象に含めた。 

 

5．アロケーションについて 

当該ユニットプロセスはもとより、環境対策設備、間接部門のデータ処理においては、当該製

品が負担すべきエネルギー・環境負荷等を割り付けること、すなわちアロケーションが必要とな

る。本調査では、当該ユニットプロセスについては、目的生産物と共生産物（コ・プロダクト）、

定常的に原料利用されている副製品（副生原料：バイプロダクト）がエネルギー・環境負荷を負

うものとし、この際、目的生産物、共生産物、副生原料の質量比に基づいてデータを処理する考

え方を採った。 

また、当該ユニットプロセスが負担すべき環境対策設備のエネルギー・環境負荷は、環境対策

設備を当該ユニットプロセスが存在する事業所の他のプロセスと共有している場合（例えば、共

同排水処理設備のようなケース）の負担の配分の考え方が問題となる。本調査ではバックグラン

ドデータと同様に、回答企業がデータ管理において通常用いている手法に委ねた（産出製品の質

量比でアロケーション）。間接部門のエネルギー・環境負荷のアロケーションも同様である。 
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２．酢酸ビニルモノマー、ポリビニルアルコール 

 

1．はじめに 

ＬＣＩデータは以下の要領で構築・提供されている。 

① データは、以下の各社が提供する。 

【酢酸ビニルモノマー】 日本酢ビ・ポバール㈱、日本合成化学工業㈱、電気化学工業㈱、

㈱クラレ、昭和電工㈱ 

【ポリビニルアルコール】日本酢ビ・ポバール㈱、日本合成化学工業㈱、電気化学工業㈱、

㈱クラレ  

② データ処理は、日本エマルジョン工業会が委託契約に基づいてデータ構築を依頼している有

限会社産業情報研究センター（以下、ＷＩＣと記す）に依頼する。  

③ ＷＩＣがＶＡＭ、ＰＶＡの最終確定アベレージデータをエマルジョン製品のＬＣＩデータ構

築に際して使用することを許可するが、ＶＡＭ、ＰＶＡ単独のデータそのものは累積デー

タであっても提出しない。  

なお、本報告書では、以下、酢酸ビニルモノマーについてＶＡＭ、ポリビニルアルコールに

ついてＰＶＡの略称を用いた。 

 

2．調査内容  

本調査では、ＶＡＭおよびＰＶＡの生産におけるインベントリ分析を実施し、両製品のユニッ

トプロセス・データおよび累積ＬＣＩデータとしてのエネルギー・環境負荷を算出した。  

インベントリ分析で収集するデータは、基本的にフォアグランドデータとバックグランドデー

タに大別される。フォアグランドデータとは基本的にデータ開示企業によって提供されるデータ

であり、当該ユニットプロセスの稼働に係わる直接データである。本調査で収集したフォアグラ

ンドデータは、ＶＡＭおよびＰＶＡのユニットプロセス・データのみである。一方、ＶＡＭ、Ｐ

ＶＡのＬＣＩデータ構築では、両製品の製造に要する各種原料の製造データのほか、工業用水・

酸素・窒素等のユーティリティデータ、公共電力に関するデータ、燃料関係では石油精製、原油

の採掘・採取、これらの輸入に伴う輸送等のデータが必要であり、これらのバックグランドデー

タは当該工業会の作成による公表データあるいは非公開データの提供を受け、計算に用いた。  

なお、動力プラントのデータは本来、フォアグランドデータに位置づけられ、ＶＡＭ、ＰＶＡ

のデータ開示企業から同時にデータを収集すべきであるが、当工業会にとってＬＣＩデータの構

築は初めての試みであり、今回の分析では石油化学業界のアベレージデータの提供を受けて計算

した。したがって、動力プラントのデータは本分析ではバックグランドデータとなる。 

 

3．調査の前提 

（1）対象製品  

本データ構築では、ＶＡＭは全製品、ＰＶＡは変性品を除くすべての汎用品を対象とし

た。ＰＶＡの場合、各社の回答は完全鹸化品と部分鹸化品を加重平均したデータで得た。 

（2）対象年次  

対象年次は 2002 年 1 月から 12 月または 2002 年 4 月から 2003 年 3 月の１年間とした｡

ただし、回答対象年次に定修が含まれる場合は、定修期間のエネルギー等について仮定に

基づく計算をせずに、対象年次を含む２年間の平均実績で回答を得ることとした。また、

２工場を有する場合、代表工場を回答対象として構わないものとした。  
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（3）調査事項  

基本的な収集データは、対象ユニットプロセス（製品）における投入原料（主原料、副

原料）、産出物（主製品、副製品、副生品）の量、エネルギー負荷および環境負荷である。 

（4）調査範囲  

図３に、ＶＡＭ、ＰＶＡの累積ＬＣＩデータの構築で対象とした遡及計算の範囲を生産

フローで示す。 

 

 
図３ ＶＡＭ、ＰＶＡの生産フロー（遡及計算の範囲）  

 

4．調査結果の概要 

（1）収集データのカバー率  

本調査で収集したデータが国内で生産されるそれぞれの酢酸ビニルモノマー・ポリビニ

ルアルコールの生産量のどの程度をカバーしたものであるかについて、表２に示す。収集

データは、企業の決算年次に即した暦年あるいは会計年度の生産実績が報告されているた

め単純比較はできないが、本構築データは化学工業統計の 2001 年の暦年の国内生産量を

ベースにみると、ＶＡＭで 99％、ＰＶＡで 89％を占めるデータとなる。なお、生産メー

カでみると、ＶＡＭが５社、ＰＶＡが４社であり、いずれも国産メーカ全社のデータをベ

ースとしている。ＶＡＭは実質的に 100％と判断され、ＰＶＡは変性品を除いているため

ＶＡＭに比べてカバー率が落ちるが、汎用品の代表的なデータとしては実質的に 100％を

カバーしたデータと判断される。 

 

     表２ 収集データが国内生産量に占める比率 

 

（2）収集データの時間的有効性  

これら収集データに基づくＬＣＩデータの時間的有効性について触れておくと、現状で

は本報告書に取り上げたＶＡＭ、ＰＶＡの製法は最も一般的で、かつ、効率的な手法と考

えられている。現状では異なる製法への転換の動きはなく、原料関係を中心とするバック
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グランドデータで大幅な更新が行われない限り、今回の分析結果は国産品としてのＶＡＭ、

ＰＶＡの代表値的なＬＣＩデータとして十分通用するものと評価され、当面、データ更新

は必要ないものと考えられる。 

 

 

<酢ビ・ポバール工業会作成>　化学工業製品（計3データ）

公開用
整理
番号

名称
単
位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP310009
エチレンビニルアルコール
共重合樹脂（EVOH）

kg 4.05E+00

EVOHタスクフォース

“EVOHのインベントリ分

析報告書”

原料採取～
EVOH製造工程

JP310010酢酸ビニル（VAM） kg 1.55E+00
原料採取～VAM

製造工程

JP310011
ポリビニルアルコール
（PVOH）

kg 2.37E+00
原料採取～
PVOH製造工程

酢ビ・ポバール工業会”酢
酸ビニルモノマー・ポリ
ビニルアルコールインベ
ントリ報告書”
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＜塩化ビニリデン衛生協議会作成＞ 化学工業製品 

 

1．調査結果の概要 

本調査で収集したＶＤＣＭおよびＰＶＤＣのＬＣＩデータは、ＶＤＣＭで35千トン、ＰＶＤＣ

で41千トンの生産量をベースとする実績データである。 

ＶＤＣＭおよびＰＶＤＣの製法は、今後とも中長期的にこの基本製法を代替するような技術が

開発される見通しはない。理想的には設備の更新あるいは設備の稼動状況の変化に応じてデータ

を更新することが望ましいが、これらの点を除けば、国産品の代表値的な性質を有するＬＣＩデ

ータとして中長期的に使用することが十分可能といえ、当分の間、データを見直す必要はないも

の考えている。 

 

2．調査対象 

ラップ用の塩化ビニリデン樹脂（ＰＶＤＣ）および同原料モノマー（ＶＤＣＭ）を調査対象と

した。また、調査対象年次は、2003 年度（2003 年 4 月～2004 年 3 月）実績とした｡ 

 

3．調査範囲 

ＬＣＩデータの構築においては、原料プロセスとエネルギー・燃料プロセスの２つが主たる対

象となる。今回のデータ構築で対象とした範囲は、以下のとおりである。ＶＤＣＭの生産で消費

される原料・副資材は、塩化ビニルモノマー、塩素、か性ソーダ、塩酸およびＣａＯであり、Ｐ

ＶＤＣの生産で消費される原料・副資材はＶＤＣＭ、塩化ビニルモノマーおよび各種添加剤であ

る。本調査では、原則的に、これら原料のすべておよびその諸原料の製造工程を遡及の対象範囲

としたが、ＰＶＤＣの生産において消費される各種添加剤は、ＬＣＩデータの入手が困難であり、

かつ消費原単位が小さく結果に与える影響は小さいと判断されるため、計算対象から除外した。

遡及は、原則的に天然資源の段階まで行うことを基本方針とした。原料ルートの遡及について、

図１に総括的に示した。 

エネルギー・燃料プロセスすなわち電力、蒸気、各種炭化水素系燃料等については、すべて天

然資源の採掘・採取の段階まで遡及計算を行った。フォアグランドデータを収集する対象設備と

なるＶＤＣＭおよびＰＶＤＣの製造システムのバウンダリは、図２のように設定した。 

 

 

 

 

図１ 調査対象範囲（VDCM および PVDC の LCI データ構築で遡及した諸原料） 
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     図２ VDCM および PVDC 製造設備のバウンダリ 

 

4．調査の対象項目 

本調査の対象項目は、フォアグランドデータとバックグランドデータに大別される。フォアグ
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ランドデータとは基本的にデータ開示企業によって提供されるデータであり、当該ユニットプロ

セスの稼働に係る直接データである。具体的には、ＶＤＣＭおよびＰＶＤＣの投入・産出、ユー

ティリティ、環境負荷物質がデータ収集の対象項目となる。 

自家発電力および蒸気についてはフォアグランドデータを収集することとし、データ開示企業

のＶＤＣＭおよびＰＶＤＣ製造設備の存在する工場の動力プラントの実績データを調査対象項目

とした。なお、環境対策設備については当該ユニットプロセスが負担すべきと考えられるエネル

ギー・環境負荷を回答項目に含めた。 

一方、工業用水・酸素・窒素等のユーティリティ、公共電力、各種石油系燃料等の生産に係るデ

ータ（石油精製のデータ）、原油の採掘・採取、これらの輸入に伴う輸送等に係るデータは、い

ずれもバックグランドデータを使用することとし、その原単位データをデータ収集の対象とした。

具体的には、公共電力、石油精製、原油や石炭等（燃料）の採掘・採取、これらの輸入に伴う輸

送等のデータは、公式統計の活用、当該業界の作成データを活用した。 

ここでバックグランドデータと記述した項目のうち用水・酸素・窒素等のユーティリティデー

タは、本来フォアグランドデータに位置付けられ、当該ユニットプロセスのデータを開示する企

業の実績データを同時に収集すべきであると考えられる。しかし、これらデータのすべてをデー

タ開示企業から個別に収集し、処理していくにはかなりの労力と時間を要するため、本調査では

(社)プラスチック処理促進協会が石油化学業界の代表的な企業からデータ提供を受けて作成した

加重平均データ、すなわちバックグランドデータを使用することとした。 

 

5．塩化ビニリデンモノマーの製造プロセス 

塩化ビニル(ＶＣＭ)から塩化ビニリデンモノマー（ＶＤＣＭ）を製造する反応は、ＶＣＭに塩素

を付加し、生成した 1,1,2-トリクロロエタン(ＴＣＥ)を脱塩酸する２段階反応である。 

 

6．塩化ビニリデン樹脂の製造プロセス 

ＶＤＣＭと少量のＶＣＭを共重合して、塩化ビニリデン樹脂(ＰＶＤＣ)を製造する。 

 

7．環境負荷的な側面 

環境負荷については石油精製、原油の採掘・採取、同輸入に伴う輸送、公共電力等において CO2、

SOx、NOx 以外の負荷物質が明らかにされているデータがないため、ここでは同３項目のみを対

象に、ＶＤＣＭおよびＰＶＤＣ製造における資源の採掘・採取まで遡及した累積データについて

報告した。 

 

<塩化ビリニデン衛生協議会作成>　化学工業製品（計2データ）

公開用
整理
番号

名称
単
位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP310186 塩化ビニリデンモノマー kg 1.95E+00
資源採掘～
VDCM製造工程

JP310260 塩化ビニリデンポリマー kg 2.76E+00
資源採掘～
PVDC製造工程

ラップ用塩化ビニリデン
樹脂および同モノマーの
インベントリ分析報告
書・更新版＜抜粋＞
（2010年11月）
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＜日本プラスチック有効利用組合・全日本プラスチックリサイクル工業

会作成＞ プラスチック製品 

１．再生ポリエチレン樹脂（ペレット），産業廃棄物由来 

 

要 約 

 

カーボンフットプリント試行制度事業において、再生ポリエチレン樹脂（ペレット）に関する CO2 換算量共通

原単位の申請を目的に、日本プラスチック有効利用組合，全日本プラスチックリサイクル工業会会員へのアン

ケートを実施し、再生ポリエチレン樹脂 1kg 当たりの温室効果ガス排出量（CO2 換算量）を算出した。 

その結果、 0.388 kg-CO2e/kg の結果を得た。 

 

1. 目的 

本報告書は、カーボンフットプリント試行制度事業において、再生ポリエチレン樹脂（ペレット）に関する CO2 

換算量共通原単位算出・申請のためにまとめたものである。 

 

2. システム境界 （データ登録者の責任範囲） 

算定対象フロー図及びシステム境界を図 1 に示す。 

「カーボンフットプリント制度商品種別算定基準（PCR）策定基準（改訂版）」の「2-(7) リサイクルの取扱基準」

では、「基本的に、回収した上で、一定素材の選別を行うといったリサイクルの準備プロセスまでを使用済み製

品の廃棄・リサイクル段階として算定し、それ以降のプロセスについては、リサイクルした材料を使用する製品

の原材料調達段階に含めることとする。」と明記されている。従って、「適切に選別された後、廃プラスチックを

再生ペレットとして生産するまでのプロセス」を今回の算定対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原材料輸送を含む 

・再生ペレットの梱包は含まない 

・再生ペレットの輸送は含まない 

・構内輸送の負荷は含まない 

図 1  システム境界 

 

リサイクル準備段階（中間処理） 

粉砕 洗浄 乾燥・脱水 混合 混練・造粒 

原材料 

梱包 

再生 

ペレット 

排水処理 

電力・水 

廃棄物処理（輸送含む） 

輸送 

各プロセスへ 

各プロセスより 

各プロセスより 

輸送 

【システム境界】 

着色剤・充填剤等の製造 
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3. 機能単位 

 

機能単位は、「再生ポリエチレン樹脂（ペレット） 1kg 当たり」とした。 

 

 

4．データ収集方法 

 

 日本プラスチック有効利用組合会員、全日本プラスチックリサイクル工業会会員に添付資料 1 に示すアンケ

ートを配布しデータを入手した。なお、生産量等のデータは基本的に 2009 年度のデータを収集した。また、一

般廃棄物由来のプラスチックは調査対象外とした。 

 

 

5. 代表性について 

 

「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況 2008 年」（社団法人 プラスチック処理促進協

会 2009 年 12 月発行）によると、 

・マテリアルリサイクルの樹脂別内訳：ポリエチレン 39 万 t/年 

となっている。この数値は、「リサイクル準備段階」に入る前の数値であり、具体的に再生ペレットの生産量を示

す数値ではない。 

少なくとも、今回収集されたアンケート回答企業のペレット生産量よりも多い量が、これらの製品を製造する

ためのリサイクル準備段階では処理されているはずであり、マテリアルリサイクルされるポリエチレンの 5％程度

をカバーしていると推察される。 

 地域的には全国の企業から回答を得ており、代表性は十分にあると言える。 

 

 

6. 影響評価の種類 

 

地球温暖化 （IPCC 第二次報告 100 年モデル）を対象領域として評価を行った。なお、基本的にカーボンフ

ットプリント共通原単位を計算のための原単位として使用しており、個別の温室効果ガスの排出量は把握して

いない。 

 

 

7. インフラ・設備等の扱い 

 

インフラ・設備に関する負荷は計上していない。 

 

 

8． 直接部門・間接部門の定義・扱い 

 

製造に係るラインの負荷を対象としており、照明・空調等の負荷は含んでいない。また、間接部門（事務部門

等）の負荷も含んでいない。 
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9．各工程の個別評価 

 

 一部不足データについては、有効データの“算術平均値”を代入（集計表黄色網掛け部分）した上で、温室

効果ガス排出量算出のための計算には生産量を加味した“加重平均値”を用いた。以下、個別のプロセスに

ついて評価を行う。 

 

9-1 粉砕 

実測値の測定は、2011 年 1 月～5 月の期間に各社 3 回実施し、その平均値を用いることとした（以下のプロ

セスも同様に実施）。また、定格ベースでの消費電力量は以下の計算により求めた。 

 

定格電力量（ｋW）／粉砕能力（kg/hr）＝消費電力（定格ベース）（kWh/kg-生産量） 

（※この場合の消費電力は“必要電力”を意味する）。 

 

 対象プロセスを保有する 6 社のうち、4 社から装置の実測消費電力量を得ることができた。これより、定格値と

実測値との間には相関関係が認められ、 

実測消費電力＝0.77×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

 

9-2 洗浄 

 

 洗浄工程を保有する企業は少なく、11 社中 2 社であった。また、薬品を使用して洗浄を実施している企業は

なかった。これは、成型品や破砕品など比較的清浄な原材料を用いていることに起因していると考えられる。 

 対象プロセスを保有する 2 社のうち、1 社から装置の実測消費電力量を得ることができた。 この 1 社の数値

では、 

実測消費電力＝0.80×定格ベース消費電力 

となっていた。1 社しかないため比較検討はできないが、負荷率が定格電力の 80%という数値は妥当であると考

えられるため、実測値の得られなかったもう 1 社については、定格ベースの消費電力量×0.80 を実消費電力

量とみなした。 

 

なお、洗浄用の水は 2 社とも地下水が多く用いられていたが、ポンプの能力に関するデータ収集が不十分

であったため、計算上は水道水の原単位をあてはめるものとした。また、排水処理については、別途排水処理

にて計上した。 

 

9-3 脱水・乾燥 

  

脱水・乾燥工程を保有する企業も 11 社中 2 社であった。重油、ガス等は使用せず電力によるプロセスであった。 

対象プロセスを保有する 2 社のうち、1 社から装置の実測消費電力量を得ることができた。 この 1 社の数値で

は、 

実測消費電力＝0.75×定格ベース消費電力 

となっていた。1 社しかないため比較検討はできないが、負荷率が定格電力の 75%という数値は妥当であると考

えられるため、実測値の得られなかったもう 1 社については、定格ベースの消費電力量×0.75 を実消費電力

量とみなした。 

 

9-4 混合（タンブラ） 

 対象プロセスを保有する 8 社のうち、6 社から装置の実測消費電力量を得ることができた。 
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 これより、若干バラツキが大きいものの、定格値と実測値との間には概ね相関関係が認められた。実測値の

得られなかった 2 社については、負荷率の低い 2 点を省いての平均負荷率を適用し、 

実測消費電力＝0.71×定格ベース消費電力 

として計算を行った 

 

9-5.  混練・造粒 

 パージ材はバージンポリエチレンとして計上した。パージ材の輸送負荷は加味していない。また、 金属くず

は消耗品（メッシュ）の廃棄物であり、メッシュの製造負荷も計上した（メッシュの輸送負荷は加味していない）。 

当該プロセスを保有する 12 社中 8 社から実測値を取得することができた。 

これより、若干バラツキは大きいものの、定格値と実測値との間には相関関係が認められた。従って、実測値

の得られなかった 2 社については、 

モーター： 実測消費電力＝0.67×定格ベース消費電力  

ヒーター： 実測消費電力＝0.51×定格ベース消費電力  

として計算を行った。 

 9-6. 梱包 

  

アンケートでは製品の梱包形態についても調査を行ったが、500kg フレコン、25kg 紙袋など様々な形態があ

るため、個々の案件毎に対応することとし、梱包負荷は計上しない。 

 

9-7. 排水処理（自家処理） 

 

 排水処理の薬品投入量については、1 社のみから情報を得ることができた。これによれば、例えば、ポリ塩化

アルミニウム（PAC）に関して、処理水量 1t 当たりの投入量は 0.2kg、製品 1kg あたりに換算すると

6.56.E-08kg/kg-生産量となり、総 CO2 排出量への影響は極小さい。従って、排水処理薬剤の負荷は加味し

ないこととした。また、排水処理装置の消費電力量については、情報を得ることができなかった。 

 以上の情報より、水使用量のすべてが排水になると仮定（実際には蒸発分があり全量が排出されるわけでは

ない）し、かつこの排水量に対して下水処理としての負荷を計上することとした。 

 

9-8. 廃棄物処理 

 

 各工程で発生した廃棄物の合計発生量、輸送形態、輸送距離・積載率、処理方法を調査し、廃棄物処理負

荷を算出した。 

 

10. CFP 原単位算出結果 

 

 以上のデータ収集を踏まえ、再生ポリエチレン製樹脂の原単位は、 

3.88 E-01 kg-CO2e/kg 

と算出された。 
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11. その他の事項 

 

11-1. 限界 

 本プロセスには着色剤、充填剤等添加剤の製造・輸送負荷を含んでいない。これは、受注対応の場

合が多く、汎用的な数値を算出することが難しいためである。これらの添加を行う場合には、原材料負

荷、輸送負荷を追加する必要がある。なお、混合装置の電力負荷と包装材の資源・廃棄負荷は計上し

てあるため、追加する必要はない。 

 

11-2. データ品質一般 

 データ品質表に基づく評価を表 1 に示す。 

表 1 データ品質評価 

評価項目 スコア 説明 

信頼性の評価 1 実測に基づき作成されたデータ 

代表性の評価 4 個別データで、対象製品の製造業者が限定的な場合の複

数の施設のデータ 

時間面での評価 2 基準年（2010）より 6 年以内のデータ 

地理面での評価 1 対象地域におけるデータ 

技術面での評価 3 対象製品の主要な生産技術でデータを作成しており、一部

生産技術が考慮されていない（排水処理）。 

 

11-3. カーボンオフセットの扱い 

 本計算において、カーボンオフセットによる削減効果は含めていない。 

 

11-4. グリーン電力の扱い 

本計算において、グリーン電力証書による削減効果は含めていない。 

 

11-5. 製品中への炭素固定による効果 

本計算で対象としている再生ポリプロピレン樹脂の生産工程において、炭素固定に該当するプロセ

ス・素材はない。 

 

11-6.  バイオマス起因の温室効果ガスの扱い 

 本計算においては、輸送用包装資材（紙）の焼却に起因する温室効果ガスが対象となるが、これは算

出対象としていない。 

 



 

29 

 

２．再生ポリプロピレン樹脂（ペレット），産業廃棄物由来  

 

要 約 

 

カーボンフットプリント試行制度事業において、再生ポリプロピレン樹脂（ペレット）に関する CO2 換算

量共通原単位の申請を目的に、日本プラスチック有効利用組合，全日本プラスチックリサイクル工業会

会員へのアンケートを実施し、再生ポリプロピレン樹脂 1kg 当たりの温室効果ガス排出量（CO2 換算

量）を算出した。 

その結果、 0.339 kg-CO2e/kg の結果を得た。 

 

1. 目的 

 

本報告書は、カーボンフットプリント試行制度事業において、再生ポリプロピレン樹脂（ペレット）に関

する CO2 換算量共通原単位算出・申請のためにまとめたものである。 

 

2. システム境界 （データ登録者の責任範囲） 

 

算定対象フロー図及びシステム境界を図 1 に示す。 

「カーボンフットプリント制度商品種別算定基準（PCR）策定基準（改訂版）」の「2-(7) リサイクルの取

扱基準」では、「基本的に、回収した上で、一定素材の選別を行うといったリサイクルの準備プロセスまで

を使用済み製品の廃棄・リサイクル段階として算定し、それ以降のプロセスについては、リサイクルした材

料を使用する製品の原材料調達段階に含めることとする。」と明記されている。従って、「適切に選別さ

れた後、廃プラスチックを再生ペレットとして生産するまでのプロセス」を今回の算定対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原材料輸送を含む 

・再生ペレットの梱包は含まない 

・再生ペレットの輸送は含まない 

・構内輸送の負荷は含まない 

図 1  システム境界 

 

 

リサイクル準備段階（中間処理）  

粉砕  洗浄  乾燥・脱水  混合  混練・造粒  

原材料  

梱包  

再生  

ペレット  排水処理  

電力・水  

廃棄物処理（輸送含む） 

輸送  

各プロセスへ  

各プロセスより  

各プロセスより  

輸送  

【システム境界】  

着色剤・充填剤等の製造  
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3. 機能単位 

 

機能単位は、「再生ポリプロピレン樹脂（ペレット） 1kg 当たり」とした。 

 

 

4．データ収集方法 

 

 日本プラスチック有効利用組合会員、全日本プラスチックリサイクル工業会会員に添付資料 1 に示す

アンケートを配布し、19 社よりデータを入手した。なお、生産量等のデータは基本的に 2009 年度のデー

タを収集した。なお、定格電力値と実際の消費電力の割合を算出するための電力実測値については、

2011 年 1 月～5 月に測定した値を用いた。また、一般廃棄物由来のプラスチックは調査対象外とした。 

 

 

5. 代表性について 

 

「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況 2008 年」（社団法人 プラスチック処理

促進協会 2009 年 12 月発行）によると、 

・マテリアルリサイクルの樹脂別内訳：ポリプロピレン 36 万 t/年 

となっている（この数値は、「リサイクル準備段階」に入る前の数値であり、具体的に再生ペレットの生産

量を示す数値ではない）。 

少なくとも、今回収集されたアンケート回答企業のペレット生産量よりも多い量が、これらの製品を製

造するためのリサイクル準備段階では処理されているはずであり、マテリアルリサイクルされるポリプロピレ

ンの 10％を越える量をカバーしていることが推察される。 

 地域的には全国の企業から回答を得ており、代表性は十分にあると言える。 

 

 

6. 影響評価の種類 

 

地球温暖化 （IPCC 第二次報告 100 年モデル）を対象領域として評価を行った。なお、基本的にカ

ーボンフットプリント共通原単位を計算のための原単位として使用しており、個別の温室効果ガスの排

出量は把握していない。 

 

 

7. インフラ・設備等の扱い 

 

インフラ・設備に関する負荷は計上していない。 

 

 

8． 直接部門・間接部門の定義・扱い 

 

製造に係るラインの負荷を対象としており、照明・空調等の負荷は含んでいない。また、間接部門（事

務部門等）の負荷も含んでいない。 

 

 

9．各工程の個別評価 

 

 一部不足データについては、有効データの“算術平均値”を代入した上で、温室効果ガス排出量算

出のための計算には生産量を加味した“加重平均値”を用いた。以下、個別のプロセスについて評価を

行う。 
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9-1 粉砕 

実測値の測定は、2011 年 1 月～5 月の期間に各社 3 回実施し、その平均値を用いることとした（以下

のプロセスも同様に実施）。また、定格ベースでの消費電力量は以下の計算により求めた。 

 

定格電力量（ｋW）／（所定の原料に対する）粉砕能力（kg/hr）＝消費電力（定格ベース）（kWh/kg-

生産量） 

（※この場合の消費電力は“必要電力”を意味する）。 

 

 対象プロセスを保有する 12 社すべてから装置の実測消費電力量を得ることができた。 これより、定格

値と実測値との間には相関関係が認められ、 

実測消費電力＝0.71×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

 粉砕工程では、全ての実測値が得ることができたため、消費電力は、「実測値の加重平均値」を代表

データとして用いることとした。 

 

9-2 洗浄 

 

 洗浄工程を保有する企業は少なく、19 社中 4 社であった。また、薬品を使用して洗浄を実施している

企業はなかった。これは、成型品や破砕品など比較的清浄な原材料を用いていることに起因していると

考えられる。 

 洗浄装置の消費電力，水使用量，再生不適物の発生量を表 7 にまとめる。 

 洗浄装置についても、該当する 4 社すべてから実測値が得られたので、実測値の加重平均値を用い

て計算を行った。 

 点数は少ないものの相関関係は認められ、 

実測消費電力＝0.54×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

なお、洗浄用の水としては地下水が多く用いられていたが、ポンプの能力に関するデータ収集が不十

分であったため、計算上は水道水の原単位をあてはめるものとした。また、排水処理については、別途

排水処理にて計上した。 

 

 

9-3 脱水・乾燥 

  

脱水・乾燥工程を保有する企業も 19 社中 4 社であった。重油，ガス等は使用せず、電力によるプロ

セスであった。 

 本プロセスも 4 社中 4 社から消費電力の実測値を得ることができたため、実測値の加重平均値を用い

て計算を行った。 

 こちらも点数は少ないものの相関関係は認められ、 

実測消費電力＝0.51×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

 

 

9-4 混合（タンブラ） 

 ここで発生する紙ゴミは、着色剤や充填剤等の投入資材の包装紙として発生するものである。着色剤

や充填剤、発泡剤等の添加はオーダーメードになるので、これらの負荷は本原単位を用いる事業者が

別途データを入手し追加するものとするが、包装資材の把握は難しいため、紙製造の負荷・紙廃棄の

負荷も考慮した（紙の輸送負荷はカットオフ）。 

消費電力については、当該プロセスを保有する 15 社中 15 社から実測値を取得することができたため、

実測値の加重平均値を用いて計算を行った。 

 こちらも相関関係が認められ、 
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実測消費電力＝0.77×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

 

9-5.  混練・造粒 

 パージ材はバージンポリプロピレンとして計上した。パージ材の輸送負荷は加味していない。また、 金

属くずは消耗品（メッシュ）の廃棄物であり、メッシュの製造負荷も計上した（メッシュの輸送負荷は加味

していない）。 

当該プロセスを保有する 15 社中 15 社から実測値を取得することができたため、実測値の加重平均

値を用いて計算を行った。 

 

それぞれ相関が認められ、 

 （モーター） 実測消費電力＝0.66×定格ベース消費電力 

 （ヒーター） 実測消費電力＝0.57×定格ベース消費電力 

で表されることがわかった。 

 

9-6. 梱包 

 アンケートでは製品の梱包形態についても調査を行ったが、500kg フレコン、25kg 紙袋など様々な形

態があるため、個々の案件毎に対応することとし、梱包負荷は計上しない。 

 

9-7. 排水処理（自家処理） 

 排水処理の薬品投入量については、1 社のみから情報を得ることができた。これによれば、例えば、ポ

リ塩化アルミニウム（PAC）に関して、処理水量 1t 当たりの投入量は 0.2kg、製品 1kg あたりに換算すると

6.56.E-08kg/kg-生産量となり、総 CO2 排出量への影響は極小さい。従って、排水処理薬剤の負荷は

加味しないこととした。また、排水処理装置の消費電力量については、情報を得ることができなかった。 

 以上の情報より、水使用量のすべてが排水になると仮定（実際には蒸発分があり全量が排出されるわ

けではない）し、かつこの排水量に対して下水処理としての負荷を計上することとした。 

 

9-8. 廃棄物処理 

 各工程で発生した廃棄物の合計発生量、輸送形態、輸送距離・積載率、処理方法を調査し、廃棄物

処理負荷を算出した。 

 

10. CFP 原単位算出結果 

 以上のデータ収集を踏まえ、CFP の原単位を算出した結果を表 23 に示す。これより、再生ポリプロピ

レン製樹脂の原単位は、 

3.39 E-01 kg-CO2e/kg 

と算出された。 
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11. その他の事項 

 

11-1. 限界 

 本プロセスには着色剤、充填剤等添加剤の製造・輸送負荷を含んでいない。これは、受注対応の場

合が多く、汎用的な数値を算出することが難しいためである。これらの添加を行う場合には、原材料負

荷、輸送負荷を追加する必要がある。なお、混合装置の電力負荷と包装材の資源・廃棄負荷は計上し

てあるため、追加する必要はない。 

 

11-2. データ品質一般 

 データ品質表に基づく評価を表 1 に示す。 

 

 

表 1 データ品質評価 

評価項目 スコア 説明 

信頼性の評価 1 実測に基づき作成されたデータ 

代表性の評価 4 個別データで、対象製品の製造業者が限定的な場合の複

数の施設のデータ 

時間面での評価 2 基準年（2010）より 6 年以内のデータ 

地理面での評価 1 対象地域におけるデータ 

技術面での評価 3 対象製品の主要な生産技術でデータを作成しており、一部

生産技術が考慮されていない（排水処理）。 

 

11-3. カーボンオフセットの扱い 

 本計算において、カーボンオフセットによる削減効果は含めていない。 

 

11-4. グリーン電力の扱い 

本計算において、グリーン電力証書による削減効果は含めていない。 

 

11-5. 製品中への炭素固定による効果 

本計算で対象としている再生ポリプロピレン樹脂の生産工程において、炭素固定に該当するプロセ

ス・素材はない。 

 

11-6.  バイオマス起因の温室効果ガスの扱い 

 本計算においては、輸送用包装資材（紙）の焼却に起因する温室効果ガスが対象となるが、これは算

出対象としていない。 

 

＜日本プラスチック有効利用組合・全日本プラスチックリサイクル工業会作成＞　プラスチック製品（計2データ）

公開用
整理番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源（当該製品・サービスを産出するプロ
セス）

原単位の範囲

JP312012
再生ポリエチレン樹脂
（ペレット），産業廃棄物
由来

kg 3.88E-01

日本プラスチック有効利用組合　全日本プラ
スチックリサイクル工業会”再生ポリエチレン

樹脂（ペレット）カーボンフットプリント原単位
算出に関する報告書”（2011.06）

ﾘｻｲｸﾙ準備段階処理後の産業廃棄
物由来の原材料→粉砕→洗浄→乾
燥・脱水→混合→混練・造粒

J312013
再生ポリプロピレン樹脂
（ペレット），産業廃棄物
由来

kg 3.39E-01

日本プラスチック有効利用組合　全日本プラ
スチックリサイクル工業会”再生ポリプロピレ

ン樹脂（ペレット）カーボンフットプリント原単
位算出に関する報告書”（2011.06）

ﾘｻｲｸﾙ準備段階　　処理後の原材料
→粉砕→洗浄→乾燥・脱水→混合→
混練・造粒
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＜社団法人プラスチック処理促進協会作成＞ プラスチック製品 

 

※詳しくは、「樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第 2 版」2011

年 12 月をご参照ください。  

 

 

Ⅰ．調査の概要 
1．合成樹脂加工製品のＬＣＩデータ更新・拡充の目的 

（社）プラスチック処理促進協会は過去、汎用合成樹脂および合成樹脂加工製品のＬＣ

Ｉデータを構築しているが、いずれもデータ構築後およそ 10 年が経過しており、データ

更新のニーズが強まっていた。データ更新のニーズが強まった背景には、データがすでに

古くなっていたことに加えて、経済産業省が進めている「カーボンフットプリント（ＣＦ

Ｐ）制度」試行事業がある。  

そこで当協会では、まず合成樹脂のＬＣＩデータを更新して 2009 年 3 月に公開すると

同時に、ＣＦＰ制度の共通原単位データベース登録への手続きを取った。この結果、低密

度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、発泡ポリスチレ

ン、塩化ビニル樹脂、ボトル用ポリエチレンテレフタレート、ポリメチルメタクリレート

の８樹脂については経済産業省試行事業として進めているＣＦＰ制度の共通原単位データ

ベースに登録された。  

合成樹脂加工製品のデータ更新はそれに続くもので、合成樹脂製品利用産業におけるデ

ータニーズが強まってきたことに対処すべく、実施したものである。ただ、合成樹脂加工

製品の裾野は広く、ＣＦＰ制度に対する考え方は業界によって様々であり、その対応姿勢

にも温度差がある。しかし、共通原単位データベースへの登録を目指す動きもあり、多数

の業界から当協会の進める合成樹脂加工製品のＬＣＩデータの更新に協力をいただくこと

ができた。 

 

2．調査の範囲 

（1）調査対象製品 

本調査で対象とした製品は、表１のとおりである。  
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表１ データ収集・構築状況 
原料樹脂 成形法 データ開示（提供）者

◎単層・共押出多層
●インフレーションフィルム
　ゴミ袋（透明）
　ゴミ袋（半透明）
　規格袋
　レジ袋
　チューブ原反
　チューブ原反
　３層共押出（多層フィルム）

LL・LDPE
HDPE
LDPE
HDPE
LL・LDPE
HDPE
LL・LDPE

インフレーション
日本ポリオレフィンフィルム工業組合

○組合加盟会社の各製品の代表的な企業が2009年の生産実績に基づく
データを個々に開示、（株）産業情報研究センター（以下、ＷＩＣ）で検証、
集計処理して平均データを算出。
○データは生産ラインと事務所建屋等の共通・間接部門を含む数字となっ
ている。
○系内リサイクル品を使用しているケースでは、それに伴う再生工程の
データも含まれている。
○データ提供を得られなかったため、前回データをベースに電力の原単位
を今回データで計算した。

●キャスティングフィルム
　ＣＰＰフィルム（原反ロール）

●二軸延伸フィルム
　ＯＰＰフィルム（原反ロール）

PP

PP

 Tダイ
日本ポリプロピレンフィルム工業会
OPP・ CPP技術委員会

○工業会加盟企業（ＯＰＰ７社、ＣＰＰ８社）が 2009年の生産実績に基づく
データを個々に開示、ＷＩＣで検証、集計処理して平均データを算出。
○データは生産ラインおよび周辺付帯装置を対象とするもので、事務所建
屋等の共通・間接部門を含んでいる。
○系内リサイクル品を使用するケースではそれに伴う再生工程のデータも
含んでいる。

◎多層フィルム

　各種

各種

各種

各種

各種

エクストルージョンコー
ティング
サンドラミネーション

ドライラミネーション

ノンソルベントラミネー
ション

日本ポリエチレン製品工業連合会

○個別企業がデータを開示、ＷＩＣで検証、集計処理して平均データを算
出。
○データは主要な生産ラインを対象とし、事務所建屋等の共通・間接部門
は含めない考え方で収集したが、一部のメーカーで、これを含む回答が
あった。
○系内リサイクル品を使用するケースにおいて、それに伴う再生工程の
データは含んでいる。

成形製品 ◎インジェクション成形品

　射出成形品全般
 各種  インジェクション

日本ポリエチレン製品工業連合会のア
ンケートでデータ収集を実施

○射出成形品のデータとして汎用的に使用可能なデータを収集すべく、複
数メーカー・複数製品のデータを収集、ＷＩＣで集計処理して平均化。
○データは主要な生産ラインおよび付帯装置を含む内容となっているが、
事務所建屋等の共通・間接部門は含まれていない。
○系内リサイクル品を使用する場合の再生化工程のデータは含まれてい
ないため、ケースに応じて別途考慮する必要がある。

◎ブロー成形品

ブロー製品全般
（ブローボトル以外）

各種

ボトル(ブローボトル全般） 各種

◎ＥＰＳ型物成形品

魚箱・緩衝材全般 EPS ビーズ発泡 日本フォームスチレン工業組合

○組合に加盟している会員により、データの開示を受け、 WICで集計処理
して平均化。ただし、データは魚箱に限定せず、型物発泡成形品（緩衝材
等）として収集。全般的に使用できるデータとした。
○データは主要生産ライン、周辺付帯装置および事務所建屋等び共通・
間接部門を含んでいる。

◎シート成形品

PSPシート
（発泡スチレンシート）

PS 押出成形 発泡スチレンシート工業会

○工業会が代表的なデータを作成。
○データは主要生産ライン、周辺付帯装置および事務所建屋等の共通・
間接部門を含んでいる。
○系内リサイクルを対象とする再生工程のデータも含む。

PSPトレー（またはトレイ） PSP 真空成形＋裁断 全国プラスチック食品容器工業組合

○組合に加盟している代表的なメーカのデータを収集して、平均化。
○データは主要生産ライン、周辺付帯装置および事務所建屋等の共通・
間接部門を含んでいる。
○系内リサイクルを対象とする再生工程のデータも含む。

●原反シート

　　ＨＩＰＳシート HIPS 全国プラスチック食品容器工業組合

　　ＰＰＦシート PP 全国プラスチック食品容器工業組合
　　ＰＥＴシート PET PETトレイ協議会
●シート成形品  
　　ＯＰＳ成形品 OPS 全国プラスチック食品容器工業組合
　　ＨＩＰＳ成形品 HIPS 全国プラスチック食品容器工業組合
　　ＰＰＦ成形品 PP 全国プラスチック食品容器工業組合

　　ＰＥＴ成形品 PET PETトレイ協議会

ダイレクトブロー
日本ポリエチレン製品工業連合会のア
ンケートでデータ収集を実施

対象製品
 フィルム製品

○組合および協議会加盟企業数社からデータの開示を受け、ＷＩＣで検
証、集計処理して平均化。
○データは主要生産ライン、周辺付帯装置および事務所建屋等の共通・
間接部門を含んでいる。
○系内リサイクルを対象とする再生工程のデータも含む。

シート製品

新規追加製品
(非発泡）

真空成形＋裁断イン
ジェクション

押出成形

○組合および協議会加盟企業数社からデータの開示を受け、ＷＩＣで検
証、集計処理して平均化。
○データは主要生産ライン、周辺付帯装置および事務所建屋等の共通・
間接部門を含んでいる。
○系内リサイクルを対象とする再生工程のデータも含む。

発泡製品

○ブロー成形品のデータとして汎用的に使用可能なデータを収集すべく、
複数メーカー・複数製品のデータを収集、集計処理して平均化。
○データは主要な生産ラインおよび付帯装置を含む内容となっているが、
事務所建屋等の共通・間接部門は含まれていない。
○系内リサイクル品を使用する場合の再生化工程のデータは含まれてい
ないため、ケースに応じて別途考慮する必要がある。

型物成形製品



 

３６ 

 

（2）データの収集範囲と収集項目 

収集データは、物質収支と投入エネルギーに大別される。まず投入エネルギー項目では、

本来、合成樹脂加工製品のＬＣＩデータは図１に示したＡからＤまでの合計値として計算

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：実線は原料、破線は燃料（またはエネルギー）の流れを示す。 

 

図１ データの収集範囲 

 

本調査で収集したデータの範囲は、図１に示したＤの部分である。同部分の詳細は後述

するため、ここでは割愛した。具体的な収集データは、電力、蒸気（燃料消費量で）、蒸

気以外の燃料等のエネルギー消費量および当該製品の物質収支に係わるデータである。な

お成形加工プロセスで蒸気を消費する製品については、製品によって CO2、ＧＨＧの計算

に必要な蒸気ボイラーの排ガスの測定データを収集した。その他の部分については、当該

産業が公表しているＬＣＩデータおよび公式データ等を活用して計算した。  

次に、物質収支のデータ項目は、当該製品の生産に要する主・副原材料および当該製品

の生産量、ロス等を含む固形廃棄物量などが基本である。また、本来は原材料の包装資材、

当該製品の出荷に伴う包装資材等を対象に含めることが必要であるが、今回の調査では、これらの包装資材

はデータ収集項目から除外した。 

理由は、個々の包装資材ＬＣＩデータが整備されていないため必ずしも現段階でこれらのデータを整理す

る必要はないと考えられること、また使用される包装資材は輸送形態と密接に関連しており、原料樹脂の供

給ではタンクローリーやフレコンといったケースもあるため、これらを把握しようとした場合、輸送形態お

よび輸送手段別の輸送構成に関するデータ項目を新たに設ける必要が生じることなどである。 

結果的に、当該製品の生産工程から排出される固形廃棄物として原材料の包装資材を算出して計上したデ

ータもみられたが、上記の理由から今回は同量を除くものを固形廃棄物すなわち当該製品の生産に投入され

る原材料のロスを固形廃棄物として取り扱った。 

以上から、本報告書で表記するＬＣＩデータを個々の原燃料のライフサイクルを踏まえて表した場合、以

下のように要約される。 

 

 ①当該製品の生産に投入されるエネルギー 

★電力：電力会社で発電に投入される燃料を原油等の資源の採掘まで遡及した全投入エネルギーおよ

び全環境負荷。 

パワープラント１ 

動力プラント 

（電力、蒸気） 

パワープラント２ 

発電所 

（公共電力） 

Ｄ 

合成樹脂加工製品の製造 

（本調査のデータ収集範囲） 

Ｃ 

ナフサクラッカー等による石油化学基礎原料の製造→各種

中間原料の製造→合成樹脂の製造 

Ｂ 

石油化学原料（ナフサ）および各種石油系燃

料の製造 

Ａ 
原油等の採掘・採取→原油の輸入 
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★各種燃料：蒸気用を含む消費燃料を原油等の資源の採掘まで遡及した全投入エネルギーおよび全環

境負荷。 

 ②当該製品の生産に投入される原材料 

★原料樹脂：原料樹脂の生産における全ライフサイクルすなわち投入される全エネルギーおよび全環

境負荷すなわち原油の採掘・採取から同輸入、同精製、合成樹脂諸原料の製造、合成樹脂製造等の

各工程で投入される全エネルギーおよび排出される全環境負荷（ただし固形廃棄物、ＧＨＧ、

CO2が対象。以下同）。 

★工業用水：自社採取分を除く購入工業用水に掛かる動力分すなわち電力を対象に全エネルギーおよ

び全環境負荷を計算。 

★資源エネルギー（ＦＳＥ：Ｆｅｅｄ Ｓｔｏｃｋ Ｅｎｅｒｇｙ）：原材料樹脂の生産に投入され

る天然資源の量を、その資源の発熱量（KJ）に換算して示した資源負荷。 

 

Ⅱ．インベントリ分析 
1．基本的な考え方 

（1）生産プロセスの対象範囲 

加工段階は、原料樹脂ペレットの受け取りから成形加工品の出荷までを対象とし、データ収集単位を①成

形加工（原料の受入～配合・前処理等を含む）、②包装・梱包、③検定、④保管（倉庫）、⑤再生化、⑥共

通部門の６分野に分割した（図２）。製品によって包装・梱包工程がないものなど条件の違いがあり、これ

らについては対象製品の生産工場における生産・出荷ラインの実態に即してデータを収集した。 

本調査では、原則的に図１に示した「Ａ」から「Ｄ」を計算の対象範囲とし、「Ｄ」を加工産業（企業）

からのデータ収集範囲とした。また、「Ｄ」では図２に示したような工程・部門を対象としてデータを収集

すること（データの提供を受けること）を原則的な前提とした。 

しかし、⑥の共通部門に関して一律にデータ提供者の理解を得ることは実際問題として困難である。この

ため、対象製品によっては⑥の共通部門を対象にしていないケースも含まれる。また、対象にしていても、

厳密にはその内容が一律に同じということにはならない。結果的に、データ提供者の判断に委ねられている

ケースがほとんどであることを断わっておきたい。 

したがって、こうした点については、ここの事項のプロセスやデータ収集に際して設定したシステムバウ

ンダリについて記述した際に、改めて記述した。なお、システムバウンダリについては、計算の対象にした

バウンダリと、加工メーカから直接収集したデータのバウンダリを区分して記述している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 加工プロセス 

 

（2）前提条件 

本調査は合成樹脂のＬＣＩデータ構築の一環として位置付けており、本来は樹脂加工製品が使用に供され

て廃棄処理される段階を含めたデータとして集大成すべきであるが、廃棄処理段階のＬＣＩデータの収集等

は別途進めることとし、ここでは成形加工段階のみを対象にデータを収集・整理した。 

また、ＬＣＩデータの構築では製品の出荷段階で消費される包装資材を対象に含めるべきと考えられるが、

データ収集に限界があるため対象から除外した。原料樹脂ペレットを始めとする原材料の包装資材について

⑥ 共 通 部 門 （ 工 場 事 務 所 、 空 調 、 冷 却 水 、 場 内 外 灯 等 ） 

+ 

⑤再生 

出荷･積出 

② 

包 装 ･

梱包 

 

④ 

保管 ( 倉

庫) 

③ 

検 定 原料 

①  

成形加工 
原料の配合・ 

前処理等 
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も同じ扱いとし、当該工程から排出される廃棄物の対象からも外した。また、加工段階で消費される電力は

すべて買電（公共電力）として処理した。消費蒸気については投入燃料を集計し、処理した。具体的には、

電力は前掲図１に示した「パワープラント２」（発電所で消費される燃料を原油の採掘・採取まで遡及した

もの）、燃料は同「Ａ」～「Ｂ」までの累積値を用いて計算している。なお、製品によってデータの収集方

法、収集データの内容等に違いがあるが、これらの詳細については当該製品の項に記述した。 

 

（3）具体的な計算対象項目 

 生産プロセスの対象範囲で記述したように、合成樹脂の生産に係るエネルギー・環境負荷の計算項目は基

本的に①成形加工（原料の受入～配合・前処理等を含む）、②包装・梱包、③検定、④保管（倉庫）、⑤再

生化、⑥共通部門の６分野に分割して示すことができる。このうち、⑤生産ラインで発生するロス等を系内

リサイクルによって使用している場合に計算対象とした。 

環境負荷は主として固形廃棄物となるが、環境対策設備によって処理する前の負荷量を収集データとする

ことにした。したがって、原則的に、系内リサイクルに伴う固形廃棄物の再生化に投入されるエネルギー、

発生する環境負荷を除く固形廃棄物の処理に係るエネルギー・環境負荷は計算対象項目としていない。 

これらについて、ここの製品別に記述すると重複するため、計算対象項目を表２に一括して整理した。 
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表２ 計算対象に含まれている項目と含まれていない項目 

№ 分類 製造プロセス名 成形加工技術 主原料 成形工程 場内搬送 機械油 共通部門

1 ごみ袋（透明） インフレーション LDPE ○ ○ ○ ○

2 ごみ袋（半透明） インフレーション HDPE ○ ○ ○ ○

3 規格袋 インフレーション LDPE ○ ○ ○ ○

4 レジ袋 インフレーション HDPE ○ ○ ○ ○

5 LL・LDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション LDPE/LLDPE ○ ○ ○ ○

6 HDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション HDPE ○ ○ ○ ○

7 IPPフィルム・チューブ原反 インフレーション PP ○ ○ ○ ○

8 LL・LDPE多層フィルム原反 共押出 LDPE/LLDPE ○ ○ ○ ○

9 CPPフィルム全般 キャスティング PP ○ × ○ ○

10 OPPフィルム全般 二軸延伸 PP ○ × ○ ○

11 表面処理品（基材フィルム） フィルム基材の表面処理（アンカー法） － ○ × × ×

12 印刷品（基材フィルム） フィルム基材の印刷 － ○ × × ×

13 エクストルージョンコーティング － ○ × × ×

14 サンドラミネーション － ○ × × ×

15 ドライラミネーション － ○ × × ×

16 ノンソルベントラミネーション － ○ × × ×

17 ラミネート（ロール） スリット － ○ × × ×

18 ラミネート加工品（パウチ） 製袋 － ○ × × ×

19 フレコン製造（原料糸） 糸製造 PP ○ × × ×

20 フレコン製造（織加工品） 織加工 PP ○ × × ×

21 フレコン製造（ラミネート品） ラミネーション（フレコン加工） PP ○ × × ×

22 シート製造（原料糸） 糸製造 PE ○ × × ×

23 シート製造（織加工品） 織加工 PE ○ × × ×

24 シート製造（ラミネート品） ラミネーション（シート加工） PE ○ × × ×

25 粘着素材製造（粘着原料糸） 糸製造 PE ○ × × ×

26 粘着素材製造（織加工品） 織加工 PE ○ × × ×

27 粘着素材製造（ラミネート品） ラミネーション（粘着加工） PE ○ × × ×

28 インジェクション（射出）成形品の製造 射出成形 － ○ × × ×

29 ブロー（中空）成形品の製造 中空成形 － ○ × × ×

30 EPS成形品全般の製造（ブロックを除く） 発泡成形 EPS ○ ○ × ○

31 押出シート成形（ＰＳＰ） PS ○ ○ ○ ○

32 トレー成形（ＰＳＰ） PSP ○ ○ ○ ○

33 押出シート成形（ＨＩＰＳ） HIPS ○ ○ ○ ○

34 シートの加工（ＨＩＰＳシート） HIPS ○ ○ ○ ○

35 押出シート成形（ＰＰＦ） PP、滑剤 ○ ○ ○ ○

36 シートの加工（ＰＰＦシート） PPF ○ ○ ○ ○

37 シートの加工（ＯＰＳシート） OPS ○ ○ ○ ○

38 押出シート成形（ＰＥＴ） PET ○ ○ ○ ○

39 シートの加工（ＰＥＴシート）　 PET ○ ○ ○ ○
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ラミネート加工品
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ト
お
よ
び
シ
ー

ト
成
形
品

原反シート製造および成形品（発泡品）

原反シート製造および成形品（非発泡品）

 

注１：本表では、計算に含まれているものを「○」、負荷はあるが計算していないものを「×」、場内で固形廃棄物等の処理を行
っておらず、その意味で処理工程のエネルギー・環境負荷がないケースや、負荷が実質的に発生しないため、計算の必要
がないケースを「－」で示すこととした。結果的に、「－」のケースはない。 

注２：ただし、各データが本表の事項のように分割されているという意味ではなく、こうした項目がふくまれているかどうかを
示しているため、成形部門に共通部門のデータが含まれている場合、共通部門に「○」をつけている。 

注３：なお№11～№29 の各データについて、後述する計算結果の資料では成形部門に共通部門のデータが含まれている場合も
あると表記しているが、データ収集に際しては共通部門を含めない基準でデータを収集している。結果的に、一部のメー
カから共通部門を含むデータが提供されたため、後述する資料では注書をつけた。殆どのケースで共通部門は含まれてい
ないため、本表では「×」とした。 

注４：本表で成形工程とは、周辺付帯装置を含む主要生産ラインとして記述している。 

注５：本表で共通部門とは、事務所建屋等の共通部門（生産に直接関係のない部門）を含む部門として記述している。 

注６：環境負荷については処理前の負荷量でデータを収集しているため、系内リサイクルの再生化を除き、環境対策設備でのエ
ネルギー・環境負荷は計算していない。 

注７：場内搬送はフォークリフトでのエネルギー消費等を意味しており、ガソリン、軽油等の燃料を使用しているケースと蓄電
式で電力を消費しているケースがある。 

注８：機械油は、メンテナンス用のオイルである。 

注９：固形廃棄物の焼却時に発生するエネルギーを暖房に使用している回答事例がインフレーションフィルムの規格袋、レジ袋
であったが、数値を分割して捉えられないため、本調査では冷暖房で回答された消費燃料の数値をそのままデータ処理し、
エネルギーとしての控除は一切行っていない。 
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2．対象製品のシステムバウンダリ 

（1）フィルム製品 

1）インフレーションフィルム 

1-1）成形プロセス 

図３に、製造工程図を示す。本調査では、前掲表１に示したフィルム製品のうち、成形法にインフレーシ

ョンフィルムと表記した製品が本成形法で生産されている。 

本プロセスでは、原料樹脂を押出機で溶融し、リングダイス（薄いスリット）から筒状に押し出しながら

空気圧によって膨らませつつ空冷し、薄膜を成形する。オレフィン系樹脂のフィルム、特に袋状の製品の成

形法として最も一般的な方法である。袋物の印刷は製膜工程と連なったインライン印刷並びに製膜原反ロー

ルからのオフライン印刷がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ インフレーションフィルム製造工程図 

 
 

1-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 本成形法で使用されるエネルギーは電力で、他は原則として使用されていない。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

・ 印刷工程は、ごみ袋の透明および半透明、レジ袋にある。印刷工程のエネルギーは、基本的に電力のみ

である。環境負荷を考えると印刷インキ溶剤を考慮しなければならないが、印刷顔料、印刷溶剤とも、

投入原材料に占める比率は５％未満（ごみ袋はともに１％前後、印刷のほかＴｉＯ２が投入されるレジ

袋でこれらの総投入比率は 4.4％である）であるため、ここでは溶剤製造には遡及していない。また、

ＬＤＰＥおよびＬＬＤＰＥのチューブ原反で添加剤が投入されるが、原材料の総投入量に対する比率は

0.03％であるため、これもカットオフルールを適用して計算対象から除外した。 

・ 環境負荷は、電力消費に伴って間接的に生じるＣＯ２、ＧＨＧのみを計算した。 

 
 

②システムバウンダリと調査事項 

インフレーションフィルム製品の基本的な製造フローは、図４に示した通りである。 

溶融押出工程 

製膜・巻取工程 

印刷工程 

乾燥工程 
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成形工程

原料樹脂①
（バージン）

再生樹脂⑱
副原料②

ＴｉO2
その他添加剤

2次加工１
（印刷工程）

2次加工２
（製袋工程）

製品フィルム③
（チューブ）

印刷顔料（有機）⑥
印刷溶剤（IPA系混）⑦

製品フィルム⑧
（印刷後フィルム）

ロス（スクラップ）

固形廃棄物④
再生原料⑤

ロス（スクラップ）

固形廃棄物⑨
再生原料⑩
廃溶剤⑪

製品袋⑫
（レジ袋等）

ロス（スクラップ）

固形廃棄物⑬
再生原料⑭

梱包工程
合格製品⑮

不合挌品

固形廃棄物⑯
再生原料⑰

再生工程
再生樹脂⑱

固形廃棄物
⑲

出荷

 

図４ インフレーションフィルム製品の製造フロー 

 

 以下、今回、データを更新あるいは新たに追加した製品の対象システムバウンダリを図５～図９に示す。 

 

 

                

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

注：太枠が対象システムバウンダリ（データ収集対象） 

図５ ごみ袋のデータ収集システムバウンダリ 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：太枠が対象システムバウンダリ（データ収集対象） 

図６ 規格袋のデータ収集システムバウンダリ 

ロス１：工程外リサイクル 

ロス２：固形廃棄物 
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ロス２：固形廃棄物 

廃溶剤 

副原料：印刷顔料・溶剤 

エネルギー：電力 

 
ﾌｨﾙﾑ成形 

原料  

LDPE(透明用) 

HDPE(半透明用) 
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注：太枠が対象システムバウンダリ（データ収集対象） 

図７ レジ袋のデータ収集システムバウンダリ 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：太枠が対象システムバウンダリ（データ収集対象） 

注２：ＩＰＰは再生樹脂を使用していないケース 

図８ チューブ原反（ＬＤＰＥ、ＨＤＰＥ、ＩＰＰ）のデータ収集システムバウンダリ 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：太枠が対象システムバウンダリ（データ収集対象） 

注２：原料樹脂はLDPE、LLDPEが投入される。 

図９ 三層共押出フィルム原反（ＬＤＰＥ／ＬＬ）のデータ収集システムバウンダリ 
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製 品（フィルム・チューブ） 

共通部門 
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2）キャスティングフィルム(未延伸)および二軸延伸フィルム 

2-1）成形プロセス 

①キャスティングフィルム 

原料樹脂を押出機で溶融し、Ｔダイス（薄いスリット）から薄膜状に押し出し、冷却ロールで冷却して製

膜する。厚み均一精度、透明性に優れたフィルムが得られ、各種複合フィルムの原反として幅広く利用され

ている。本成形法では、フィルム両端を整えるために同部分のスリットが行われる。スリットされた耳ロス

は、一般的にインラインで粉砕され、投入原料として全量がリサイクル使用されている。 

図１０に、製造工程図を示す。本調査では、前掲表１に示したフィルム製品のうち、パレットストレッチ

フィルム、ＣＰＰフィルムなどが本成形法で生産されている。 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ キャスティングフィルムの製造工程図 

 

②二軸延伸フィルム 

原料樹脂を押出機で溶融し、Ｔダイス（薄いスリット）からシート状に押し出して冷却ロールで冷却した

後、回転速度と異なるニップロールの間で縦方向に延伸する。次にオーブン内で両端の耳をクリップして横

方向に引き延ばし、延伸して製膜する。縦延伸と横延伸を同時に行う方法もある。厚み均一精度並びに透明

性に優れたフィルムが得られ、各種複合フィルム原反として幅広く利用されている。本成形法では、フィル

ム両端を整えるためにスリットの工程が設けられており、スリットされた耳ロスは一般的にインラインで粉

砕され、投入原料として全量使用されている。図１１に、製造工程図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 二軸延伸フィルムの製造工程図 

 

2-1）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 本成形法のエネルギーとしては、電力のほか蒸気、燃料などが使用される。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

・ 冷却水に係わる事項のうち、循環ポンプの動力は消費電力として加味した。水は循環使用であり、量的

には補給水が評価対象となるが微量であるため工業用水としての計算対象から除外した。 

・ 環境負荷は、電力消費に伴って間接的に生じるＣＯ２、ＧＨＧのみを計算した。 

 

②システムバウンダリと調査事項 

図１２にキャスティングフィルム（ＣＰＰ）および二軸延伸フィルム（ＯＰＰ）のデータ収集のシステム

バウンダリ（太枠）を示す。 

溶融押出工程 冷却工程 巻取工程 

 

溶融押出工程 

縦延伸工程 

巻取工程 

横延伸工程 
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製膜工程

OPPフィルム
または

CPPフィルム

PP樹脂
（ﾊﾞｰｼﾞﾝ）

産業廃棄物
（固形廃棄物）

再生工程

副製品２
（他工程向け）

副製品１
（系内）再生原料

産業廃棄物
（固形廃棄物）

再生工程

 

図１２ ＯＰＰ・ＣＰＰフィルムのデータ収集のシステムバウンダリ 

 
 

3）ラミネート加工製品 

3‐1）成形プロセス 

ラミネート加工製品の基材となるフィルムには、無延伸フィルムと延伸フィルムがある。図１３に、製法

と生産されるフィルムの種類を示す。 

 

ラミネート加工製品は、基材となるフィルムに別のフィルムや紙、アルミ箔などを接着剤等によって貼り

合わせたものをいう。その貼り合わせの方法によって、押出しコーティング、ドライラミネーション、ノン

ソルベントラミネーション、ウエットラミネーション、ホットメルトラミネーションなどのラミネート方式

があり、押出しコーティングはさらにエクストルージョンコーティングとサンドラミネーションに分けられ

る。以下、このうち本調査で取り上げた４つの方式について図で示す。 

図１４はエクストルージョンコーティングで、加熱溶融した熱可塑性樹脂（ポリエチレン等）をＴ型のダ

イスから基材フィルム上に押出し、冷却して押出し樹脂の皮膜を形成させる方式である。 

 

 

 

•ＣＰＰ（未延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ）

•ＰＥ（ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ）

•ＣＮｙ（未延伸ﾅｲﾛﾝ）

•ＯＰＰ（延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ）

•ＰＥＴ（延伸ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ）

•ＯＮｙ（延伸ﾅｲﾛﾝ）

•ＯＰＳ（延伸ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ）

延伸フイルム

縦延伸

横延伸

延伸フイルム

縦延伸

横延伸

Ｔダイス

冷却ロール

無延伸フイルム

Ｔダイス

冷却ロール

無延伸フイルム

 

出典：図１３～図２３は、日本ポリエチレン製品工業連合会会員会社の作成によるもの。 

図１３ 基材となるフィルムの製法と種類 
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図１５はサンドラミネーションで、フィルムとフィルムの間に溶融したポリエチレン（以下、ＰＥ）を流

し込み、フィルム同士を貼り合わせる方式である。溶融したＰＥは、接着剤の役割を果たす。溶融したＰＥ

は、一般的に13〜15μが最も薄い。実際の押出しコーティングでは、アンカーコート（ＡＣ）という非常に

薄い接着剤をフィルムに塗布し、接着強度の補助を行うこともある。 

 

図１６はドライラミネーションで、接着剤を有機溶剤で適当な粘度に希釈してフィルムに塗布し、乾燥後

もう一方のフィルムと圧着して貼り合わせる方式。ポリエステル系接着剤、ポリエーテル系接着剤などがあ

り、耐熱性、耐薬品性、深絞り適性など、使用する接着剤の特性でラミネートフィルムの性能も決まる。 

 

 

図１７もドライラミネーションで、溶剤（酢酸エチル等）に溶かした接着剤をグラビア方式で塗布し、溶
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図１４ エクストルージョンコーティング法 
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図１５ サンドラミネーション法 
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図１６ ドライラミネーション法① シングル機 
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剤を乾燥させた後、基材と貼り合わせる方式である。 

 

 

 

図１８は、ノンソルベントラミネーションで、加温した接着剤をロールで塗布し、貼り合わせる方式であ

る。 

 

このほか、ラミネート加工には、スリット、印刷、製袋などの工程がある。以下に、これらについて整理

しておく。 

印刷・ラミネート工程は通常多面付けになっているので、完成品とするためには規定の巾に切り分ける必

要がある。この切り分けに用いる機械がスリッターである。本工程では、決められた製品巾・切断位置・巻

き長さにカッティングを行う。カッティング方式によって、レザーカット方式、丸刃方式がある。 

レザーカット方式ではカミソリ刃を使用する。カミソリ刃は薄物に適しており、準備時間が短く、ピッチ

変動時の調整も簡単である。丸刃方式は、上刃と下刃がセットで必要になる。紙仕様などの厚ものに対応可

能な方式であるが、準備時間は長くなる。印刷は、ラミネート加工で重要な工程である。ラミネート加工工

程に導入されている印刷方式には、大きく、フレキソ印刷とグラビア印刷の２つがある。 

図１９に、フレキソ印刷のプロセスの例を示す。フレキソ印刷も活版印刷のひとつであり、版にフレシキ

ブルな素材を使用するためについた名称と考えられている。この印刷方式では、より印刷品質を上げるため

にインキ転移量を定量化する目的で図中のＣのロールに、アニロックスロールと呼ばれる細かな溝（セル）

を彫ったセラミックロールを使う。 
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図１７ ドライラミネーション法② タンデム機 
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図１８ ノンソルベントラミネーション法 
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凸部分にインキをつける版にて印刷する方法

Ｃ

インキローラ

フィルム

加圧シリンダー

版シリンダー

インキ

ＢＡ
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Ｃ
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フィルム
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Ｃ
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図１９ フレキソ印刷 

 

図２０、図２１は、グラビア印刷のプロセスの例である。また図２１は、グラビア印刷工程をラインで示

したものである。 

グラビア印刷は物理的方法のみによって印刷されるため、オフセット印刷と比較してインキには多種多様

の耐性を持ったものを使うことができる。同時に被印刷体の種類（紙、プラスティックフィルム等）もあら

ゆるものに印刷可能である。従って包装材料の印刷に適している。 

この印刷は、セル幅 0.15mm、深さ 30μm 以下の溝にインキを溜め、これを用紙に圧着させる方式であ

るため、インキ量を精度良く載せることができ、グラデーションやカラー再現性に優れている。 

 

ドクターにて凸部分のｲﾝｷを掻き取り、凹部分のｲﾝｷを転移させる方法
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図２０ グラビア印刷① 

 

 

圧胴
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版

ファニッシャー
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図２１ グラビア印刷② 

 
 

また、図２２に示したように、グラビア印刷では各ユニットで異なる色インキを使用した多色刷りを行う

のが一般的である。 
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図２２ グラビア印刷工程 

 

ラミネート加工では、最終的に製袋されるものが多い。製袋は、包装材料メーカで行われている場合と内

容物を充填する現場で行われている場合がある。自動給袋機や手詰めする場合は、製袋済みのラミネート加

工包装材料が供給される。包装材料ユーザのニーズによって、三方袋・ピロー袋・スタンディングパウチ・

チャック袋・ガセット袋（ピロー・ヘムシール）などの製袋が行われる。図２３に袋の種類を示した。 

 

三方 スタンディング ピロー ガセット
（ピロー）  

図２３ 袋の種類 

 

3‐2）ラミネート加工製品の生産フロー 

図２４にラミネート加工製品の生産フローを示す。同図では主原料の流れのみを表記しており、接着剤や

溶剤等のフローは省略している。黒の実線の太枠は、システムバウンダリである。 
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図２４ ラミネート加工製品の生産フロー 

 

黄色表示部分がデータ収集を行ったプロセスとなる。基材やフィルムは、金属箔の場合もある。表面処理

は、基材・フィルムの印刷前後の双方で行うこともある。ラミネート加工は目的生産物ごとに、用いるラミ
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ネーション技術が異なる。 

 

3‐3）ラミネート加工工程のシステムバウンダリ 

図２５にエクストルージョンコーティング、図２６にサンドラミネーション、図２７にドライラミネーシ

ョン、図２８にノンソルベントラミネーションの工程のデータ収集のシステムバウンダリを示す。図中、太

枠がシステムバウンダリである。 

エクストルージョンコーティングラミネーションでは、１m2あたりの重さは15g×比重程度のものを代表

的なグレードとした。フィルムの厚さは12μm、樹脂層の厚さは15μmと仮定している。投入するフィルム

の基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なる。基材やフィルムは、金属箔の場合もある。 

サンドラミネーションは、１m2あたりの重さは 15g×比重程度を代表的なグレードに設定した。投入する

フィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なる。基材やフィルムは、金属箔の場合も

ある。 

ドライラミネーションは、１m2あたりの重さが4g程度のものを代表的なグレードとして設定した。接着

剤は溶剤系（主に酢酸エチル）で約５倍程度に希釈して使用する。製品に塗布されなかった希釈済接着剤は、

回収されて廃棄物処理される。乾燥プロセス等で揮発した溶剤は、生産ラインに付帯している燃焼装置で焼

却処理される。生産ラインに付帯している回収装置で回収されて、再使用される場合もある。フィルムＡの

厚さは 12μm、フィルムＢの厚さは 60μm、接着剤層の厚さを４μm と仮定している。投入するフィルムの

基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なる。基材やフィルムは、金属箔の場合もある。 

ノンソルベントラミネーションは、１m2あたりの重さは4g程度のものを代表的なグレードとした。フィ

ルムＡの厚さは 12μm、フィルムＢの厚さは 60μm、接着剤層の厚さは４μm と仮定している。投入するフ

ィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なる。基材やフィルムは、金属箔の場合もあ

る。 
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図２５ エクストルージョンコーティング 
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図２６ サンドラミネーション 
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図２７ ドライラミネーション 
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図２８ ノンソルベントラミネーション 

 

 

4）フラットヤーン加工製品 

4‐1）フラットヤーンの生産フロー 

フラットヤーンの生産フローを図２９に示す。同図では主原料の流れだけを表記しており、添加剤等のフ

ローは省略している。二重線はシステムバウンダリ、網掛け表記した部分がデータ収集を行ったプロセスで

ある。 
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図２９ フラットヤーンの生産フロー 

 

 

4‐2）フラットヤーン成形工程のシステムバウンダリ 

 図３０に、フラットヤーン成形工程のデータ収集のシステムバウンダリを示す。 
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図３０ フラットヤーン成形工程のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

 

（2）型物成形 

1）インジェクション（射出）成形 

1-1）成形プロセス 

原料樹脂を溶融し、プランジャーによってゲート部分から金型に高圧で所定の形に注入し、冷却固化まで

維持して金型を開き、成形品を取り出す成形法である。金型設計によって幅広い形状でかつ寸法精度のよい

製品の製作が可能であり、プラスチック成形の代表的な成形法となっている。図３１に、製造工程図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３１ 射出成形品の製造工程図 

 

1-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 射出成形製品の市場は極めて多様化しており、種類も多い。このため、いずれか製品を特定してデータ

を収集するのが望ましいが、今回は加工メーカから射出成形品全般としてデータを収集した。収集デー

タから単位重量当たりのＬＣＩ原単位を算出し、射出成形品に幅広く適用できるデータの試算を試みた

ものである。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

・ 本成形法のエネルギーは電力であり、他のエネルギーは原則として使用されていない。 

・ 冷却水に関しては、循環に伴うポンプの動力エネルギーは電気エネルギーとして加味した。 

・ 水の消費量は循環使用のため補給水が計算対象となるが、微量であるため計算から除外した。 

 

②システムバウンダリと調査事項 

射出成形品のデータ収集のシステムバウンダリを図３２に示す。 
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図３２ 射出成形品のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

 

2）ブロー（中空）成形 

2-1）成形プロセス 

原料樹脂を押出機で溶融し、リングダイス（スリット）から筒状に押し出して金型に挟み込み、内部に空

気を圧入することによって金型面に押しつけ、所定の形状に維持冷却した後、金型を開き、製品を取り出す

成形法である。液体容器の成形法として、広く普及している。図３３に、製造工程図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３３ 中空成形品の製造工程図 

 

2-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 射出成形品同様に中空成形製品の市場もまた極めて多様化しており、種類が多い。本来は、いずれか製

品を特定してデータを収集するのが望ましいが、今回は加工メーカから中空成形品全般としてデータを

収集した。収集データから単位重量当たりのＬＣＩ原単位を算出し、中空成形品に幅広く適用できるデ

ータの試算を試みたものである。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

・ 本成形法のエネルギーは電力であり、他のエネルギーは原則として使用されていない。 

・ 冷却水に関して、循環に伴うポンプの動力エネルギーは電気エネルギーとして加味した。水の消費量は

循環使用のため補給水が計算対象となるが、微量であるため計算から除外した。空気の圧入についても、

ポンプの動力は加味した。 

 

 

②システムバウンダリと調査事項 

  中空成形品のデータ収集のシステムバウンダリを図３４に示す。 
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図３４ 中空成形品のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

（3）発泡成形 

1）ＥＰＳ型物成形 

1-1）成形プロセス 

発泡ポリスチレンビーズを予備発泡機に投入し、蒸気によって第一段の発泡を行った後、サイロで養生す

る。次に発泡成形機の金型に予備発泡ビーズを投入し、蒸気によって第二段の発泡および融着を同時に行い、

金型内で冷却固化して所定の形状に成形する成形方法である。図３５に、製造工程図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３５ ＥＰＳ型物成形 

 

1-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 既に述べた成形法のエネルギーソースが電力であるのに対して、本成形法では電力以外に蒸気も使用

される。したがって、エネルギーとしてはボイラー用燃料（基本的にはＡ重油が多い）が投入される。

このため現場では大気系環境負荷が発生する。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

・ 今回は魚箱に特定せず、緩衝材を含めた加重平均データを算出した。これによって、両方のデータと

して単位重量当たりの原単位データで各種ＥＰＳ成形品のデータ算出が可能なようにしたものである。 

・ 冷却水に関して、循環に伴うポンプの動力エネルギーは電気エネルギーとして加味した。水の消費量は

循環使用のため補給水が計算対象となるが、微量であるため計算から除外した。 

 

②システムバウンダリと調査事項 

ＥＰＳ成形品の基本的な生産フローを図３６に示す。また、図３７に成形工程のデータ収集のシステムバ

ウンダリを示す。 
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図３６ ＥＰＳ成形品の生産フロー 
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図３７ ＥＰＳ成形品の成形工程のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

なお、本製品は発泡製品であり、再資源化後は非発泡性のペレットとなるため、系内リサイクルはない。

算出データはＥＰＳ成形品製造工程を対象としており、複製品の減容およびペレット化に係る再生工程分は

含めていない。 

 

2）ＰＳＰシートの成形 

2-1）成形プロセス 

原料ポリスチレンと発泡剤を発泡押出成形機に投入して溶融・混練を行い、ダイスよりシート状に押し出

して発泡した後、冷却ロールで固化成形する成形方法である。なお発泡剤には、一般的に炭化水素系の発泡

剤が使用されている。図３８に、製造工程図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３８ PSPシートの成形 

 

2-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 本成形法のエネルギーは電力であり、他のエネルギーは原則として使用されていない。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

発泡剤 

ポンプ 
発泡押出成形機 
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・ 冷却水に関して、循環に伴うポンプの動力エネルギーは電気エネルギーとして加味した。水の消費量は

循環使用のため補給水が計算対象となるが、微量であるため計算から除外した。圧縮空気についても、

ポンプの動力は加味した。 

 

②システムバウンダリと調査事項 

図３９にPSPシートの生産フローを、図４０にPSPシート成形工程のデータ収集のシステムバウンダリ

を示す。なお図３９では、一部省略しているプロセスもある。また、図中のＳＭはスチレンモノマー、ＰＳ

はポリスチレンである。データの遡及計算に際して、発泡剤はＬＰＧデータで遡及計算した。 
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図３９ PSPシートの生産フロー 
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図４０ PSPシート成形工程のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

3）ＰＳＰトレイの成形 

3-1）成形プロセス 

予熱炉で加温した発泡ポリスチレンシート原反を成形機の金型に押しつけるようにして成形した後、シー

トから製品を打ち抜く成形法で、真空・圧空成形と称される。打ち抜いた後の残りすなわちトリミングロス

（スケルトン）は、粉砕されてシート成形原料としてリサイクルされている。図４１に、製造工程図を示す。 
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図４１ 真空・圧空成形品の製造工程図 

 

3-2）前提条件とシステムバウンダリ 

①前提条件 

・ 本成形法のエネルギーは電力であり、他のエネルギーは原則として使用されていない。 

・ 計算対象項目とした基本事項は、前掲表２に記述したので同表を参照されたい。 

 

②システムバウンダリと調査事項 

 ＰＳＰ成形品のデータ収集のシステムバウンダリを図４２に示す。 
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図４２ ＰＳＰ成形品のデータ収集のシステムバウンダリ 

 

4）ＰＰＦ・ＨＩＰＳシートと成形品 

4‐1）シートの生産フロー 

図４３、図４４、図４５にＰＰＦ、ＨＩＰＳ、ＯＰＳシートの生産フローを示す。なお図４５のＯＰＳに

ついては、結果的にデータを収集できず、今回は成形品のデータのみ収集し、計算処理した。原料樹脂への

遡及計算は行っている。 
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図４３ ＰＰＦシートおよび成形品の生産フロー 
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図４４ ＨＩＰＳシートおよび成形品の生産フロー 
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図４５ ＯＰＳシートおよび成形品の生産フロー 

 

4‐2）成形工程データの収集のシステムバウンダリ 

図４６に、プラスチックシートの成形工程の基本的なシステムバウンダリを示す。図中、添加剤は滑剤、

マスターバッチなどである。また再生樹脂（系外品）は、他の製品を再資源化した再生材や外部から購入し

た再生樹脂が主体である。 
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図４６ プラスチックシート成形工程データの収集のシステムバウンダリ 

 

4－3）成形品成形工程データの収集のシステムバウンダリ 

 図４７に、ＰＰＦ、ＨＩＰＳ、ＯＰＳ成形品の成形工程データ収集のシステムバウンダリを示す。 
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図４７ シートからの成形品製造工程データ収集のシステムバウンダリ 

 

5）ＰＥＴシートおよび成形品 

5‐1）ＰＥＴシートおよび成形品の生産フロー 

ＰＥＴシートおよび成形品では、ＰＥＴトレイ業界の意向で原料樹脂への遡及計算は行わず、それぞれの

成形工程のデータの計算のみ行うこととなった。図４８に、ＰＥＴシートおよび成形品を含む生産フローを

示す。 
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図４８ ＰＥＴシートおよび成形品の生産フロー 

 

 

5‐2）ＰＥＴシート成形工程データ収集のシステムバウンダリ 

ＰＥＴシートおよび成形品では、原料樹脂への遡及計算は行わず、それぞれの成形工程のデータの計算の

み行うこととなったため、原料樹脂からの生産フローは省略した。図４９はＰＥＴシート、図５０は同成形

品の工程データ収集のシステムバウンダリである。なお成形品の製造工程では、打ち抜きスクラップはスケ

ルトンとも呼ばれる。実態として不合格品と打抜スクラップは分割して量を把握しているケースが少なく、

その内訳は把握できなかった。また、ラミ材、表面塗布剤、印刷インキはデータ収集項目に含めていない。 
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事務所
（照明、空調）

 

図４９ ＰＥＴシート成形工程データ収集のシステムバウンダリ 
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ＰＥＴ成形品

ＰＥＴシート

スクラップ
（廃棄処理）

成形
打抜スクラップ・不合格品
（シート製造工程へ）

共同設備
（場内照明、空調）

事務所
（照明、空調）

 

図５０ 成形品製造工程データ収集のシステムバウンダリ 

 

3．樹脂加工製品のインベントリデータ 

（1）収集データの前提等 

収集データについて、収集対象、収集方法、どの程度の生産を対象としたものか、データの対象年次等の

前提条件は表１に整理した。 

データは年間生産実績またはそれに基づいて算出された原単位データであることを原則としており、内容

的には当該製品の物質収支、投入エネルギー、環境負荷の3事項である。データ収集方法としては、本調査

でデータ処理等の実務を担当した（株）産業情報研究センターが個々のメーカーからデータを収集して代表

値としたケースと、当該製品の工業会が今回の調査趣旨に基づいてデータを収集して代表値としたケースが

ある。いずれも、算出した原単位データについては(社)プラスチック処理促進協会技術開発委員会の環境影

響評価ワーキンググループで検討し、疑問が生じたケースについては回答した加工メーカーまたは工業会に

確認した上で必要に応じて修正した。樹脂加工製品の場合、ＬＣＩデータの算出に際してはまず具体的な製

品を特定し、その年間生産量に伴う諸データを収集して代表値とすることを原則とすべきである。今回の収

集データのある部分はこの原則に基づいているが、基づいていないものも含まれている。しかし、いずれも

対象製品の事例としてその平均値は代表値的な性格を有している。したがって当ワーキンググループは、“本

調査結果は同種の成形加工技術で生産される製品のＬＣＩデータとして代用可能”と考えている。 

 

（2）結果の表記 

代表的な合成樹脂加工製品のインベントリデータすなわち本調査で収集したデータの処理結果は、巻末の

総括資料に示したとおりである。図５１に、本レポートで結果の表記に当たって使用した総括図を示す。注

書は、個々のケースで異なるため、次項のデータ処理結果に記述した。 
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資料＊
製品名***********
公開情報シート名称：******** （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：********の会員企業＊社の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく＊＊＊平均値。

対象製品量： ｔ
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
＊＊＊樹脂 ＊＊＊＊＊

再生樹脂（系外） 廃溶剤 ①
固形廃棄物 ② 工程エネルギー 製造工程

①＋② (当該工程分） 再生工程
印刷インキ等 共通部門
　顔料 0
　溶剤 再生利用
　その他添加剤 するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分）
工程排出 製造工程
(当該工程分） 再生工程

共通部門
0.000 0.000

※注書は、製品によって異なる.
注１：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、

　　　結果的に製造工程に再生工程および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。

注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動

　　　　していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

�（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー
（原料樹脂・添加剤由来分）

再生工程

合計

製膜
２次加工

資源エネルギー

合計

区分

 

図５１ 結果の表記に使用した総括図 

 

 

4．データ処理結果 

（1）回答結果 

 表３に、今回データを更新した製品および新たにデータ構築した製品の一覧と回答結果を示す。 
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表３ 対象製品と回答結果 

№ 分類 製造プロセス名 成形加工技術 主原料 協力企業・団体

1 ごみ袋（透明） インフレーション LDPE

2 ごみ袋（半透明） インフレーション HDPE

3 規格袋 インフレーション LDPE

4 レジ袋 インフレーション HDPE

5 LL・LDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション LDPE/LLDPE

6 HDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション HDPE

7 IPPフィルム・チューブ原反 インフレーション PP

8 LL・LDPE多層フィルム原反 共押出 LDPE/LLDPE

9 CPPフィルム全般 キャスティング PP

10 OPPフィルム全般 二軸延伸 PP

11 表面処理品（基材フィルム） フィルム基材の表面処理（アンカー法）－

12 印刷品（基材フィルム） フィルム基材の印刷 －

13 エクストルージョンコーティング －

14 サンドラミネーション －

15 ドライラミネーション －

16 ノンソルベントラミネーション －

17 ラミネート（ロール） スリット －

18 ラミネート加工品（パウチ） 製袋 －

19 フレコン製造（原料糸） 糸製造 PP

20 フレコン製造（織加工品） 織加工 PP

21 フレコン製造（ラミネート品） ラミネーション（フレコン加工） PP

22 シート製造（原料糸） 糸製造 PE

23 シート製造（織加工品） 織加工 PE

24 シート製造（ラミネート品） ラミネーション（シート加工） PE

25 粘着素材製造（粘着原料糸） 糸製造 PE

26 粘着素材製造（織加工品） 織加工 PE

27 粘着素材製造（ラミネート品） ラミネーション（粘着加工） PE

28 インジェクション（射出）成形品の製造 射出成形 －

29 ブロー（中空）成形品の製造 中空成形 －

30 EPS成形品全般の製造（ブロックを除く） 発泡成形 EPS 日本フォームスチレン工業組合

31 押出シート成形（ＰＳＰ） PS 発泡スチレンシート工業会

32 トレー成形（ＰＳＰ） PSP

33 押出シート成形（ＨＩＰＳ） HIPS

34 シートの加工（ＨＩＰＳシート） HIPS

35 押出シート成形（ＰＰＦ） PP、滑剤

36 シートの加工（ＰＰＦシート） PPF

37 シートの加工（ＯＰＳシート） OPS

38 押出シート成形（ＰＥＴ） PET

39 シートの加工（ＰＥＴシート）　 PET

日本ポリエチレン製品
工業連合会

ラミネート加工品

型
物
成
形

シ
ー

ト
お
よ
び
シ
ー

ト
成
形
品

原反シート製造および成形品（発泡品）

全国プラスチック食品容器
工業組合

原反シート製造および成形品（非発泡品）

ＰＥＴトレイ協議会

イ
ン
フ
レ
ー

シ
ョ

ン
フ
ィ

ル
ム

日本ポリオレフィンフィルム
工業組合

Ｔ
ダ
イ

日本ポリプロピレンフィルム
工業会

ラ
ミ
ネ
ー

ト
加
工
品

 

 

 

（2）処理結果 

2‐1）今回データの特徴 

 今回データと前回データの違いは、以下の5点に集約される。 

①製品種類の拡充 

インフレーションフィルムで原反チューブを拡充したほか、ラミネートフィルムおよび関連加工

工程を新規に追加したことに加え、包装資材を中心とするシート製品および同成形品を追加してい

る。 

②汎用的に使用可能なデータを作成 

ＬＣＩデータは、本来、個別製品を特定して算出・構築されることが望まれる。しかし、プラス

チック成形加工品のように種類が極めて多岐に及んでいる製品では、これは現実的に困難である。
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このため前回は、成形機械のデータを活用したが、機械データには周辺付帯機器を含まることが難

しく、新たな対処が望まれていた。このため、今回は、成形法別の製品を特定せず、幅広くデータ

を収集することで、単位当たりの原単位データとして幅広く提供可能な原単位データの算出を目指

し、ある程度それを実現した。 

③ＧＨＧ（温暖化ガス係数を算出） 

前回データでは、所要エネルギー・資源、ＣＯ２、ＧＨＧを対象データ項目としたが、今回はこ

れらにＧＨＧ係数を加えた。 

④データニーズ 

今回のデータ更新・収集に際して、カーボンフットプリント制度を意識したデータ構築のニーズ

も強くみられ、多層フィルム、シート関係データの収集に努め、関係業界から積極的な協力をいた

だいたこと、その結果、新規データを揃え、データを充実させることができたことは今回の成果の

１つと考える 

⑤データ項目（収集範囲の前提等） 

一方、カーボンフットプリント制度で作成される各種製品のＰＣＲの考え方の影響を受け、前回

データでは前提としていた事務所建屋、工場内の屋外照明等の共通部門のデータをデータ収集範囲

から除外したものもあり、データ使用者が目的に応じて考慮しなければならない要素が増えている

点に留意を要するデータとなっている面もある。 

 

2‐2）データの精度 

①前回は適正なデータがなく、計算対象から除外した天然ガスや石炭の採掘・採取に伴うエネルギ

ー・環境負荷を計算するなど、投入資源の計算対象範囲が拡充され、その分、データの精度が向上

している。 

②ただし、個々のデータについて、前回データと今回データの内容的な違いとしてデータ精度が向上

したかどうかを判断することは難しい。 

③この種のデータが、生産実績に基づいていること、平均データを算出するベースとなったサンプル

個々のデータをデータの集計・処理者が確認できること、データのベースとなるシステムバウンダ

リが確認できること等が望ましいことを踏まえれば、前回に比べて今回のデータは適正を増してい

ると判断される。 

④データの適正に関しては、加工機械データや製品を特定したデータについて当該業界から各種の意

見をいただいた。加工機械のデータは、射出成形や中空成形のように機械の心臓部だけのデータと

なり、周辺付帯装置が考慮されないこと、共通部門が含まれないこと、さらに系内リサイクルによ

る再生原料を使うようなケースで再生工程のデータが考慮されないことなどの問題点が指摘され

た。また、機械の技術の進展によって前回データの時代に主力であった油圧機が減少し、機械メー

カの主力生産機種の消費電力が油圧機に比べて 20％程度で済む電化機種になっているのに対して、

樹脂加工業界ではなお油圧機が主力であることが指摘された。このため、現状では、データ提供各

社に油圧機と電化機種の国内出荷比率についてデータを提供してもらい、加重平均することがデー

タ使用上の前提条件となっていたが、結果的に回答企業が少なかったことに加え、油圧・電化機種

の出荷比率はほとんど回答を得られなかったため、加工機械データの採用は見送らざるを得ない結

果となった。 

⑤上記事項を含めて、洗剤用ブローボトルや灯油缶のように製品を特定したデータについては、同デ

ータの原単位を同種の製品に応用する可能性が高く、ミスリードする懸念があるとの指摘があり、

もっと幅広い概念で、射出成形品全般、ブロー成形品全般でデータを収集し、原単位的に活用でき

るようなデータを試算し、公表する方が意義があるとの意見をいただいた。この結果、そのような

趣旨で今回データを収集したケースが増加している。 

⑥今回のデータ更新・収集に際して、カーボンフットプリント制度を意識したデータ構築のニーズも

強くみられ、多層フィルム、シート関係データの収集に努め、関係業界から積極的な協力をいただ

いたこと、その結果、新規データを揃え、データを充実させることができたことは今回の成果の１

つと考える。 

⑦一方、カーボンフットプリント制度で作成される各種製品のＰＣＲの考え方の影響を受け、前回デ

ータでは前提としていた事務所建屋、工場内の屋外照明等の共通部門のデータをデータ収集範囲か
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ら除外したものもあり、データ使用者が目的に応じて考慮しなければならない要素が増えている点

に留意を要する。 

 

2‐3）製品別処理結果（データ） 

2－3－1）前提等 

計算結果を表示するフォーマットは前掲図５１に示したとおりである。ただ、個々のケースによって注書

等は異なる場合がある。ここの事例の図中にも示したが、ここで一括して示しておく。 

 

ⅰ）計算結果は製造工程、再生工程、共通部門に分けて示したが、CO2、ＧＨＧ排出量の表で再生工程お

よび共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工

程および共通部門の分が一部含まれている事例もある。こうしたケースについては、図中の脚注に注

書で記述した。 

 

ⅱ）工程エネルギー、CO2およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデ

ータは同一のデータを使っている。       

 

ⅲ）ＧＨＧ係数は「ＣＦＰ制度共通原単位 ver.3」のデータを用いているため、消費エネルギーと CO2は

連動しているが、消費エネルギーとＧＨＧは連動していない。  

 

ⅳ）原料樹脂への遡及計算は、「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）・社団法人プラ

スチック処理促進協会」を用いて行った。 

 

ⅴ）ただし、原料樹脂への遡及計算を行ったデータで提示するか加工工程のみのデータいわゆるユニット

プロセスデータで提示するかは、データ提供業界あるいは企業によって考え方が異なるため、これに

ついては資料中の脚注に注書で記述した。 

 

ⅵ）データ性質として、代表制に係る回答社数およびデータのベースとなっている年次あるいは期間の生

産量について、その公表の仕方はデータ提供業界あるいは企業によって考え方が異なる。したがって、

これらについては資料中の脚注に注書で記述した。
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2－3－2）結果 

資料1
製品名：インフレーション成形によるLDPE製ごみ袋（透明）
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 1,991 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
LL・LDPE樹脂 ゴミ袋（透明）

1.002 1.000

再生樹脂（系外） 廃溶剤 0.005 ①
0.049 固形廃棄物 0.050 ② 工程エネルギー 製造工程 5,474

添加物・インキ等 0.055 ①＋② (当該工程分） 再生工程 317
　TiＯ2 0.000 共通部門 520
　印刷顔料 0.002 78,666
　印刷溶剤 0.005 再生利用
　その他添加剤 0.000 するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.014 0.018 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.520 1.533
工程排出 製造工程 0.233 0.262
(当該工程分） 再生工程 0.013 0.015

固形廃棄物 共通部門 0.022 0.025
0.004 1.788 1.835

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

26,176
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

資源エネルギー
46,180

 



 

６５ 

 

資料2
製品名：インフレーション成形によるHDPE製ごみ袋（半透明）
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 5,692 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
HDPE樹脂 ゴミ袋（半透明）

0.929 1.000

再生樹脂（系外） 廃溶剤 0.008 ①
0.110 固形廃棄物 0.034 ② 工程エネルギー 製造工程 7,139

添加物・インキ等 0.042 ①＋② (当該工程分） 再生工程 666
　TiＯ2 0.000 共通部門 231
　印刷顔料 0.004 71,668
　印刷溶剤 0.008 再生利用
　その他添加剤 0.000 するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.004 0.013 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.232 1.235
工程排出 製造工程 0.304 0.342
(当該工程分） 再生工程 0.028 0.032

固形廃棄物 共通部門 0.010 0.011
0.008 1.573 1.620

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
42,899

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

20,732
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

 

 



 

６６ 

 

資料3
製品名：インフレーション成形によるLDPE製規格袋
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 12,760 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
LL・LDPE樹脂 規格袋

1.066 1.000

固形廃棄物 工程エネルギー 製造工程 7,417
0.037 (当該工程分） 再生工程 0

共通部門 279
84,709

再生原料向け ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ
0.029 ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.618 1.631
工程排出 製造工程 0.314 0.354
(当該工程分） 再生工程 0 0

共通部門 0.011 0.014
1.943 1.999

注１：再生原料は使用していない｡再生工程もない。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

製膜
２次加工

資源エネルギー

合計

区分

49,151
（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

27,861
（原料樹脂・添加剤由来分）

 

 



 

６７ 

 

資料4
製品名：インフレーション成形によるHDPE製レジ袋
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 12,219 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
HDPE樹脂 レジ袋

0.966 1.000

再生樹脂（系外） 廃溶剤 0.006 ①
0.005 固形廃棄物 0.009 ② 工程エネルギー 製造工程 5,968

添加物・インキ等 0.015 ①＋② (当該工程分） 再生工程 525
　TiＯ2 0.018 共通部門 676
　印刷顔料 0.009 73,383
　印刷溶剤 0.018 再生利用
　その他添加剤 0.000 するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.082 0.084 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.282 1.285
工程排出 製造工程 0.253 0.285
(当該工程分） 再生工程 0.022 0.025

固形廃棄物 共通部門 0.029 0.032
0.002 1.585 1.628

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
44,640

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

21,573
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

 

 



 

６８ 

 

資料5
製品名：インフレーション成形によるLL・LDPE製チューブ原反
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 8,499 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
LL・LDPE樹脂 原反チューブ

1.078 1.000

固形廃棄物 工程エネルギー 製造工程 7,238
0.003 (当該工程分） 再生工程 161

共通部門 1,111
再生利用 86,381

　その他添加剤 するロス等
0.0004 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.033 0.109 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.636 1.649
工程排出 製造工程 0.307 0.347

再生用 0.075 (当該工程分） 再生工程 0.007 0.008
固形廃棄物 共通部門 0.045 0.054

0.001 1.994 2.058

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
49,700

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

28,171
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

 

 



 

６９ 

 

資料6
製品名：インフレーション成形によるHDPE製チューブ原反
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 4,007 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
HDPE樹脂 原反チューブ

1.051 1.000

固形廃棄物 工程エネルギー 製造工程 8,200
0.006 (当該工程分） 再生工程 268

共通部門 1,001
81,515

再生利用
するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.061 0.107 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.395 1.398
工程排出 製造工程 0.347 0.393

      再生向け (当該工程分） 再生工程 0.011 0.013
0.046 共通部門 0.040 0.049

1.794 1.853

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
48,572

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

23,473
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

 

 



 

７０ 

 

資料7
製品名：インフレーション成形によるPP製チューブ原反
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　代表値（2000年に作成したものを今回の計算条件で再計算）
対象製品量　 －

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
PP樹脂 原反チューブ

1.017 1.000

固形廃棄物 工程エネルギー 製造工程 6,518
0.002 (当該工程分） 再生工程 0

共通部門 -
78,631

再生原料向け ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

0.015 ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.508 1.515
工程排出 製造工程 0.276 0.311
(当該工程分） 再生工程 0 0

共通部門 - -
1.784 1.827

注２：共通部門は、含まれていない。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

区分

合計
注１：再生原料は使用していない｡再生工程もない。

製膜
２次加工

資源エネルギー
46,596

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

25,518
（原料樹脂・添加剤由来分）

 

 



 

７１ 

 

資料8
製品名：インフレーション成形によるLL・LDPE製共押出多層フィルム原反
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリオレフィンフィルム工業組合の会員企業の  分析：㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2009年または年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量　 5,442 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 製品 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
LL・LDPE樹脂 ３層共押出フィルム

1.002 1.000

再生樹脂（系外）
0.039 固形廃棄物 工程エネルギー 製造工程 8,732

0.034 (当該工程分） 再生工程 553
共通部門 1,843

83,510
再生利用
するロス等 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量ＧＨＧ排出量
0.055 0.062 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

再生樹脂（系内） 工程排出（原料樹脂・添加剤由来分） 1.521 1.533
工程排出 製造工程 0.370 0.417
(当該工程分） 再生工程 0.023 0.026

固形廃棄物 共通部門 0.078 0.088
0.007 1.992 2.065

注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、消費エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・CO2の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
46,197

（原料樹脂・添加剤由来分）
工程エネルギー

注1：系外からの再生原料は系内処理と同じと仮定し、収集データから算出した平均値で計算し、加算している。

26,186
（原料樹脂・添加剤由来分）

合計

区分

再生工程

合計

製膜
２次加工

 

 



 

７２ 

 

資料９
製品名：CPPフィルム
公開情報シート名称：未延伸ポリプロピレンフィルム （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリプロピレンフィルム工業会に属する会員全社の回答である。アウトサイダー  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　を含む全出荷量が不明であるため、国内出荷量のカバー率は把握できない。
対象製品量： 139,406 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

          PP CPPフィルム
1.069 1.000

工程エネルギー 製造工程 9,637
(当該工程分） 再生工程 445

再生原料 製膜工程 固形廃棄物 共通部門 341
0.189 0.051 86,201

ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.206 工程排出（原料分） 1.584 1.592
副製品１（系内） 工程排出 製造工程 0.463 0.505

(当該工程分） 再生工程 0.021 0.023
共通部門 0.022 0.022

       再生工程 副製品２（他工程向け） 2.090 2.142
0.002

固形廃棄物
0.015

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注4：固形廃棄物の処理比率（固形廃棄物発生比率は製品１に対して6.7％）
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.5%
埋立 0.0%
リサイクル 99.5%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー

工程エネルギー

区分

合計

48,963
（原料分）

26,814
（原料分）

合計

 



 

７３ 

 

資料１０
製品名：OPPフィルム
公開情報シート名称：二軸延伸ポリプロピレンフィルム （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本ポリプロピレンフィルム工業会に属する会員全社の回答であり、国内メーカの  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　2007年度における全出荷量を対象とした加重平均データ。
対象製品量： 222,379 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

OPPフィルム
          PP 1.000

1.025
副製品２（他工程向け） 工程エネルギー 製造工程 17,506
0.002 (当該工程分） 再生工程 900

再生原料 製膜工程 共通部門 833
0.237 固形廃棄物 91,927

0.015
ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.244 工程排出（原料分） 1.520 1.527
副製品１（系内） 工程排出 製造工程 0.936 1.012

        再生工程 (当該工程分） 再生工程 0.045 0.048
共通部門 0.033 0.049

固形廃棄物 2.532 2.637
0.008

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注4：固形廃棄物の処理比率（固形廃棄物発生比率は製品１に対して2.3％）
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.7%
埋立 0.7%
リサイクル 95.5%
不明 3.1%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ
　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

25,721
（原料分）

資源エネルギー
46,967

（原料分）

合計

区分

工程エネルギー

合計

 



 

７４ 

 

資料１１
製品名：基材表面処理（アンカー法）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／基材フィルムの表面処理（アンカー法） （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 18,846,650 ｍ
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

基材フィルム 表面処理後・基材フィルム
1.007 1.000

工程エネルギー 製造工程 1.129
基材表面処理 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
1.129

固形廃棄物
0.007 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

kg-ＣＯ２ kg-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.058 0.070
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.058 0.070

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルム厚さ12μ m
注６：投入するフィルムの種類は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注７：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注８：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 100.0%
埋立 0.0%
リサイクル 0.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）

-
（原料分）

合計

区分

工程エネルギー

資源エネルギー

合計

 



 

７５ 

 

資料１２
製品名：印刷（基材フィルム）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／基材フィルムの印刷 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 1,454,670,080 ｍ
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

基材フィルムまたは
表面処理後・基材フィルム 印刷後・基材フィルム

1.037 1.000
工程エネルギー 製造工程 0.486

印刷 (当該工程分） 再生工程 -
共通部門 -

0.486
固形廃棄物
0.037 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｋｇ-ＣＯ２ ｋｇ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.025 0.028
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.025 0.028

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルム厚さ12μ m
注６：投入するフィルムの種類は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注７：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注８：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 43.0%
埋立 0.0%
リサイクル 57.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-

（原料分）
資源エネルギー

-

合計

合計

区分

工程エネルギー
（原料分）

 



 

７６ 

 

資料１３
製品名：ラミネート加工品／ラミネーション（エクストルージョンコーティング）
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 356,016,253 m
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

原料樹脂 ラミネートフィルム
- エクストルージョン 1.000

投入量はフィルムによって 工程エネルギー 製造工程 0.783
異なる。 コーティング (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
ラミネーション 0.783

フィルム 固形廃棄物
1.028 0.028 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｋｇ-ＣＯ２ ｋｇ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.040 0.043
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.040 0.043

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルム厚さ12μ m、樹脂層厚さ15μ m
　　　　　　　　フィルムの厚さを12μ m、樹脂層の厚さを15μ m
注６：投入するフィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注７：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注８：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 60.9%
埋立 0.0%
リサイクル 39.1%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）
工程エネルギー

資源エネルギー
-

（原料分）

合計

合計

区分

 



 

７７ 

 

資料１４
製品名：ラミネート加工品／ラミネーション（サンドラミネーション）
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 853,665,435 m
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

フィルムＡ
1.038 ラミネートフィルム

1.000
樹脂 工程エネルギー 製造工程 0.692

- サンドラミネーション (当該工程分） 再生工程 -
投入量はフィルムによって 共通部門 -
異なる。 0.692

固形廃棄物
フィルムＢ 0.038 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

1.038 ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量
ｋｇ-ＣＯ２ ｋｇ-ＣＯ２ｅ

◎本工程では、フィルムＡとフィルムＢを貼り合わせるため、供給フィルムの貼り合わさった形状 工程排出（原料分） - -
　　での長さは1.038ｍである。完成フィルムは貼り合わされた状態で１ｍであり、0.038ｍは耳ロ 工程排出 製造工程 0.034 0.037
　　スである。原単位は、１ｍを機能単位に算出している。 (当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.034 0.037

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルム厚さ12μ m、樹脂層厚さ15μ m
注６：投入するフィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注７：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注８：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 5.0%
埋立 0.0%
リサイクル 95.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）

合計

区分

-
（原料分）

合計

工程エネルギー

資源エネルギー

 



 

７８ 

 

資料１５
製品名：ラミネート加工品／ラミネーション（ドライラミネーション）
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 1,433,670,586 m
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

フィルムＡ
1.034 ラミネートフィルム

1.000
接着剤 工程エネルギー 製造工程 0.510

- ドライラミネーション (当該工程分） 再生工程 -
溶剤で希釈したもの 共通部門 -

0.510
フィルムＢ 固形廃棄物

1.034 0.034 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m
ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

◎本工程では、フィルムＡとフィルムＢを貼り合わせるため、供給フィルムの貼り合わさった形状 ｋｇ-ＣＯ２ ｋｇ-ＣＯ２ｅ

　　での長さは1.034ｍである。完成フィルムは貼り合わされた状態で１ｍであり、0.034ｍは耳ロ 工程排出（原料分） - -
　　スである。原単位は、１ｍを機能単位に算出している。 工程排出 製造工程 0.025 0.028

(当該工程分） 再生工程 - -
共通部門 - -

0.025 0.028

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルムA厚さ12μ m、フィルムB厚さ６０μ m、接着剤層厚さ４μ m→（重量は約４ｇ/㎡)

注６：接着剤は溶剤（主に酢酸エチル）で約５倍程度に希釈して使用する。製品に塗布されなかった希釈済接着剤は回収されて廃棄物処理される。
　　　　乾燥プロセス等で揮発した溶剤は生産ラインに付帯している燃焼装置で焼却処理される。
　　　　（生産ラインに付帯している回収装置で回収されて、再使用される場合もある。）
　　　　溶剤の焼却によるＣＯ２は含まない。

注７：投入するフィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注８：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注９：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 46.5%
埋立 0.0%
リサイクル 53.5%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

-
（原料分）
工程エネルギー

合計

区分

資源エネルギー

（原料分）
-

 



 

７９ 

 

資料１６
製品名：ラミネート加工品／ラミネーション（ノンソルベントラミネーション・無溶剤ラミネーション)
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 133,000,000 m
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

フィルムＡ
1.023 ラミネートフィルム

1.000
接着剤 ノンソルベント 工程エネルギー 製造工程 0.153

- (当該工程分） 再生工程 -
溶剤は使用しない ラミネーション 共通部門 -

0.153
フィルムＢ 固形廃棄物

1.023 0.023 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

◎本工程では、フィルムＡとフィルムＢを貼り合わせるため、供給フィルムの貼り合わさった形状 kg-ＣＯ２ kg-ＣＯ２ｅ

　　での長さは1.023ｍである。完成フィルムは貼り合わされた状態で１ｍであり、0.023ｍは耳ロ 工程排出（原料分） - -
　　スである。原単位は、１ｍを機能単位に算出している。 工程排出 製造工程 0.0067 0.0074

(当該工程分） 再生工程 - -
共通部門 - -

0.0067 0.0074

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：１㎡あたりの重量は製品によって異なるが、たとえば下計の条件で算定することができる。
　　　　仮定：フィルム幅１ｍ、フィルムA厚さ12μ m、フィルムB厚さ６０μ m、接着剤層厚さ４μ m→（重量は約４ｇ/㎡)
注６：投入するフィルムの基材処理の有無、印刷の有無は目的生産物によって異なるため、原料に由来する分は表記していない。
注７：基材やフィルムは金属箔の場合もある。
注８：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 78.0%
埋立 0.0%
リサイクル 22.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-

-
（原料分）
資源エネルギー

工程エネルギー
（原料分）

合計

区分

合計
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資料１７
製品名：スリット
公開情報シート名称：ラミネート加工品／袋（パウチ）用スリット品巻き取りロール （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 2,187,859,286 m
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：m＞ 　　　　　単位：MJ／製品m

ラミネート加工品
ラミネート加工後フィルム 巻取（ロール）

1.025 1.000
工程エネルギー 製造工程 0.055

スリット (当該工程分） 再生工程 -
共通部門 -

0.055
固形廃棄物
0.025 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品m

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

kg-ＣＯ２ kg-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.002 0.003
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.002 0.003

注１：消費エネルギー、環境負荷等は、フィルム幅に依存しないため、長さ（ｍ）当たりのインベントリデータとした。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注３：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注４：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注５：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 52.1%
埋立 0.0%
リサイクル 47.9%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

合計

区分

工程エネルギー

資源エネルギー
（原料分）

-
（原料分）

-
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資料１８
製品名：製袋（パウチ）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／袋（パウチ）製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 287,460,900 千袋
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：千袋＞ 　　　　　単位：MJ／千袋

スリット後 ラミネート加工品
ラミネートフィルム 袋（パウチ）

1.041 1.000
工程エネルギー 製造工程 50.529

製袋 (当該工程分） 再生工程 -
共通部門 -

50.529
固形廃棄物
0.041 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／千袋

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｋｇ-ＣＯ２ ｋｇ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 2.153 2.432
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
2.153 2.432

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：袋の大きさは製品によって異なるため、LCIの計算には下記のような条件設定が必要である。
　　　　仮定：原反の長さ(m)×幅（m）÷展開面積(m2）＝袋数（袋）
注５：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 59.7%
埋立 0.0%
リサイクル 40.3%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー

-

-

（原料分）

合計

合計

（原料分）
工程エネルギー

区分
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資料１９
製品名：フレコン製造・糸加工（原料糸製造）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用原料糸の製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 67 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

          PP 原料糸（フレコン用）
1.022 1.000

工程エネルギー 製造工程 11,185
糸加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
11,185

固形廃棄物
0.022 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.474 0.534
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.474 0.534

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）
資源エネルギー

-
（原料分）
工程エネルギー

合計

合計

区分
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資料２０
製品名：フレコン製造・織加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品の製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 52 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

原料糸（フレコン用） 織加工品（フレコン用）
1.039 1.000

工程エネルギー 製造工程 9,113
織加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
9,113

固形廃棄物
0.039 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.386 0.435
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.386 0.435

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-

-

（原料分）

合計

（原料分）
工程エネルギー

資源エネルギー

区分

合計
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資料２１
製品名：フレコン製造・ラミネート加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品のラミネーション （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 58 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

織加工品（フレコン用） フレコン
- 　Ｘ 1.000

注４参照 工程エネルギー 製造工程 6,349
ラミネーション (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
樹脂 6,349

- 　Ｙ 固形廃棄物
注４参照 0.104 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

◎代表例の投入総量は以下のとおり。 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

ただし、織加工品は多種多様であるため、具体的なケースに基づいて、投入量、産出の固形 工程排出（原料分） - -
廃棄物量が異なる場合もある｡本データは、あくまで産出する「粘着材」1トンを基準とするデー 工程排出 製造工程 0.269 0.303
タである。 (当該工程分） 再生工程 - -

Ｘ＋Ｙ＝ 1.104 共通部門 - -
0.269 0.303

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：織加工品と樹脂の投入量は目的生産物によって異なるので、評価対象に応じて投入量の設定が必要となる。
注５：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

合計

資源エネルギー

区分

-
（原料分）

-
工程エネルギー
（原料分）

 



 

８５ 

 

資料２２
製品名：シート製造・糸加工（原料糸製造）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の原料糸製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 209 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

        PE 原料糸（シート用）
1.022 1.000

工程エネルギー 製造工程 9,127
糸加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
9,127

固形廃棄物
0.022 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.386 0.436
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.386 0.436

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-

-

区分

（原料分）

合計

合計

（原料分）
資源エネルギー

工程エネルギー

 



 

８６ 

 

資料２３
製品名：シート製造・織加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 203 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

原料糸（シート用） 織加工品（シート用）
1.021 1.000

工程エネルギー 製造工程 8,633
織加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
8,633

固形廃棄物
0.021 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.366 0.412
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.366 0.412

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）

（原料分）
工程エネルギー

資源エネルギー

合計

区分

合計

-

 



 

８７ 

 

資料２４
製品名：シート製造・ラミネート加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品のラミネーション （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 337 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

織加工品（シート用） シート
- 　Ｘ 1.000

注４参照 工程エネルギー 製造工程 7,564
ラミネーション (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
樹脂 7,564

- 　Ｙ 固形廃棄物
注４参照 0.065 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

◎代表例の投入総量は以下のとおり。 工程排出（原料分） - -
ただし、織加工品は多種多様であるため、具体的なケースに基づいて、投入量、産出の固形 工程排出 製造工程 0.320 0.361
廃棄物量が異なる場合もある｡本データは、あくまで産出する「粘着材」1トンを基準とするデー (当該工程分） 再生工程 - -
タである。 共通部門 - -

Ｘ＋Ｙ＝ 1.065 0.320 0.361

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：織加工品と樹脂の投入量は目的生産物によって異なるので、評価対象に応じて投入量の設定が必要となる。
注５：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

（原料分）

区分

合計

工程エネルギー

-

-
（原料分）

合計

資源エネルギー

 



 

８８ 

 

資料２５
製品名：粘着素材製造・糸加工（原料糸製造）
公開情報シート名称：ラミネート加工品／粘着原料糸の製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 1,145 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

        PE 原料糸（粘着素材用）
1.027 1.000

工程エネルギー 製造工程 16,608
糸加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
16,608

固形廃棄物
0.027 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.703 0.793
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.703 0.793

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

（原料分）
資源エネルギー

-

-
（原料分）
工程エネルギー

合計

区分

 



 

８９ 

 

資料２６
製品名：粘着素材製造・織加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／粘着織加工品の製造 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 989 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

原料糸（粘着素材用） 織加工品（粘着素材用）
1.015 1.000

工程エネルギー 製造工程 22,696
織加工 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
22,696

固形廃棄物
0.015 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.961 1.084
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.961 1.084

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

資源エネルギー
-

（原料分）
工程エネルギー

区分

-

合計

（原料分）

合計

 



 

９０ 

 

資料２７
製品名：粘着素材製造・ラミネート加工
公開情報シート名称：ラミネート加工品／粘着織加工品のラミネーション （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく単純平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 2,987 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：t＞ 　　　　　単位：MJ／t

織加工品（粘着素材用） 粘着素材
- 　Ｘ 1.000

注４参照 工程エネルギー 製造工程 7,837
ラミネーション (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
樹脂 7,837

- 　Ｙ 固形廃棄物
注４参照 0.037 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／t

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

◎代表例の投入総量は以下のとおり。 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

ただし、織加工品は多種多様であるため、具体的なケースに基づいて、投入量、産出の固形 工程排出（原料分） - -
廃棄物量が異なる場合もある｡本データは、あくまで産出する「粘着材」1トンを基準とするデー 工程排出 製造工程 0.332 0.374
タである。 (当該工程分） 再生工程 - -

Ｘ＋Ｙ＝ 1.037 共通部門 - -
0.332 0.374

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：織加工品と樹脂の投入量は目的生産物によって異なるので、評価対象に応じて投入量の設定が必要となる。
注５：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 100.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）

合計

-
（原料分）

合計

資源エネルギー

工程エネルギー

区分

 



 

９１ 

 

資料２８
製品名：インジェクション（射出）成形品
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく加重平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 8,148 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

原料樹脂 インジェクション成形品
1.060 1.000

インジェクション 工程エネルギー 製造工程 29,183
(当該工程分） 再生工程 -

（射出）成形 共通部門 -
29,183

固形廃棄物
0.060 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 1.239 1.398
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
1.239 1.398

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：添加剤は使用する場合と使用しない場合がある。
注５：原料樹脂由来分は樹脂の種類によって計算結果が異なるため表記していない。
注６：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.1%
埋立 0.0%
リサイクル 99.9%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

-
（原料分）

合計

資源エネルギー
-

（原料分）
工程エネルギー

区分

合計
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資料２９
製品名：ブロー（中空）成形品
公開情報シート名称：同上 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：回答企業の2009年度生産実績に基づく加重平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 23,829 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

原料樹脂 ブロー成形品
1.072 1.000

工程エネルギー 製造工程 26,752
ブロー成形 (当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
26,752

固形廃棄物
0.072 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 1.156 1.302
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
1.156 1.302

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：添加剤は使用する場合と使用しない場合がある。
注５：原料樹脂由来分は樹脂の種類によって計算結果が異なるため表記していない。
注６：固形廃棄物の処理比率
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 1.2%
埋立 0.0%
リサイクル 98.8%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

工程エネルギー
-

資源エネルギー
-

（原料分）

合計

合計

区分

（原料分）
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資料３０
製品名：EPS型物成形品
公開情報シート名称：ビーズ法発泡ポリスチレンによる型物成形品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：日本フォームスチレン工業組合の会員企業44社の2009年（暦年）実績に  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　基づく加重平均値。
対象製品量： 47,894 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

       EPS EPS型物成形品
1.013 1.000

工程エネルギー 製造工程 60,588
(当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
発泡成形 138,112

副製品（マテリアルリサイクルへ）
0.011 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

固形廃棄物 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.002 工程排出（原料分） 1.965 1.976
工程排出 製造工程 3.420 3.683
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
5.385 5.660

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

区分

合計

資源エネルギー
47,163

（原料分）
工程エネルギー

30,361
（原料分）

合計
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資料３１
製品名：PSPシート

（社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：2005年度実績、発泡スチレンシート工業会に属する会員全社（アウトサイ  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　ダーを除く国内の４社）。
　　　　　　　　　アウトサイダーを含む全出荷量が不明であるため、国内出荷量におけるカバ
　　　　　　　　　ー率は把握できない。
対象製品量： 74,000 トン（トレイ用途のみ）

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

        PS PSPシート
0.856 1.000

工程エネルギー 製造工程 5,529
再生PS 発泡成形 (当該工程分） 再生工程 330

0.112 共通部門 1,234
80,539

発泡剤（ブタン） 固形廃棄物
0.033 0.002 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） 1.880 1.887
工程排出 製造工程 0.234 0.264
(当該工程分） 再生工程 0.014 0.016

共通部門 0.052 0.059
2.181 2.226

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：再生樹脂（購入）分については再生処理に係るデータがないため、PS（バージン材）のデータを用いて計算した。
注５：発泡剤（ブタン）はLPGのデータで計算している。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

区分

合計

資源エネルギー
45,786

（原料分）
工程エネルギー

27,659
（原料分）

合計
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資料３２
製品名：PSPトレー
公開情報シート名称：ポリスチレンペーパー（発泡性）製トレー （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業４社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 48,018 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

PSPシート PSPトレー
1.050 1.000

工程エネルギー 製造工程 12,250
フィルム (当該工程分） 再生工程 －

0.186 成形 共通部門 79
103,081

固形廃棄物
0.0001 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

トリミング屑等 工程排出（原料分） 2.695 2.750
0.236 工程排出 製造工程 0.519 0.585

(当該工程分） 再生工程 － －
共通部門 0.005 0.005

再生材 3.218 3.340
再生工程 0.235

注：本工程では再生材を使用していないため、エネルギー、CO2、ＧＨＧ
固形廃棄物 　　 とも計上しない再生工程は計上しない。
0.001 ＜参考：再生工程＞　　製品ｔ当たりに対応した数値

工程エネルギー ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量
852 0.036 0.041

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：PSPシートのデータは発泡スチレンシート工業会のデータを用いて計算した。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

56,575
（原料分）
工程エネルギー

34,177

資源エネルギー

（原料分）

合計

区分

合計

再生工程

 



 

９６ 

 

資料３３
製品名：HIPSシート
公開情報シート名称：押出成形によるハイインパクトポリスチレンPSシートの製造　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業３社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 13,067 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

          PS HIPSシート
0.402 1.000

工程エネルギー 製造工程 7,086
添加剤 場外リターン材（再生材向けに供給） (当該工程分） 再生工程 172
0.013 シート製造 0.148 共通部門 428

37,374
フィルム 固形廃棄物

0.018 0.001 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

再生材 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.717 工程排出（原料分） 0.772 0.776
工程排出 製造工程 0.300 0.339

場内リターン材 (当該工程分） 再生工程 0.007 0.008
0.045 共通部門 0.023 0.024

0.045 1.103 1.148

再生樹脂（外販）
再生工程 0.0001

固形廃棄物
0

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：添加剤とフィルムはLCI計算に含めていない。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

11,338

18,352
（原料分）

区分

合計

工程エネルギー

�

資源エネルギー

合計

（原料分）
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資料３４
製品名：HIPS成形品
公開情報シート名称：ハイインパクトPSシートの加工　　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業３社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 10,899 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

HIPSシート HIPS成形品
1.224 1.000

フィルム 工程エネルギー 製造工程 3,623
0.001 (当該工程分） 再生工程 －

成形 共通部門 514
49,924

固形廃棄物
0.001 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

工程排出（原料分） 1.352 1.406
成形ロス 工程排出 製造工程 0.153 0.173
トリミング屑等 (当該工程分） 再生工程 － －

共通部門 0.028 0.029
再生材 1.533 1.608

再生工程 0.197
ロス（再生用） 注：本工程では再生材を使用していないため、エネルギー、CO2、ＧＨＧ
0.027 　　 とも計上しない再生工程は計上しない。
固形廃棄物 ＜参考：再生工程＞　　製品ｔ当たりに対応した数値
0.001 工程エネルギー ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

1,353 0.057 0.065

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

（原料分）
工程エネルギー

23,304

合計

22,482
（原料分）
資源エネルギー

0.224

再生工程

合計

区分

 



 

９８ 

 

資料３５
製品名：PPFシート
公開情報シート名称：押出成形によるPPフィラーシートの製造　　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業４社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 20,898 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

       PP PPFシート
0.533 1.000

工程エネルギー 製造工程 9,329
添加剤 (当該工程分） 再生工程 373
（タルクまたはマスターバッチ） シート製造 共通部門 472

0.303 58,854
固形廃棄物
0.003 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

再生材（外部） ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

0.142 ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.095 場内リターン材 工程排出（原料分） 1.496 1.500
0.119 工程排出 製造工程 0.396 0.446

再生材用 (当該工程分） 再生工程 0.016 0.018
0.045 共通部門 0.021 0.023

再生工程 1.929 1.987
0.002

半製品（外部） 固形廃棄物
0.071

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：タルクはマスターバッチ入りのものもあるため、タルクとマスターバッチの合計量として扱うこととした。
注５：タルクの製造工程に関するインベントリデータは得られなかったため、既存データを代用した。
　　　代用したのは、タルクの製造工程とほとんど同じプロセスで生産される炭酸カルシウムの製造工程データである。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

24,271

合計

資源エネルギー
24,408

区分

（原料分）

合計

（原料分）
工程エネルギー
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資料３６
製品名：PPF成形品
公開情報シート名称：PPフィラーシートの加工　　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業４社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 14,155 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

PPFシート PPF成形品
1.558 1.000

工程エネルギー 製造工程 10,547
(当該工程分） 再生工程 －

成形 共通部門 783
102,997

固形廃棄物
0.008 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

トリミング屑等 工程排出（原料分） 3.004 3.095
0.550 工程排出 製造工程 0.447 0.504

(当該工程分） 再生工程 － －
共通部門 0.035 0.038

再生材 3.486 3.637
再生工程 0.548

注：本工程では再生材を使用していないため、エネルギー、CO2、ＧＨＧ
固形廃棄物 　　 とも計上しない再生工程は計上しない。
0.002 ＜参考：再生工程＞　　製品ｔ当たりに対応した数値

工程エネルギー ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量
1,707 0.072 0.082

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

区分

38,016

53,651

合計

再生工程

合計

資源エネルギー

工程エネルギー
（原料分）

（原料分）
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資料３７
製品名：OPS成型品
公開情報シート名称：二軸延伸PSシートの加工　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：全国プラスチック食品容器工業組合の会員企業３社の2009年または  分析㈱産業情報研究センター（WIC）
　　　　　　　　　年度実績に基づく加重平均値。
対象製品量： 41,536 トン

エネルギー・資源消費
＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ

OPSシート OPS成形品
1.264 1.000

工程エネルギー 製造工程 8,148
(当該工程分） 再生工程 －

成形 共通部門 59
8,208

固形廃棄物
0.0007 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

トリミング屑等 工程排出（原料分） - -
0.263 工程排出 製造工程 0.345 0.389

(当該工程分） 再生工程 － －
共通部門 0.004 0.004

再生材 0.349 0.393
再生工程 0.262

注：本工程では再生材を使用していないため、エネルギー、CO2、ＧＨＧ
固形廃棄物 　　 とも計上しない再生工程は計上しない。
0.001 ＜参考：再生工程＞　　製品ｔ当たりに対応した数値

工程エネルギー ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量
1,986 0.084 0.095

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：OPSフィルムのデータは得られなかったため計算していない。

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

再生工程

-
（原料分）

-
（原料分）

区分

合計

資源エネルギー

合計

工程エネルギー
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資料３８
製品名：PETシート
公開情報シート名称：PETシートの製造　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：PETトレイ協議会の会員企業１４社の2009年または年度実績に基づく加重平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 113,847 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
-
-

原料PET PETシート -
1.222 1.000 -

工程エネルギー 製造工程 8,117
(当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
シート製造 8,117

エッジトリム等・不合格品
0.195 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

スクラップ ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.027 工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.344 0.388
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.344 0.388

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、再生工程および共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に再生工程

　　　および共通部門の分が一部含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：原料PETには未使用PET、再生原料、エッジトリム等があり、目的生産物のグレードなどによって投入比率が異なるため、投入比率に応じてのLCI計算
　　　する必要がある。
注５：固形廃棄物の処理比率（スクラップ等の発生比率は製品１に対して22.2％）
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 98.0%
不明 2.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

合計

区分

合計

資源エネルギー
（原料分）
工程エネルギー
（原料分）
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資料３９
製品名：PET成形品
公開情報シート名称：PETシートの加工　　非発泡品 （社）プラスチック処理促進協会・樹脂加工インベントリ調査
データの性質：PETトレイ協議会の会員企業１８社の2009年または年度実績に基づく加重平均値  分析㈱産業情報研究センター（WIC）

対象製品量： 55,074 トン
エネルギー・資源消費

＜図中の単位：ｔ＞ 　　　　　単位：MJ／製品ｔ
-
-

PETシート PET成形品 -
1.420 1.000 -

工程エネルギー 製造工程 11,348
(当該工程分） 再生工程 -

共通部門 -
成形 11,348

打抜スクラップ・不合格品
0.380 ＣＯ２、ＧＨＧ排出量 　　　　　　　単位：／製品ｔ

ＣＯ２排出量 ＧＨＧ排出量

スクラップ ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

0.040 工程排出（原料分） - -
工程排出 製造工程 0.482 0.543
(当該工程分） 再生工程 - -

共通部門 - -
0.482 0.543

注１：工程エネルギー、ＣＯ２、ＧＨＧ排出量の表で、共通部門に係るユーティリティ使用量が分割できないケースがあり、結果的に製造工程に共通部門が含まれている。
注２：工程エネルギー、ＣＯ２およびＧＨＧの計算において、消費電力（kWh）、消費燃料（Ｌ、kg）等のデータは同一のデータを使っている。
注３：ただし、ＧＨＧ係数は下記出典のデータを用いているため、工程エネルギーとＣＯ２は連動しているが、消費エネルギーとGHGは連動していない。

注４：固形廃棄物の処理比率（スクラップ等の発生比率は製品１に対して42.0％）
　　　　下記リサイクルはＭＲ（マテリアルリサイクル）またはＣＲ（ケミカルリサイクル）として処理されている比率。

焼却 0.0%
埋立 0.0%
リサイクル 95.0%
不明 5.0%

◎エネルギー・ＣＯ２の計算に使用したデータ

　○「石油化学製品のLCIデータ調査報告書（2009年3月）」社団法人プラスチック処理促進協会
　○工業用水、上水はJEMAI-LCApro　ver2.1.2
　○GHGの計算に使用したデータ ：カーボンフットプリント制度・共通原単位ver3.0を用いて計算。

区分

合計

資源エネルギー

（原料分）

合計

（原料分）
工程エネルギー
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2‐4）総括資料・基礎データ 

表４ 計算結果総括表 

成形工程の
共通部門

FSE プロセス ＣＯ２ ＧＨＧ プロセス ＣＯ２ ＧＨＧ FSE プロセス 合計 ＣＯ２ ＧＨＧ

MJ MJ ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ MJ ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ MJ MJ MJ ｔ-ＣＯ２ ｔ-ＣＯ２ｅ

1 ごみ袋（透明） インフレーション LDPE ／ｔ 46,180 26,176 1.520 1.533 6,310 0.268 0.302 46,180 32,486 78,666 1.788 1.835 含む

2 ごみ袋（半透明） インフレーション HDPE ／ｔ 42,899 20,732 1.232 1.235 8,037 0.342 0.385 42,899 28,768 71,668 1.573 1.620 含む

3 規格袋 インフレーション LDPE ／ｔ 49,151 27,861 1.618 1.631 7,697 0.325 0.368 49,151 35,557 84,709 1.943 1.999 含む

4 レジ袋 インフレーション HDPE ／ｔ 44,640 21,573 1.282 1.285 7,170 0.304 0.343 44,640 28,743 73,383 1.585 1.628 含む

5 LL・LDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション LDPE/LLDPE ／ｔ 49,700 28,171 1.636 1.649 8,510 0.358 0.408 49,700 36,681 86,381 1.994 2.058 含む

6 HDPEフィルム・チューブ原反 インフレーション HDPE ／ｔ 48,572 23,473 1.395 1.398 9,470 0.399 0.454 48,572 32,943 81,515 1.794 1.853 含む

7 IPPフィルム・チューブ原反 インフレーション PP ／ｔ 46,596 25,518 1.508 1.515 6,518 0.276 0.311 46,596 32,036 78,631 1.784 1.827 含む

8 LL・LDPE多層フィルム原反 共押出 LDPE/LLDPE ／ｔ 46,197 26,186 1.521 1.533 11,128 0.471 0.532 46,197 37,314 83,510 1.992 2.065 含む

9 CPPフィルム全般 キャスティング PP ／ｔ 48,963 26,814 1.584 1.592 10,423 0.506 0.549 48,963 37,238 86,201 2.090 2.142 含む

10 OPPフィルム全般 二軸延伸 PP ／ｔ 46,967 25,721 1.520 1.527 19,240 1.013 1.110 46,967 44,961 91,927 2.532 2.637 含む

11 表面処理品（基材フィルム） フィルム基材の表面処理（アンカー法） － ／ｍ － － － － 1.129 0.000058 0.000070 － 1.129 1.129 0.000058 0.000070 含まず

12 印刷品（基材フィルム） フィルム基材の印刷 － ／ｍ － － － － 0.486 0.000025 0.000028 － 0.486 0.486 0.000025 0.000028 含まず

13 エクストルージョンコーティング － ／ｍ － － － － 0.783 0.000040 0.000043 － 0.783 0.783 0.000040 0.000043 含まず

14 サンドラミネーション － ／ｍ － － － － 0.692 0.000034 0.000037 － 0.692 0.692 0.000034 0.000037 含まず

15 ドライラミネーション － ／ｍ － － － － 0.510 0.000025 0.000028 － 0.510 0.510 0.000025 0.000028 含まず

16 ノンソルベントラミネーション － ／ｍ － － － － 0.153 0.000007 0.000007 － 0.153 0.153 0.000007 0.000007 含まず

17 ラミネート（ロール） スリット － ／ｍ － － － － 0.055 0.000002 0.000003 － 0.055 0.055 0.000002 0.000003 含まず

18 ラミネート加工品（パウチ） 製袋 － ／千袋 － － － － 51 2.153 2.432 － 51 51 2.153 2.432 含まず

19 フレコン製造（原料糸） 糸製造 PP ／ｔ － － － － 11,185 0.474 0.534 － 11,185 11,185 0.474 0.534 含まず

20 フレコン製造（織加工品） 織加工 PP ／ｔ － － － － 9,113 0.386 0.435 － 9,113 9,113 0.386 0.435 含まず

21 フレコン製造（ラミネート品） ラミネーション（フレコン加工） PP ／ｔ － － － － 6,349 0.269 0.303 － 6,349 6,349 0.269 0.303 含まず

22 シート製造（原料糸） 糸製造 PE ／ｔ － － － － 9,127 0.386 0.436 － 9,127 9,127 0.386 0.436 含まず

23 シート製造（織加工品） 織加工 PE ／ｔ － － － － 8,633 0.366 0.412 － 8,633 8,633 0.366 0.412 含まず

24 シート製造（ラミネート品） ラミネーション（シート加工） PE ／ｔ － － － － 7,564 0.320 0.361 － 7,564 7,564 0.320 0.361 含まず

25 粘着素材製造（粘着原料糸） 糸製造 PE ／ｔ － － － － 16,608 0.703 0.793 － 16,608 16,608 0.703 0.793 含まず

26 粘着素材製造（織加工品） 織加工 PE ／ｔ － － － － 22,696 0.961 1.084 － 22,696 22,696 0.961 1.084 含まず

27 粘着素材製造（ラミネート品） ラミネーション（粘着加工） PE ／ｔ － － － － 7,837 0.332 0.374 － 7,837 7,837 0.332 0.374 含まず

28 インジェクション（射出）成形品の製造 射出成形 － ／ｔ － － － － 29,183 1.239 1.398 － 29,183 29,183 1.239 1.398 含まず

29 ブロー（中空）成形品の製造 中空成形 － ／ｔ － － － － 26,752 1.156 1.302 － 26,752 26,752 1.156 1.302 含まず

30 EPS成形品全般の製造（ブロックを除く） 発泡成形 EPS ／ｔ 47,163 30,361 1.965 1.976 60,588 3.420 3.683 47,163 90,949 138,112 5.385 5.660 含む

31 押出シート成形（ＰＳＰ） PS ／ｔ 45,786 27,659 1.880 1.887 7,093 0.300 0.339 45,786 34,752 80,539 2.181 2.226 含む

32 トレイ成形（ＰＳＰ） PSP ／ｔ 56,575 34,177 2.695 2.750 12,330 0.524 0.590 56,575 46,506 103,081 3.218 3.340 含む

33 押出シート成形（ＨＩＰＳ） HIPS ／ｔ 18,352 11,338 0.772 0.776 7,685 0.331 0.371 18,352 19,023 37,374 1.103 1.148 含む

34 シートの加工（ＨＩＰＳシート） HIPS ／ｔ 22,482 23,304 1.352 1.406 4,138 0.181 0.203 22,482 27,442 49,924 1.533 1.608 含む

35 押出シート成形（ＰＰＦ） PP、滑剤 ／ｔ 24,408 24,271 1.496 1.500 10,175 0.433 0.487 24,408 34,446 58,854 1.929 1.987 含む

36 シートの加工（ＰＰＦシート） PPF ／ｔ 38,016 53,651 3.004 3.095 11,330 0.482 0.542 38,016 64,981 102,997 3.486 3.637 含む

37 シートの加工（ＯＰＳシート） OPS ／ｔ － － － － 8,208 0.349 0.393 － 8,208 8,208 0.349 0.393 含む

38 押出シート成形（ＰＥＴ） PET ／ｔ － － － － 8,117 0.344 0.388 － 8,117 8,117 0.344 0.388 含む

39 シートの加工（ＰＥＴシート）　 PET ／ｔ － － － － 11,348 0.482 0.543 － 11,348 11,348 0.482 0.543 含む

ラ
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加
工
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ラミネート加工品

型
物
成
形

シ
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ト
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び
シ
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ト
成
形
品

原反シート製造および成形品（発泡品）

原反シート製造および成形品（非発泡品）

原料樹脂 成形工程 総合計

含む・
含まず
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ン
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ー
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ム

Ｔ
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№ 分類 製造プロセス名 成形加工技術 主原料 単位

 



 

 １０４ 

＜プラスチック処理促進協会作成＞ プラスチック製品（39データ） 
公開用整理

番号
名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲

JP212004
ラミネート加工品／基材フィルムの表面処理（アンカー

法）
ｍ 7.03E-02

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212005 ラミネート加工品／基材フィルムの印刷 ｍ 2.76E-02
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212006
ラミネート加工品／ラミネーション（エクストルージョン

コーティング）
ｍ 4.32E-02

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212007 ラミネート加工品／ラミネーション（サンドラミネーション） ｍ 3.73E-02
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212008 ラミネート加工品／ラミネーション（ドライラミネーション） ｍ 2.79E-02
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212009
ラミネート加工品／ラミネーション（ノンソルベントラミネー

ション・無溶剤ラミネーション)
ｍ 7.44E-03

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212010
ラミネート加工品／袋（パウチ）用スリット品巻き取りロー

ル
ｍ 2.66E-03

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212011 ラミネート加工品／袋（パウチ）製造 千袋 2.43E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212012
ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用原料糸の

製造
kg 5.34E-01

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212013
ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品

の製造
kg 4.35E-01

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212014
ラミネート加工品／フレキシブルコンテナー用織加工品

のラミネーション
kg 3.03E-01

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212015 ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の原料糸製造 kg 4.36E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212016
ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品製

造
kg 4.12E-01

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212017
ラミネート加工品／フラットヤーン（シート）の織加工品の

ラミネーション
kg 3.61E-01

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212018 ラミネート加工品／粘着原料糸の製造 kg 7.93E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212019 ラミネート加工品／粘着織加工品の製造 kg 1.08E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212020 ラミネート加工品／粘着織加工品のラミネーション kg 3.74E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212021 インジェクション（射出）成形品の製造 kg 1.40E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212022 ブロー（中空）成形品の製造 kg 1.30E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212023 二軸延伸PSシートの加工　非発泡品 kg 3.93E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212024 PETシートの製造　非発泡品 kg 3.88E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP212025 PETシートの加工　非発泡品 kg 5.43E-01
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）
成形加工プロセス

JP312005 PSPシート kg 2.23E+00
（社）プラスチック処理促進協会「樹脂加工におけるインベントリ調査（2009-2010）」において発泡ス

チレンシート工業会から提供を受けたデータ

採掘～輸入～石油精製～原料

製造～樹脂製造～シート製造

JP312014 インフレーション成形によるLDPE製ごみ袋（透明） kg 1.83E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312015 インフレーション成形によるHDPE製ごみ袋（半透明） kg 1.62E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312016 インフレーション成形によるLDPE製規格袋 kg 2.00E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312017 インフレーション成形によるHDPE製レジ袋 kg 1.63E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312018 インフレーション成形によるLL・LDPE製チューブ原反 kg 2.06E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312019 インフレーション成形によるHDPE製チューブ原反 kg 1.85E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312020 インフレーション成形によるPP製チューブ原反 kg 1.83E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312021
インフレーション成形によるLL・LDPE製共押出多層フィ

ルム原反
kg 2.06E+00

社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312022 未延伸ポリプロピレンフィルム（CPPフィルム） kg 2.14E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312023 二軸延伸ポリプロピレンフィルム（OPPフィルム） kg 2.64E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312024 ビーズ法発泡ポリスチレンによる型物成形品 kg 5.66E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312025 ポリスチレンペーパー（発泡性）製トレー（PSPトレー） kg 3.34E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312026 押出成形によるハイインパクトPSシート（非発泡品） kg 1.15E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312027 ハイインパクトPSシートの成形品（非発泡品） kg 1.61E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312028 押出成形によるPPフィラーシート（非発泡品） kg 1.99E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工

JP312029 PPフィラーシートの成形品（非発泡品） kg 3.64E+00
社団法人プラスチック処理促進協会

“樹脂加工におけるインベントリデータ調査報告書＜更新版＞第二版”，（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～原・

燃料精製コンビナート～原料モノ

マー・原料樹脂製造～成形加工



 

 １０５ 

＜ナイロンフィルムＣＦＰ検討会作成＞ ナイロン６フィルム 

 

1．対象製品 

  ・２軸延伸ナイロンフィルムのプレーン（フラットなフィルム）とし、1 次スリッター後の製品を対象

とした。２次スリッター後の製品は対象としていない。以下、ナイロンフィルムと記す。 

・原料樹脂：ナイロン６樹脂 

 

2．計算の対象範囲 

 計算の対象範囲を図１に示した。本分析では、天然資源の採掘・採取から原料樹脂であるナイロン６樹脂

の製造までと、同フィルムの製造を合わせた範囲を対象に、ナイロンフィルム製造における資源消費、エネ

ルギー消費、CO2負荷およびGHG排出量を計算する。計算の内容は、同図中に示したとおりである。 

  

 

図１ 計算範囲 

 

3．データ収集のシステム境界と対象製品 

 図２に、ナイロンフィルムの LCI データ収集に際して設定したシステム境界を示す。フォアグランドデ

ータとして収集したのは、ナイロンフィルム製造工程を対象とするユニットプロセスのGate to Gateデータ

であるが、計算はバックグランドデータを用いて天然資源の採掘・採取からナイロンフィルム製造までを対

象に行った。したがって、データとしてはCradle to Gateデータとなっている。 

フォアグランドデータの調査項目は、図２に示したとおりである。動力プラント（自家発電力・蒸気の製造）

はナイロンフィルム製造設備のシステム境界内と仮定し、境界の外部から投入されるものは自家発による電

力（kWh）や蒸気（ｔ）ではなく、燃料とした。 
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図２ 収集データ（ナイロン６フィルム製造のユニットプロセス）のシステム境界 

 

4．データ収集および計算の前提 

表１に、計算に使用したデータと出典を示す。データ収集および計算の前提は、以下のとおりである。 

 

4. 1 データ収集項目 

① データは単位重量当たりの原単位データではなく、2009年の暦年または年度の生産実績に基づくもの

を収集する。 

② ナイロンフィルムメーカ５社の国内生産工場を対象とするデータとし、全社がデータを開示したデー

タから加重平均データを算出する。 

③ 収集データは下記の項目とし、いずれも測定値か測定値から配賦したデータとする。配賦に当たって

は、まずプロセス分割しないで済む方法を選択することとし、止むを得ず分割する場合は重量比で配

賦したデータを開示するものとする。 

・ ナイロンフィルム生産における原材料投入量、製品生産量、有効利用される副産物、固形廃棄物等

の物質収支データ 

・ 電力、蒸気、燃料、用水、作業用空気等のユーティリティ、生産設備で使用する機械油。 

・ 上記ユーティリティにおいて、電力の内自家発および蒸気は使用する燃料を他の消費燃料量と一緒

にまとめて開示しても構わないものとする。また、用水のうち井戸水、河川水等の汲み上げに要

するポンプの消費電力、作業用空気の受給に伴うコンプレッサーの消費電力も製造工程の消費電

力として合算して開示しても構わないものとする（実質的に配賦すなわちアロケーションできな

い場合が多いため）。 

・ 料消費由来以外で二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロ

カーボン、六ふっ化硫黄が、ナイロンフィルムの生産に係るものとして排出されている場合は、

回答対象とする。負荷はあるが、量が把握できない場合は、ＮＡ回答とする。 

・ 企業活動・サービス（人事、財務、広報、経営、研究開発、環境部門、出張など）は計算の対象と

しない。環境対策設備の消費エネルギー等は計算に含めておらず、負荷は処理後負荷ではなく、

実負荷（計算値）として計上する。 

・ 間接部門・共通部門は計算の対象に含める。具体的には、事務所、厚生施設等を対象とするが、工

場の風呂、食堂等は施設のあるところとないところがあるなど、条件が一定しないため、計算の

対象から除外した。また、工場内の照明のうち生産工場の照明は通常、製膜工程に含めて回答す

るものとし、屋外照明は共通部分に含めて回答するものとする。 

  

4. 2 計算の前提 

① 本分析において、収集データの前提・性質はデータ開示者と事前に協議し適正なデータが得られるよ

うに努めた。また、収集後、個別データを単位重量当たりの原単位データに換算し、イレギュラーな
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値の有無を確認するとともに、その適否についてデータ開示者に再確認している。しかし、本データ

の作成者（分析者）は開示されたデータそのものの適否を判断する術を有していない。その点は、デ

ータ開示者との信頼関係がベースとなっており、データ収集項目の検討・協議、収集データの検討・

協議を行うことによって一定レベル以上のデータ精度を確保できるものと考える。 

② 同上の意味において、ナイロンフィルムの製造工程のデータについては、データ提供者が責任を持て

る範囲であり、それを処理するデータ作成者も一定のレベルにおいて責任を持てる範囲であると考え

る。その他のデータは、当該業界が公開しているデータまたは統計を十分吟味して使用する意味にお

いて責任を持つことができるが、データそのものの是非等については責任を持てる範囲を超えている

ものと言わざるを得ない。ただし、今回の計算においては、原料フローにおいて遡及計算上、必要と

なるデータのうち、資源の採掘・採取および原・燃料の供給源となる石油精製コンビナートのデータ、

用水関係のデータを除くと、同じ手法と考え方で構築されたデータを使用している。 

③ インフラ、生産設備等のハードの生産、建設に伴う消費エネルギー・環境負荷、土地の利用、人間に

ついては計算の対象としない。 

④ 生産に使用される原材料は原則的にすべてデータ収集するものとするが、実質的にデータとして収集

することが困難な場合、総投入量の5％未満のものは計算の対象から除外する。 

⑤ 原料樹脂データは、社団法人プラスチック処理促進協会がＣＦＰ中間原単位として提出したデータに、

公共電力等の基準を合わせて再計算したものを使用した。 

⑥ 再生原料樹脂を使用している場合、再生に要する電力、再生時の負荷を計算する。 

⑦ 自家発は、原則的に自社の実績データを収集する。実績データの収集、アロケーションができない事

情がある場合は、石油化学業界のアベレージデータを使用する。 

⑧ 再生原料に利用されるものは、どのような再生原料に使用されるのかについて、マテリアルリサイク

ル（ＭＲ）、ケミカルリサイクル（ＣＲ）、エネルギー回収（ＥＲ）、その他の利用に分けてデータ

を整理する。 

⑨ 固形廃棄物等の処理に伴うエネルギー等は、自社で行っている場合も外部に処理を委託している場合

も、原則として計算に含める。ただし、本データにおいては、外部に処理を委託している固形廃棄物

は、製品1に対して5%に満たないため、カットオフの対象として、外部での処理に伴うエネルギー等

は計算せず、処理前の発生量を提示する。 

⑩ 固形廃棄物以外の排水処理・大気処理 

⑪ カーボンオフセットによる削減効果は、計算の対象外とする。 

⑫ グリーン電力証書に基づく削減効果は、計算の対象外とする。 

⑬ 炭素固定期間に関わらず、固定の効果は、計算の算定対象外とする。 

⑭ 再生可能なバイオ由来のCO2は、計算の対象外とする。 

⑮ ナイロンフィルムの生産工程の電力、環境負荷等は、すべて製品である 2 軸延伸ナイロンフィルムに

負わせて計算する。 
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表１ 計算に使用したデータと出典 

№ 区 データ名 文献名 年次 

１ Ｂ 
公共電力 
CO2 

ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 
：財団法人電力中央研究所 

2000年３月 

２ Ｂ 公共電力 SOX，NOX 
環境とエネルギー（2000年改定版）：電気事業連合
会 

2000年 

３ Ｂ 
公共電力 
消費ｴﾈﾙｷﾞ  ー

電力需給の概要・平成18年度（2005年実績） 
：通商産業省資源エネルギー庁公益事業部編 

2006年度 

４ Ｂ 石油製品 
石油製品油種別ＬＣＩ作成と石油製品環境影響評価
報告書：(財)石油産業活性化センター 

2000年３月 

５ Ｂ 天然ガス・石炭 
石油，ＬＮＧおよび石炭のＬＣＡ手法による比較に
関する調査報告書：(財)石油産業活性化センター 

1999年３月 

６ Ｂ 資源採掘・輸送 
各種資料をベースに産業情報研究センターが作成し
たデータ及び CO2 換算量共通原単位データベース
ver. 3.0を使用 

－ 

７ 
 

Ｂ 
自家発，蒸気 
（コジェネ） 

石油化学製品のＬＣＩデータ調査報告書：(社)プラ
スチック処理促進協会のコジェネのデータとデータ
開示企業の実績データを並行使用 

1999年７月 
2009 年度実
績 

８ Ｂ 上水、工業用水 JEMAI-LCA pro ver2.1.2 － 

９ Ｆ ナイロン6樹脂の製造 
ポロアミド樹脂のLCI分析報告書：ポリアミド樹脂
技術研究会 

2004年10月 

10 Ｆ 
ナイロン 6 フィルムの
製造 

ナイロン６フィルム製造メーカ５社の実績データ 
2009 年度実
績 

11 Ｆ 各種GHG係数 CO2換算量共通原単位データベースver. 3.0 2011年3月 

注：「区」のＢはバックグランドデータ，Ｆはフォアグランドデータ。 

 

5．データ作成手順 

 データは、以下の手順で収集し、作成した。 

 

① データ開示者と協議し、データ収集項目、収集データの前提、アロケーションを要する場合、重量

比で行うことの確認を行うほか、共通部門にどこまで含むか等についても協議し、共通認識を形成

する。 

② 以上を踏まえたデータ収集フォーマットを作成する。 

③ 収集データについて、総合計、加重平均値を算出して検討すると同時に、個々の原単位データを作

成してイレギュラーな回答についてデータ開示者に先確認する。 

④ 以上を踏まえて、最終データとする。 

 

6．データ特性 

 ・代表性：ナイロンフィルムメーカ全社が年間生産実績に伴うデータを開示している。 

 ・時間性：2009年生産実績 

 ・品 質：データ品質チェック表（表２）を参照されたい。 
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表２ データ品質チェック表 

スコア 1 2 3 4 5

実測に基づき作成された

データ

物理的・化学的な理論に

基づきモデル化し、作成さ

れたデータ。もしくは、統

計等を利用して副原料の

投入等も考慮されたデー

タ

仮定に基づきモデル化

し、作成されたデータ

仮定によるデータ（例：産

業界の専門家による推

定）; データは理論的情報

より入手。（化学量論やエ

ンタルピーなど）

推定データ。

・ナイロンフィルム生産工程

は、実測によるデータ。

・それ以外は、統計および当

該業界が作成・公開してい

るデータを使用している。

対象製品におけるほぼ全

ての生産量データを代表

しているデータ

50%以上の対象製品の生

産量を代表しているデー

タ

数十％程度を代表してい

るデータ。 (<<50%)  もしく

は、50% 以上であるが、

季節変動などが平準化さ

れていない

1サイトの代表データ。も

しくは、いくつのサイトで

あっても短い期間での

データ

どこを代表しているか不

明なデータ。もしくは、ごく

少数のサイトから短期間

のデータ

・対象製品生産量に対して

実質的に100％のデータ

（メーカ全社がデータを開

示）を収集している。

基準年(2010)より新しい、

もしくは3年以内のデータ

基準年(2010)より6年以

内のデータ

基準年(2010)より10年以

内のデータ

基準年(2010)より15年以

内のデータ

基準年(2010)より15年以

上、もしくは不明のデータ

・２００９年の暦年または年

度の生産実績データであ

る。

対象地域におけるデータ 対象地域を含みつつも、

対象地域よりも大きな地

域での平均データ

対象地域よりも狭い範囲

でのデータ

不明データ。もしくは、異

なった地域のデータ

・ナイロンフィルムメーカ全

社の国内生産工場の生産

実績データである。

対象製品を生産する全て

の技術のデータにより作

成されている

対象製品の主要な生産技

術でデータを作成してお

り、一部の生産技術が考

慮されていない

対象製品の一部の生産

技術のデータのみで作成

されており、主要な生産

技術が考慮されていな

い。もしくは、同じ技術で

あっても研究室レベルの

もの

対象製品の生産技術は

研究室レベルでの異なっ

た技術によるもの

・ナイロンフィルムメーカ全

社の商業的に稼働してるプ

ラントであり、市場性（量産・

実機）・汎用性があるデー

タ。

上段：ペディグリーマトリックスによる品質判断基準
下段：判断基準をより明確にするための例示

技
術

面
で

の
評

価
信

頼
性

の
評

価
代

表
性

の
評

価
時

間
面

で
の

評
価

地
理

面
で

の
評

価

 

 

＜ナイロンフィルムCFP検討会作成＞　プラスチック製品（1データ）

公開用整理
番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源（当該製品・サービスを産
出するプロセス）

原単位の範囲

JP312030 ナイロンフィルム kg 6.31E+00

ナイロン６フィルムのＬＣＩ分析報
告書（2009年実績ベース）　2011
年６月　（分析者：株式会社産業
情報研究センター：ナイロンフィ
ルムメーカ５社のデータ開示に基
づくもの）

資源の採掘・採取輸入～石
油精製～石油化学（原料樹
脂のモノマーおよびポリマー
の製造まで）～フィルム成形

 



 

 １１０ 

＜ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会作成＞ プラスチック製品 

 

1．調査対象製品 

ＰＥＴボトルのインベントリデータは、これまで、ボトルメーカが製造して飲料メーカに供給するボトル

を対象にＬＣＩデータを収集し、国産ＰＥＴボトルのインベントリデータとして加重平均値を作成、公開し

てきた。しかし、近年、ＰＥＴボトル入り清涼飲料の約半数が、飲料メーカでのボトルの製造となるアセッ

プティック充填ボトルとなり、ＰＥＴボトルの需給構造は図１に示すように変化してきた。そこでＰＥＴボ

トルリサイクル推進協議会は、ボトルメーカに加え、飲料メーカの生産するボトルも含めた代表性のある国

産ＰＥＴボトルのＬＣＩデータとするため調査を行った。 

海 外 国 内

bottle

ボトル用
樹脂

インジェクション

ブ ロ ー

充 填

飲料メーカ

出荷

出荷

preform

resin

ボトル用
樹脂

ボトル
メーカ

プリフォーム
メーカ

Injection & blow

resin

resin

resin

preform

充 填

resin

resin

bottle

preform

Injection

 
図１ ボトル用樹脂およびＰＥＴボトルの需給構造 

 

表１に、調査対象製品を整理した。本調査では、耐熱用の 2000ｍｌ相当、500ｍｌ相当、350ｍｌ相当、

炭酸用の1500ｍｌ相当、500ｍｌ相当、アセプティック用の2000ｍｌ相当、500ｍｌ相当の合計７種類のボ

トルについて、それぞれプリフォーム成形工程およびブロー工程のデータを収集し、これらの国産品のアベ

レージデータ（加重平均値）を算出した。「相当」と表記したのは、例えば500ｍｌでは350ｍｌのものを含

めてデータを収集しているためである。 

 

表１ ＬＣＩデータ構築の対象製品（実施年次：2011年） 

データ：2009年（暦年また年度実績） 

プリフォーム ＰＥＴボトル
耐熱用2000ml相当 耐熱用2000ml相当

耐熱用 500ml相当 耐熱用 500ml相当

耐熱用 350ml相当 耐熱用 350ml相当

炭酸用1500ml相当 炭酸用1500ml相当

炭酸用 500ml相当 炭酸用 500ml相当

アセプティック2000ml相当 アセプティック2000ml相当

アセプティック 500ml相当 アセプティック 500ml相当

対象製品

 

 

2．調査の範囲 

 図2、図3に、ＬＣＩデータの内容を２つの視点で示した。図2は、社会システムの中での「Cradle to Grave」、

「Cradle to Gate」、「Gate to Gate」データの位置づけである。図3は、「Gate to Gate」データの連結構造

を示したものである。 
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リサイクル（循環）

資源 生産 消費 ごみ
中間
処理

最終
処分

地球

再生
処理

最終
処理

再生
資源

Cradle to Grave

Cradle to Gate Use Recovery・Disposal

Recycling

Gate to Gate

 

図2 社会的システムの中における各種ＬＣＩデータの位置づけ 

 

環境対策
設 備

ボトル生産
工 程

PET樹脂製造
プ ロ セ ス

環境対策
設 備

Unit-Process View

Gate to Gate View

(例えば，ダイレクト放出）

・環境負荷データ

処理後負荷

処理前負荷

環境対策設備のエネルギー・環境負荷を含める

環境対策設備のエネルギー・環境負荷は，結果的に計上されない

Unit-Process View

モノマー製造
プ ロ セ ス

Gate to Gate View

Unit-Process View

Gate to Gate View

環境対策
設 備

Gate to Gate View

 
注：ボトル生産工程は、プリフォーム成形工程、ブロー品成形工程から構成されている。 

図3 Gate to Gate データの連結構造 

 

 

図4に、本調査でエネルギー・環境負荷を計算する範囲を示した。全体的には資源の採掘・採取からＰＥ

Ｔボトルの生産までであり、いわゆる図2、図3に示した「Cradle to Gate」のデータを構築することとな

る。図中、二重枠はフォアグランドデータの収集対象であり、その他はバックグランドデータの収集対象で

ある。 
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石油化学コンビナート

天然資源
採掘・採取

天然資源
輸入

石油精製
モノマー
製造まで

ボトル用樹
脂製造まで

原料

プリフォーム成形
（射出成形工程）

ブローボトル成形
（中空成形工程）

ＰＥＴボトル
（延伸ブローボトル）

地球

注：二重枠はフォアグランドデータ、その他はバックグランドデータ  

図4 計算の範囲 

 

3．ＰＥＴボトルの成形プロセス 

図5に、飲料用ＰＥＴボトルの成形プロセスを示す。 

 

 

図5 飲料用ＰＥＴボトルの成形プロセス（出典：ＰＥＴボトル協議会） 

 

ＰＥＴボトルの成形プロセスは、概念的にはプリフォームを成形するインジェクション成形工程とプリフ

ォームを膨らませる延伸ブロー成形工程から構成されている。実際の生産ラインは両工程が連続した一貫生

産ラインとプリフォーム成形専用ライン、プリフォームを受け入れて膨らませる延伸ブロー成形専用ライン

など、目的によって分かれている。 

 

4．システム境界 

図６は、フォアグランドデータの収集に際して設定したシステム境界である。データは、プリフォーム成

形とブロー成形に分割して収集し、前掲図2、図3に示した「Gate to Gate」データとして収集すべくシス

テム境界を設定した。 
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受け入れ

乾燥

計量・配合

インジェク
ション

加熱

ブローボトル

ラベリング
等後工程

検査工程

梱包工程

倉庫（保管）

プリフォーム

出荷

◎インジェクション成形（プリフォーム）

◎ブロー成形（ボトル）

ボトル

原料樹脂

 

注：ラベリングは、ボトル成形工場内で行う場合と飲料メーカの充填工場で行う場合がある。 

図６ フォアグランドデータのシステム境界 

 

5．収集データ事項と前提 

 本調査で設定した収集データ項目と収集の前提は、以下のとおりである。 

 

①データは単位重量当たりの原単位データではなく、2009年の暦年または年度の生産実績に基づくもの

を収集する。 

②ＰＥＴボトルメーカおよびプリフォームメーカ、飲料メーカでのインラインを対象に国内生産工場の

データを収集する。 

③収集データは下記の項目とし、いずれも測定値か測定値から配賦したデータとする。 

③－１ ＰＥＴボトル生産における原材料投入量、製品生産量、製品生産本数、有効利用される副

産物、固形廃棄物等の物質収支データ。 

③－２ 電力、蒸気、燃料、用水、作業用空気等のユーティリティ。 

③－３ 固形廃棄物（工程から排出されるロス）。 

③－４ 燃料消費由来ではない、固形廃棄物以外の環境負荷。 

④収集データの前提およびデータ収集時の原則 

④－１ データ開示企業が社内データの収集に当たってアロケーションを必要とする場合、以下の

基準、手順、前提で行うこととする。 

ⅰ）まずプロセス分割しないで済む方法を選択する。 

ⅱ）止むを得ず分割する場合は、それぞれの工程の条件および特徴を加味して物理的基準で配

賦する。 

ⅲ）ただし、それぞれの工程の出入力バランスが確認できるようなデータとして提出すること

を前提条件とする。 

ⅳ）代替システムの導入や社会的・経済的基準での配賦手法は選択しないこととする。 

④－２ ユーティリティは、以下の前提、基準で回答を得るものとする。 

ⅰ）製造プロセスが設置されている工場内の照明・暖房等の消費エネルギーは回答対象とする

が工場事務所、食堂等、生産プロセスと直接係りのない間接部門の消費エネルギーは回答の

対象としない。 

ⅱ）製造サイトの大気系、排水系、固形廃棄物等の処理設備の消費エネルギー等は回答対象と

する。この際、製造ラインの回答に含めて回答しても構わないものとする。 

ⅲ）自家発電と蒸気ボイラは、これらをシステム境界の内側にあるものと仮定し、外部から供

給されるものを電力-kWh、蒸気-ｔではなく、所要燃料としてデータ収集する。この際、他

の消費燃料とまとめてデータを収集する。また、作業用空気はコンプレッサの所要電力とし

てデータを収集する。 

ⅳ）用水の使用量は生産ラインで消費しているものを回答対象とし、事務所および食堂の水は
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回答の対象から除外する。 

ⅴ）また用水に係る消費電力の回答に際して、工業用水、上水は受け入れ前に掛かる電力を除

き、場内での汲み上げおよび配送等におけるポンプの消費電力をプリフォーム成形あるいは

ブロー成形工程の電力の内数としてデータ収集する。井戸水を使用するケースも同様とする。 

④－３ 環境負荷事項は、以下の前提、基準で回答を得るものとする。 

ⅰ）環境負荷は処理後負荷として回答を得ることを原則とする。処理せずに放出されているも

のおよび処理を外部の処理業者に委託しているものは、放出量あるいは処理委託量そのもの

を環境負荷として回答する。 

ⅱ）燃料消費由来以外でＣＯ２、ＣＨ４（メタン）、Ｎ２Ｏ（一酸化二窒素）、ＨＦＣ（ハイドロ

フルオロカーボン）、ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）、ＳＦ６（六ふっ化硫黄）が、ＰＥＴ

ボトルの生産に係る負荷として排出されている場合、これらを回答対象とする。この際、負

荷はあるが、量が把握できない場合は、ＮＡ回答とする。 

ⅲ）固形廃棄物は、再生原料すなわちマテリアルリサイクル（ＭＲ）、ケミカルリサイクル（Ｃ

Ｒ）として有効利用されるものと、焼却、埋立されるものに分けてそれぞれ回答を得ること

とする。 

 

6．データ処理および計算の前提 

 以下、計算に際して設定した仮定・前提を整理した。 

 

①本分析において、収集データの前提・性質はデータ開示者と事前に協議し適正なデータが得られるよ

うに努めた。また、収集後、個別データを単位重量当たりの原単位データに換算し、イレギュラーな

値の有無を確認するとともに、その適否についてデータ開示者に再確認している。しかし、本データ

の作成者（分析者）は開示されたデータそのものの適否を判断する術を有していない。その点は、デ

ータ開示者との信頼関係がベースとなっており、データ収集項目の検討・協議、収集データの検討・

協議を行うことによって一定レベル以上のデータ精度を確保できるものと考えた。 

②同上の意味において、ＰＥＴボトル（延伸ブローボトル）の製造工程（プリフォーム成形工程および

延伸ブロー成形工程）のデータについては、データ提供者が責任を持てる範囲であり、それを処理す

るデータ作成者も一定のレベルにおいて責任を持てる範囲であると考えた。その他のデータは、当該

業界が公開しているデータまたは統計を十分吟味して使用しており、その意味において責任を持つこ

とができるが、データそのものの是非等については責任を持てる範囲を超えているものと言わざるを

得ない。ただし、今回の計算においては、原料フローにおいて遡及計算上必要となるデータのうち、

資源の採掘・採取および原・燃料の供給源となる石油精製コンビナートのデータ、用水関係のデータ

を除くと、同じ手法と考え方で構築されたデータを使用している。 

③インフラ、生産設備等のハードの生産、建設に伴う消費エネルギー・環境負荷、土地の利用、人間に

ついては計算の対象から除外した。 

④企業活動・サービス（人事、財務、広報、経営、研究開発、環境部門、出張など）は計算の対象とし

ない。 

⑤生産に使用される原材料は原則的にすべてデータ収集するものとしたが、実質的にデータとして収集

することが困難な場合、総投入量の３％未満のものは計算の対象から除外することにした。ただし、

結果的にカットオフルールを適用した項目はなかった。 

⑥原料樹脂データは、社団法人プラスチック処理促進協会がＣＦＰ共通原単位として提出したデータを

使用した。 

⑦再生原料樹脂を使用している場合、再生に要する電力、再生時の負荷を計算することとした。ただし、

結果的に、再生原料を使用する事例はみられなかった。 

⑧自家発電は、自ら使用している自社の実績データを収集するものとした。具体的には、蒸気ボイラを

含めて、所要電力、蒸気を得るのに必要な燃料の量として収集したデータで計算処理を行った。 

⑨工程から排出されるロスは、有効利用されるものと焼却、埋立されるものに分けてデータを収集した

が、プリフォーム成形およびブロー成形のエネルギー・環境負荷はすべて主目的生産物すなわちプリ

フォームとブロー成形品が負うものとし、有効利用されるものにはアロケーションしていない。 

⑩ボトルの生産工程では、固形廃棄物以外の排水系負荷、大気系負荷の発生はほとんどないことから、
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その処理に要するエネルギー・環境負荷は計算の対象から除外した。 

⑪カーボンオフセットによる削減効果、グリーン電力証書に基づく削減効果は、計算の対象外とした。 

⑫炭素固定期間に関わらず、炭素の固定の効果は計算の算定対象外とした。 

⑬再生可能なバイオ由来のCO2は、計算の対象外とした。 

 

7．データ処理・計算の手順 

データ処理と計算は、以下の手順で行った。 

①収集データをチェックし、イレギュラーと思われる回答についてデータ開示者に確認。 

②確認後データによって、消費原料（ｔ）、消費電力（kWh）、消費燃料（kg、l、㎥等）、用水（ｔ）な

ど回答全項目について、製品kg当たりの加重平均値を算出。 

③同上、加重平均値に基づいて、バックグランドデータでエネルギー・環境負荷（ＣＯ２排出量、ＧＨ

Ｇ排出量）を計算。 

④同上、計算結果について、データ開示者を含めて妥当性を検証。 

⑤報告書を作成 

また、データ処理作業の過程で多機能プロセスの存在が明らかになった場合、プロセスの細分化すなわち

配分は可能な限り回避することとし、それが困難な場合にはまず物理的な基準での配分を検討、次いで代替

システムの導入を検討、それでも配分が難しい場合には社会的基準や経済的な基準等の他の基準を検討する

こととした｡ 

 

ボトル１kg 当たりの計算は、以下の考え方と手順で行った（図７）。同図は、調査結果と遡及計算の手順

を示したものである。調査結果として示した「成形工程ⅰ」の投入原料であるボトル用樹脂Ｒkg と、「成形

工程ⅱ」の投入原料であるプリフォームＰkg は、ともに産出物 1kg の原料原単位である。したがって、遡

及計算結果に示したボトル１kgのボトル用樹脂Ｘkgは、ＲとＰの積によって得られる。 

この時、「成形工程ⅰ」の実際のデータは、プリフォーム成形工程（インジェクション）の収集データから

算出したプリフォーム１kg 当たりの原料原単位（加重平均値）である。一方、「成形工程ⅱ」のデータは、

ブローボトル成形工程（ブロー）の収集データから算出したボトル１kg当たりの原料原単位（加重平均値）

である。 

したがって、ボトル１kg 当たりの LCI データの算出において原料樹脂のエネルギー・環境負荷の遡及計

算は樹脂量「Ｒ×Ｐ」kgで行い、成形工程のエネルギー・環境負荷データは、ユニットプロセスとしての「成

形工程ⅱ」のデータと、同「成形工程ⅰ」のデータにＰを乗じて得たエネルギー・環境負荷データを加算し

て算出した。 

成形工程ⅰ
（プリフォームＡ ）

ボトル用樹脂

成形工程ⅱ
（ブローボトルＡ ）

プリフォーム ボトル

プリフォーム
Ｒkg １kg

Ｐkg １kg

Ⅰ 調査結果

成形工程ⅰ
＋

成形工程ⅱ
（ブローボトルＢ）

ボトル１kg
ボトル用樹脂

Ｘkg

Ⅱ 遡及計算結果

（インジェクション）

（ブロー）

Ｘ＝Ｒ ×
Ｐ
１－

 
注：プリフォームＡ①、ブローＡ③、ブローＢ④は、資料編の各表の表記を示す。 

図7 調査結果と遡及計算 
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8．調査結果 

 

8. 1 データの代表性 

 国内出荷本数をベースとするカバー率は不明であるが、ボトルおよびプリフォームの生産メーカの生産ラ

イン、飲料メーカにおけるインラインのデータも収集対象とした。国内の主要なボトルメーカおよび飲料メ

ーカはすべて本調査に参加している。したがって代表性は十分あるものと判断しており、ＰＥＴボトルの回

収リサイクルに伴う効果の分析やＰＥＴ製ボトルのカーボンフットプリント算定のための原単位データとし

て活用し得るデータであると判断している。 

 

8. 2 資源・エネルギー・環境負荷 

 本項では、ＰＥＴボトル用プリフォーム、ＰＥＴボトル用延伸ブロー成形工程、ＰＥＴボトル（延伸ブロ

ーボトル）の３つに分けて計算結果を表示した。計算に際して設定したシステム境界は、それぞれ図 8、図

9、図10の通りである。 

 

石油化学コンビナート

天然資源
採掘・採取

天然資源
輸入

石油精製
モノマー
製造まで

ボトル用樹
脂製造まで

原料

プリフォーム成形
（射出成形工程）

地球

注：二重枠はフォアグランドデータ、その他はバックグランドデータ

ＰＥＴボトル用プリフォーム

 

図8 ＰＥＴボトル用プリフォーム  （データのプリフォームＡ） 

 

注：二重枠はフォアグランドデータ、その他はバックグランドデータ

ブローボトル成形
（中空成形工程）

ＰＥＴボトル
（延伸ブローボトル）

ＰＥＴボトル用
プリフォーム

 
図9 ＰＥＴボトル用延伸ブロー成形工程   （データのブローボトルＡ） 

 

石油化学コンビナート

天然資源
採掘・採取

天然資源
輸入

石油精製
モノマー
製造まで

ボトル用樹
脂製造まで

原料

プリフォーム成形
（射出成形工程）

ブローボトル成形
（中空成形工程）

ＰＥＴボトル
（延伸ブローボトル）

地球

注：二重枠はフォアグランドデータ、その他はバックグランドデータ  

図10 ＰＥＴボトル（延伸ブローボトル）   （データのブローボトルＢ） 

 

 本項で示したデータは、対象としたＰＥＴボトルの全品種の加重平均値である。データ収集項目のうち、

環境負荷では、ＣＯ２、ＣＨ４、Ｎ２Ｏ、ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＳＯｘ、ＮＯｘ、固形廃棄物の９項目を対

象としたが、負荷のないものあるいは回答を得られなかったものについては割愛し、回答のあったものおよ
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びバックグランドデータによって電気、燃料等のエネルギー消費由来の負荷として計算できるものを表記の

対象項目とした。具体的にはCO2、CO2e、SOx、NOxおよび固形廃棄物の５項目である。 

 

<ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会作成>　プラスチック製品（計3データ）

公開用
整理番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP312031 ＰＥＴボトル用プリフォーム kg 2.30E+00

 資源の採掘・採取～
輸入～原・燃料精製コ
ンビナート～原料モノ
マー・原料樹脂製造～
成形加工品（ＰＥＴボ
トル製造）

JP212026
ＰＥＴボトル用延伸ブロー成形
工程

kg 9.86E-01

半加工製品（プリフォー
ム）を原料とする成形加
工プロセス

JP312032 ＰＥＴボトル（延伸ブローボトル） kg 3.34E+00

資源の採掘・採取～輸
入～原・燃料精製コンビ
ナート～原料モノマー・
原料樹脂製造～成形加
工品（ＰＥＴボトル製造）

ＰＥＴボトル協
議会、ＰＥＴボ
トルリサイクル
推進協議会ＰＥ
ＴボトルのＬＣ
Ａ分析調査報告
書（国産ＰＥＴ
ボトルのＧＨＧ
係数平均値の算
出），（20１１
年10月）
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＜日本ＰＥＴフィルム工業会作成＞ 透明な2軸延伸ＰＥＴフィルム 

 

1. 調査の対象製品 

ＬＣＩデータの算出に当たって、対象グレードは透明な２軸延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムと

した。以下、ポリエチレンテレフタレートをＰＥＴと記す。 

 

2. ＬＣＩデータの範囲 

図1、図2に、ＬＣＩデータの内容を２つの視点で示した。図1は、社会システムの中での「Cradle to Grave」、

「Cradle to Gate」、「Gate to Gate」データの位置づけである。図2は、「Gate to Gate」データの連結

構造を示したものである。 

リサイクル（循環）

資源 生産 消費 ごみ
中間
処理

最終
処分

地球

再生
処理

最終
処理

再生
資源

Cradle to Grave

Cradle to Gate Use Recovery・Disposal

Recycling

Gate to Gate

 

図1 社会的システムの中における各種ＬＣＩデータの位置づけ 

 

環境対策
設 備

フィルム
生産工程

PET樹脂製造
プ ロ セ ス

環境対策
設 備

Unit-Process View

Gate to Gate View

(例えば，ダイレクト放出）

・環境負荷データ

処理後負荷

処理前負荷

環境対策設備のエネルギー・環境負荷を含める

環境対策設備のエネルギー・環境負荷は，結果的に計上されない

Unit-Process View

モノマー製造
プ ロ セ ス

Gate to Gate View

Unit-Process View

Gate to Gate View

環境対策
設 備

Gate to Gate View

 

図2 Gate to Gate データの連結構造 

 

3. 本調査でＬＣＩデータの計算対象とした範囲 

図3に、本調査でＰＥＴフィルムのエネルギー・環境負荷を計算する範囲を示した。本分析では、天然資

源の採掘・採取から原料樹脂であるＰＥＴ樹脂の製造までと、同フィルムの製造を合わせた範囲を対象に、

ＰＥＴフィルム製造における資源消費、エネルギー消費、CO2負荷および GHG（地球温暖化ガス）排出量

を計算する。したがって、図3、図4に示した「Cradle to Gate」のデータを構築することとなる。図中、
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黄色の枠がフォアグランドデータの収集対象であり、その他はバックグランドデータ収集の対象範囲である。 

 

石油化学コンビナート

天然資源採
掘・採取

天然資
源輸入

石油精製
PTA他モ

ノマーまで
PET樹脂
製造まで

フィルム
製造

ユニットプロセスの平均データ※２

LCI累積平均
データ※４＝

原料樹脂までの累積平均データを連結※１

フィルム製造までの累積平均データ※３）

※１＋※２＝※３ ※４※３を資源エネルギー、消費エネルギー、環
境負荷、GHG排出係数に換算

注：資源エネルギーは資源消費量を意味し、資源の発熱量で示したもの。
 

図3 計算の範囲 

 

4. データ収集のシステム境界 

図５に、LCIデータ収集に際して設定したシステム境界を示す。 

注：再生原料Ｃは実際にはシステム境界外からの投入であるが、系内リサイクルの扱いと同じに計算する。
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図4 収集データ（ＰＥＴフィルム製造のユニットプロセス）のシステム境界 

 

図中に示したように、動力プラント（自家発電力・蒸気の製造）はＰＥＴフィルム製造設備のシステム境

界内にあるものと仮定し、境界の外部から投入されるものは自家発による電力（kWh）や蒸気（ｔ）ではな

く、燃料とした。 

 

5. ＰＥＴフィルムの成形プロセス 

図６に、ＰＥＴフィルムの成形プロセスを示す。同図のExtruder からWinding までの部分がＰＥＴフィ

ルムの成形プロセスとなる。 
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 注：AMPEFのwebsiteの図(http://www.ampef.com/technology2.html)を一部修正｡ 

図5 ＰＥＴフィルムの成形プロセス（概念図） 

 

6. 収集データ事項と前提 

 本調査で設定した収集データ項目と収集の前提は、以下のとおりである。 

 

①データは単位重量当たりの原単位データではなく、2010 年の暦年または年度の生産実績に基づくも

のを収集する。 

②ＰＥＴフィルムメーカの代表的な工場あるいは代表的な生産ラインではなく、透明な２軸延伸ＰＥＴ

フィルムを生産する全国内工場のデータを収集する。 

③収集データは下記の項目とし、いずれも測定値か測定値から配賦したデータとする。 

③－１ ＰＥＴフィルム生産における原材料投入量、製品生産量、製品生産本数、有効利用される

副産物、固形廃棄物等の物質収支データ。 

③－２ 電力、蒸気、燃料、用水、作業用空気等のユーティリティ。 

③－３ 固形廃棄物（工程から排出されるロス）。 

③－４ 燃料消費由来ではない、固形廃棄物以外の環境負荷。 

④収集データの前提およびデータ収集時の原則 

④－１ データ開示企業が社内データの収集に当たってアロケーションを必要とする場合、以下の

基準、手順、前提で行うこととする。 

ⅰ）まずプロセス分割しないで済む方法を選択する。 

ⅱ）止むを得ず分割する場合は、それぞれの工程の条件および特徴を加味して物理的基準で配

賦する。 

ⅲ）ただし、それぞれの工程の出入力バランスが確認できるようなデータとして提出すること

を前提条件とする。 

ⅳ）代替システムの導入や社会的・経済的基準での配賦手法は選択しないこととする。 

④－２ ユーティリティは、以下の前提、基準で回答を得るものとする。 

ⅰ）製造プロセスが設置されている工場内の照明・暖房等の消費エネルギーは回答対象とする

が工場事務所、食堂等、生産プロセスと直接係りのない間接部門の消費エネルギーは回答

の対象としない。 

ⅱ）製造サイトの大気系、排水系、固形廃棄物等の処理設備の消費エネルギー等は回答対象と

する。この際、製造ラインの回答に含めて回答しても構わないものとする。 

ⅲ）自家発電と蒸気ボイラは、これらをシステム境界の内側にあるものと仮定し、外部から供

給されるものを電力-kWh、蒸気-ｔではなく、所要燃料としてデータ収集する。この際、他

の消費燃料とまとめてデータを収集する。また、作業用空気はコンプレッサの所要電力と

してデータを収集する。 

ⅳ）用水の使用量は生産ラインで消費しているものを回答対象とし、事務所および食堂の水は

http://www.ampef.com/technology2.html
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回答の対象から除外する。 

ⅴ）また用水に係る消費電力の回答に際して、工業用水、上水は受け入れ前に掛かる電力を除

き、場内での汲み上げおよび配送等におけるポンプの消費電力をＰＥＴフィルム成形工程

の電力の内数としてデータ収集する。井戸水を使用するケースも同様とする。 

④－３ 環境負荷事項は、以下の前提、基準で回答を得るものとする。 

ⅰ）環境負荷は処理後負荷として回答を得ることを原則とする。処理せずに放出されているも

のおよび処理を外部の処理業者に委託しているものは、放出量あるいは処理委託量そのも

のを環境負荷として回答する。 

ⅱ）燃料消費由来以外でＣＯ２、ＣＨ４（メタン）、Ｎ２Ｏ（一酸化二窒素）、ＨＦＣ（ハイド

ロフルオロカーボン）、ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）、ＳＦ６（六ふっ化硫黄）が、Ｐ

ＥＴフィルムの生産に係る負荷として排出されている場合、これらを回答対象とする。こ

の際、負荷はあるが、量が把握できない場合は、ＮＡ回答とする。 

ⅲ）固形廃棄物は、再生原料すなわちマテリアルリサイクル（ＭＲ）、ケミカルリサイクル（Ｃ

Ｒ）として有効利用されるものと、焼却、埋立されるものに分けてそれぞれ回答を得るこ

ととする。 

 

7. データ処理および計算の前提 

以下、計算に際して設定した仮定・前提を整理した。また、表１に計算に使用したデータと出典を示した。 

①本分析において、収集データの前提・性質はデータ開示者と事前に協議し適正なデータが得られるよ

うに努めた。また、収集後、個別データを単位重量当たりの原単位データに換算し、イレギュラーな

値の有無を確認するとともに、その適否についてデータ開示者に再確認している。しかし、本データ

の作成者（分析者）は開示されたデータそのものの適否を判断する術を有していない。その点は、デ

ータ開示者との信頼関係がベースとなっており、データ収集項目の検討・協議、収集データの検討・

協議を行うことによって一定レベル以上のデータ精度を確保できるものと考えた。 

②同上の意味において、ＰＥＴフィルムの製造工程のデータについては、データ提供者が責任を持てる

範囲であり、それを処理するデータ作成者も一定のレベルにおいて責任を持てる範囲であると考えた。

その他のデータは、当該業界が公開しているデータまたは統計を十分吟味して使用しており、その意

味において責任を持つことができるが、データそのものの是非等については責任を持てる範囲を超え

ているものと言わざるを得ない。ただし、今回の計算においては、原料フローにおいて遡及計算上必

要となるデータのうち、資源の採掘・採取および原・燃料の供給源となる石油精製コンビナートのデ

ータ、用水関係のデータを除くと、同じ手法と考え方で構築されたデータを使用している。 

③エネルギー消費、ＣＯ２排出量、ＧＨＧ排出量等の計算は、以下によって行った。 

 ⅰ）ＰＥＴフィルムの製造に係るＬＣＩ分析を実施し、原材料消費、ユーティリティ（電力：kWh、 

燃料：L、kg、ｍ３等）等について集計、原単位を算出。 

 ⅱ）同上原単位に基づき、表１（計算に使用したデータと出典）に記載した諸係数で消費エネルギー、

資源エネルギー、ＣＯ２排出量等を計算。 

 ⅲ）ＧＨＧは、同じく、同上ⅰ）の原単位に基づき、「カーボンフットプリント試行事業用CO2換算

量共通原単位データベースver3.0」を用いて計算。 

④インフラ、生産設備等のハードの生産、建設に伴う消費エネルギー・環境負荷、土地の利用、人間に

ついては計算の対象から除外した。 

⑤企業活動・サービス（人事、財務、広報、経営、研究開発、環境部門、出張など）は計算の対象とし

ない。 

⑥生産に使用される原材料は原則的にすべてデータ収集するものとしたが、実質的にデータとして収集

することが困難な場合、総投入量の３％未満のものは計算の対象から除外することにした。ただし、

結果的にカットオフルールを適用した項目はなかった。 

⑦原料樹脂データは、社団法人プラスチック処理促進協会がＣＦＰ共通原単位として提出したデータを

使用した。 

⑧再生原料樹脂を使用している場合、再生に要する電力、再生時の負荷を計算することとした。ただし、

結果的に、再生原料を使用する事例はみられなかった。 

⑨自家発電は、自ら使用している自社の実績データを収集するものとした。具体的には、蒸気ボイラを
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含めて、所要電力、蒸気を得るのに必要な燃料の量として収集したデータで計算処理を行った。 

⑩工程から排出されるロスは、有効利用されるものと焼却、埋立されるものに分けてデータを収集した

が、成形工程のエネルギー・環境負荷はすべて主目的生産物すなわちＰＥＴフィルムが負うものとし、

有効利用されるものにはアロケーションしていない。 

⑪ＰＥＴフィルムの生産工程では、固形廃棄物以外の排水系負荷、大気系負荷の発生はほとんどないこ

とから、その処理に要するエネルギー・環境負荷は計算の対象から除外した。 

⑫カーボンオフセットによる削減効果、グリーン電力証書に基づく削減効果は、計算の 

対象外とした。 

⑬炭素固定期間に関わらず、炭素の固定の効果は計算の算定対象外とした。 

⑭再生可能なバイオ由来のCO2は、計算の対象外とした。 

 

表１ 計算に使用したデータと出典 

№ 区分 データ名 文献名 公開年次 

1 Ｂ 
公共電力 

CO2 

ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 

：財団法人電力中央研究所 
2000年３月 

2 Ｂ 
公共電力 

SOX，NOX 

環境とエネルギー（2000年改定版） 

：電気事業連合会 
2000年 

3 Ｂ 
公共電力 

消費ｴﾈﾙｷﾞ  ー

電力需給の概要・平成18年度（2005年実績） 

：通商産業省資源エネルギー庁公益事業部編 
2006年度 

4 Ｂ 石油製品 
石油製品油種別ＬＣＩ作成と石油製品環境影響評価 

報告書：(財)石油産業活性化センター 
2000年３月 

5 Ｂ 天然ガス・石炭 
石油，ＬＮＧおよび石炭のＬＣＡ手法による比較に

関する調査報告書：(財)石油産業活性化センター 
1999年３月 

6 Ｂ 資源採掘・輸送 本表４，５の報告書のデータを使用。 － 

7 Ｂ 上水、工業用水 JEMAI-LCA pro ver2.1.2 － 

8 Ｂ 各種GHG係数 
CFP 制度試行事業 CO2換算量共通原単位データベ

ースver.3 
2011年公開 

9 Ｂ ＰＥＴ製造 

石油化学製品のＬＣＩデータ調査報告書・更新版：

社団法人プラスチック処理促進協会のボトル用ＰＥ

ＴのデータをＰＥＴメーカの知見を得て固相重合分

を推定し、差し引いた値を使用。 

2009年3月 

10 Ｆ 自家発電，蒸気 使用ケースにおいて、実績データをそのまま使用。 2010年実績 

11 Ｆ 
ＰＥＴフィルム

成形 
新たにデータを収集。 2010年実績 

注：「区分」のＢはバックグランドデータ，Ｆはフォアグランドデータ。 

 

8. データ処理・計算の手順 

データ処理と計算は、以下の手順で行った。 

①収集データをチェックし、イレギュラーと思われる回答についてデータ開示者に確認。 

②確認後データによって、消費原料（ｔ）、消費電力（kWh）、消費燃料（kg、l、㎥等）、用水（ｔ）

など回答全項目について、製品kg当たりの加重平均値を算出。 

③同上、加重平均値に基づいて、バックグランドデータでエネルギー・環境負荷（ＣＯ２排出量、ＧＨ

Ｇ排出量）を計算。 

④同上、計算結果について、データ開示者を含めて妥当性を検証。 

⑤報告書を作成 

また、データ処理作業の過程で多機能プロセスの存在が明らかになった場合、プロセスの細分化すなわち

配分は可能な限り回避することとし、それが困難な場合にはまず物理的な基準での配分を検討、次いで代替

システムの導入を検討、それでも配分が難しい場合には社会的基準や経済的な基準等の他の基準を検討する
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こととした｡ 

 

9. データの代表性 

 透明な２軸延伸ＰＥＴフィルムの製造メーカ７社中６社が、該当するフィルムの全生産工場を対象にデー

タを収集しており、同種の国内生産品の少なくとも50％以上をカバーしていることが確実である。十分、代

表性はあるものと判断している。 

 

<日本ＰＥＴフィルム工業会作成> プラスチック製品（1データ）

公開用
整理番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP312033
透明な２軸延伸ＰＥＴ
フィルム

kg 3.33E+00

日本PETフィルム工業
会、ポリエチレンテレフ
タレート（PET）フィル
ムのLCI分析報告書
（2011年12月）

資源の採掘・採取～輸入～
原・燃料精製コンビナート
～原料モノマー・原料樹脂
製造～成形加工品
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＜日本ガラスびん協会作成＞ ガラスびん 

 

1. 試算使用データの概要 

① 仕様 質量：195g、容量：241ml 

日本ガラスびん協会事務局集計「自動製壜品目別年間生産実績（2006 年）」から、飲料用ガラス

びん（約 48 億本；約 93.4 万トン 全生産量の約 72％）の質量単純平均値および製品容量の加重

平均値とした。 

② 製造工程使用原燃料 

びん協加盟6社2009年度の販売シェアで加重平均した値 

③ 出荷包装形態 

現在の日本のガラスびん出荷で最も代表的なバルク包装 

④ その他 包装資材等 

各社納入資材業者へのヒアリング調査 

 

2. システム境界 

 

 

図1 ガラスびんのライフサイクルフロー図 

 

ガラスびんのライフサイクルフローを図１に示す。GHG 排出原単位を算出したシステム境界は、1

の原材料調達段階と 5 の廃棄・リサイクル段階において、1 の原材料製造段階から附属品製造を、5 の

廃棄・リサイクル段階から使用済みガラスびんの廃棄を除いたものである。 

 

3. GHGデータについて 

GHG排出原単位は表1のGHG排出量集約表より求めた。GHG排出量に関し、PCRではGHG全

てを対象としているが、ガラスびんの生産において発生するGHG はほとんどが燃料の燃焼あるいは炭

酸塩の分解により発生するCO2であるので、CO2を対象として算出した。 

ただし、試算において共通原単位DBの値を使用している箇所があり、これらは全GHGを含んだ値

である。 
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表2 GHG排出量集計表 

生産実績 ・年間生産量           

  ・年間溶解量 
    

  

  ・生産効率、歩留まり 
    

  

  ・対象製品の単位重量 
    

  

  ・対象製品の生産本数 
    

  

  ・対象製品の生産重量 
    

  

原材料調

達 

使用材料各種   年間投入量（活動量）×GHG排出原単位値＝算出結果 

副資材   材料各種の算出結果を集計 
 

  

  梱包材料   ガラスびん1本当たりの数値を算出     

製造 エネルギー 各種燃料 年間投入量（活動量）×GHG排出原単位値＝算出結果 

      燃料各種の算出結果を集計 
 

  

      ガラスびん1本当たりの数値を算出     

  ガラス原料の

熱分解 

対象材料 年間投入量（活動量）×CO2排出量原単位値＝算出結果 

    対象材料の算出結果を集計 
 

  

      ガラスびん1本当たりの数値を算出     

  水 地下水等 年間投入量（活動量）×GHG排出原単位値＝算出結果 

      水各種の算出結果を集計 
 

  

      ガラスびん1本当たりの数値を算出     

  廃棄物 埋立等 年間処理量×GHG排出原単位＝算出結果   

      各種処理方法の算出結果を集計 
 

  

      ガラスびん1本当たりの数値を算出     

輸送 1車当りの積載量 

  トンキロ法燃料使用原単位 

  輸送距離→燃焼軽油量の算出 

  軽油燃焼量×GHG排出原単位値＝算出結果 

  ガラスびん1本当たりの数値を算出 

廃棄・リ

サイクル 

市中カレット準備  年間処理量×GHG排出原単位＝算出結果   

（自治体回収選別まで） ガラスびん1本当たりの数値を算出     

 

各段階でのガラスびん1本当たりのGHGを合計して、ガラスびん1本当たりのGHG排出量を算出した。 

 

＜日本ガラスびん協会作成＞　窯業・土石製品（1データ）

公開用
整理番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源（当該製品・サービスを産出
するプロセス）

原単位の範囲

JP315041 ガラスびん kg 9.93E-01

日本ガラスびん協会技術委員会"ガ

ラス製容器ＰＣＲ改定に伴うＣＦＰ算
出値の変更報告",（2010)

原料採掘等～調
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＜社団法人日本鉄鋼連盟作成＞ 鉄鋼製品 

 

1．概要 

日本鉄鋼連盟は下記World Steel Association （世界鉄鋼連盟：2000年当時は IISI）LCI プロジェクト

と連携し、世界の産業界に先駆けて ISO14040 規準に準拠し、透明性の高いLCI スタディをおこなった。

ここに開示するデータはWorld Steel Association において十分検討された手法により、世界の鉄鋼業の共

通の基準・手順にしたがってデータを収集しLCI分析を行っている。日本鉄鋼連盟内にLCAに関する専門

委員会を設け、1995 年以来活動を行ってきた。日本鉄鋼連盟では上記World Steel Association ベースのデ

ータに日本独自のデータ（電力データなど）を加味して補正を行った。今回開示する鉄鋼製品の CFP は上

記のLCI分析結果をもとに算出されたものであり、日本でのCFP制度の鉄鋼製品のCO2共通原単位データ

ベースとして利用可能である。 

なお、World Steel AssociationのLCAプロジェクトは1995年、2000年、2006～7年に実施されたが、

最新のデータである2006～7年の結果の整理が完了していないため、ここでは2000年の結果を日本のプロ

セスデータ検証基準に適合するように見直しを行い、開示するものである。 

＊現在のLCA日本フォーラムの値は2000年のデータを元に登録を行っている（データ収集期間：2000年

4月～2001年3月）。 

 

【World Steel Association LCI プロジェクトの概要】 

・目的 ①鉄鋼製品について‘Cradle-to-Gate （原料採掘から製鉄所の製品出荷まで）’のライフサイクルイン

ベントリ（LCI）について世界共通の方法論を開発する。  

②ISO14040 規準に準拠し、透明性の高い鉄鋼製品LCI データを構築する。 

③産業界の関係者とのコミュニケーションに役立てる。 

④事業活動での基準設定（ベンチマーキング）や環境改善のプログラムに利用する。 

・参加製鉄所 

全世界の60箇所以上の製鉄所が参加（2000年データ収集時） 

 

ステンレス製品については、World Steel Associationの方法論と同様な手法で2007年度のデータに基づ

く計算結果の整理が完了しているため、このデータを開示する（データ収集期間：2007年4月～2008年3

月）。 

 

2．機能と機能単位 

機能単位(Function Unit) は、システムのインプットとアウトプットの定量化と規格化を可能とするため、

製鉄所出口での鉄鋼製品１kg とした。 

LCI は鉄鋼製品品種ごとに行った。 各品種内でのサイズ範囲、寸法、メッキ膜厚み、強度などの各鉄鋼

製品の詳細スペックはサイト（製鉄所）ごとに様々であるが、今回の調査では各品種の平均的な数値になっ

ていると考えることができる。 

 

3．システム境界 

本調査は‘Cradle-to-Gate （原料採掘から製鉄所の出荷まで）’のCFP 調査である。 

すなわち、‘地中’の原料（すなわちCradle ）から製鉄所の最終製品出荷（すなわちGate） までの、全ての

製造段階をカバーしている。 しかし、それ以降の下流工程での最終製品の組立・製造、その製品の使用な

どは含んでいない。 

 なお、鉄鋼製品の製造設備の建設時の負荷については、下記理由により含めない。 

（１） 対象設備の数量が膨大であり調査が困難である。 

（２） 製造設備の多くは、1970年前後に導入されており、過去に遡り環境負荷（CO2）を調査すること

が困難である。 

 

 同様に、鉄鋼製品の製造に直接関係のない企業活動（人事、財務、広報、経営、研究開発、環境部門、出

張、社員の通勤など）に関しては、それらの量が製造活動に伴うCO2排出量に比較して非常に少ないと予想
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されるため、計算には含めない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．鉄鋼製品製造LCIシステムバウンダリー 

 

図１に示すように、鉄鋼製品製造システムは、製鉄所で使用される原料、エネルギー源、消費材の生産と

輸送を含む全ての製鉄所内の活動および主な上流工程プロセスを極力包含するものとした。 

なお、鉄鋼では鉄鋼製品の製造に伴い、アンモニア、タール、高炉スラグ、副生ガスなどの副産物が発生

し、それぞれ製鉄所外で有効に活用されているが、CFP制度におけるPCR策定基準では間接影響のリサイ

クル効果は計上しないこととなっているので、これらのリサイクル効果は計算に含まない。 

図２～５には今回の検討に用いた製鉄所内の単位フローを示す。特に複数の品種を製造する高炉一貫製鉄

所の場合には、製品別に負荷の配分を検討する必要があるが、これを回避するために、配分が不要となると

ころまで単位プロセスを細分化している。すなわち、図２～５に示す単位プロセスの製品アウトプットの環

境負荷は同一とみなしている。 

実際には、圧延工程などで製品寸法により消費電力に若干の差があるが、製鉄所の環境負荷は転炉までの

上工程の比重が大きいことなどから実用上は問題がない。 

 

 

CFP算定のためのシステムバウンダリー 
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図２ 高炉一貫製鉄所 生産工程フロー 
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図３ 電気炉プロセス工程鋼板製造単位フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 電気炉プロセス工程条鋼製造単位フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ ステンレス製品評価範囲
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4．影響評価の種類 

IPCC二次報告書における温室効果ガスを対象とするが、表１に示すように鉄鋼業では、エネルギー起源

CO2と非エネルギー起源CO2で総排出量の99.5%を占めるため、それ以外のＧＨＧの排出はあるものの合計

でも１％以下とごくわずかであるため集計は行わなかった。 

 

表１ 2007年度温対法に基づくＧＨＧの排出量と排出割合 

温室効果ガス算定排出量（単位：tCO2）

ｴﾈﾙｷﾞｰ

起源CO2

非ｴﾈﾙｷﾞｰ

起源CO2

非ｴﾈﾙｷﾞｰ

起源CO2

(廃棄物の原

燃料使用)

CH4 N2O HFC PFC SF6
排出量
合計

鉄鋼業計 191,912,074 6,912,989 712,196 185,688 273,100 0 0 3,824 199,999,871

割合(%) 96.0 3.5 0.4 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 100.0  

 

5．データ品質 

5. 1 製鉄所に入る前の上流工程データ 

一般に、製鉄所に入る前の上流工程や副産物利用などの鉄鋼業以外のプロセスデータはその分野専用の

LCI データベースや文献に頼った。従って、上流部分のデータの質や透明性は、鉄鋼業固有のデータと比べ

て信頼性、地理的適性、方法論、完成度において劣っているといわざるを得ない。鉄鉱石採掘、ペレット製

造、石灰石採石、石灰製造、およびこれらの作業に付随する海送などのデータのいくつかは代表的なサイト

から直接収集された。 

 

5. 2 削除ルール（Cut-Off Rule） 

エネルギー起源CO2、非エネルギー起源CO2を問わず、サイト内でのCO2発生源となるものは、算定対

象とする。 

その他の製鉄所への投入量に関しては、全体のCO2発生量の1%以上を占めるものを対象に算定する。こ

れらの集計値で、CO2の発生量は全体の98～99％をカバーしている。 

上述の表１に示すように、エネルギー起源 CO2と非エネルギー起源 CO2で総排出量の 99.5%を占める。

それ以外のＧＨＧの排出はあるものの合計でも１％以下とごくわずかであるため集計は行わなかった。 

 

5. 3 データのチェックと審査 

製鉄所から提出された全てのデータ入力票は最終決定前に、集計事務局において個別にチェックした。 範

囲外と疑われるデータや欠落した重要情報は、チェック用自動検査プログラムを用いて行い、専門家による

判断の元にチェックを行った．データが欠けていたり、間違いの疑いがある場合は、全ての必要なデータが

得られるまで製鉄所と連絡をとり調整した。さらに、製鉄所単位でいくつかのデータ項目に関しては抜き取

りで元データにさかのぼって書類を事務局に提出し、第三者によるベリフィケーションを行った。 

なお、製鉄所内の各単位プロセスのデータ収集に当たっては、Cのバランスが±5％以内になるようにデー

タのチェックを行った。 

 

6．地理的範囲と平均化 

6. 1 地理的範囲 

この調査に参加した企業は日本鉄鋼生産の約80%を占めており、日本を代表するデータということができ

る．参加企業は、以下の通りである。 

新日本製鐵、ＮＫＫ、川崎製鉄、住友金属、神戸製鋼所、日新製鋼、大同特殊鋼、山陽特殊鋼、愛知製

鋼、日本金属工業、日本冶金、高砂鉄工 

 ＊NKK、川崎製鉄は2004年に経営統合して、JFEスチールとなっている。 

 従って、本データの適用範囲は日本国内で生産された鉄鋼製品に適用が可能である。 

 

6. 2 平均化 

平均値は、各サイト毎の LCI 結果から単純平均によって求めた。ただし、製品間の差異がサイト間の差

異と区別がつかなくなる可能性を回避するため、次の二段階の計算で平均を求めた。 
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ステップ１：半製品であるスラブは各社の絶対値を単純平均して計算。 

ステップ２：各社の最終製品とスラブの差分を製品ごとに平均して差分の平均値を求め、これにスラブの

平均値を加えて最終製品の平均値とした。 

以上の計算によって、日本の平均としては妥当な結果が得られると考える。 

 

7. 方法論の前提、および配分の原則 

7. 1 電力 

各製鉄所での購入電力については、CFP制度共通原単位の値を使用した。 

なお、共同火力はシステム境界外の扱いとする。但し、共同火力よりの購入電力は、標準電力の原単位で

計算しており、その分の負荷をupstreamに組み込むこととした。 

 

7. 2 鉄鉱石と石炭 

鉄鉱石と石炭は、調査した全ての一次鉄鋼製品（高炉ルート）の LCI での全物質インプットのそれぞれ

50wt ％と 20wt ％以上を占める。従って、理想的なケースでは、鉄鉱石と石炭の鉱山でのデータは製鉄所

に供給している鉱山会社から直接得ることが可能であろうが、これは本調査の枠組では実行できなかったた

め、欧州ベースのデータを使用した。 

 

7.3 外部から供給された中間製品 

コークス、焼結鉱、ペレットなどは中間製品として外部から製鉄所に供給される場合がある。しかし、供

給先の多くが国外であり個別の環境負荷のデータ収集が困難であったためWorld Steel Association で集計

した各製造負荷の世界標準の値を採用し、輸送の方法・距離は個別の実績値を採用した。 

 

7. 4 ステンレス用原料製品 

 ステンレス製品のCFPの計算は、2007年の計算結果を提示する。この計算は、並行してLCIの計算を実

施しているEurofer（ヨーロッパ鉄鋼協会）がPE Internationalと開発したモデルをベースに計算されてい

る。（ただし、システム境界他の方法論は、World Steel Associationの方法論に準拠している）このなかで

使用されている原料のupstreamデータを使用したほか、世界クロム協会より最近公表されたデータを使用

した。 

 

7.5 外部輸送 

主要な原料（トン数換算で）の製鉄所への輸送手段と搬送距離はインプットとして記録されたが、それら

は下記の通りである。 

 

・鉄道（電力とディーゼルエンジンとを区別） 

・道路 

・はしけ輸送 

・貨物船輸送 

（貨物船輸送のモデルは通常原料用として用いられる大型のドライバルク輸送船を対象とした個別

データを用いた。）  

・鉄道、道路、はしけ輸送のモデルはBUWAL から採用 

 

道路輸送を除いて、全ての輸送モデルでの機能単位はkg.km. である。道路輸送の場合、機能単位はトラ

ックエンジンで燃焼したディーゼルオイル１リットルであり、モデルには水、潤滑油、タイヤの消費量が含

まれる。 

 

輸送は鉄鉱石、ペレット、石炭、スクラップ、石灰石、石灰ドロマイトに対して計算した。これらの原料

は全インプット量の95wt ％以上を占め、輸送負荷の大半は考慮されたことになる。 
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8．副産物の配分(Allocation)  

多品種生産システムでは、それぞれの製品毎にシステムのインプットおよびアウトプットと関連づけて配

分規則を決定しなければならない。 鉄鋼製品の生産過程においては様々な副産物が生産され有効利用され

ている。これら副産物の負荷配分（アロケーション）についてはAvoided Impact 法を用いて計算すること

が最も合理的である。 

 

Avoided Impact 法： 

この方法は上記の諸問題を回避するための最も確実な解決法を提供するものであり、検討の結果 World 

Steel Associationの 調査に採用された。この方法は ISO14041 の6.5.3 項に引用されており、同文書の付

属書B2 に例示されている。そこには、配分が「不要となる」ので好ましい方法のひとつとして記載されて

いる。しかしながら、その使用についての論争点は、代替システムの選択とその機能上の等価性にあり、選

ばれた代替システムが実操業と一致することを確かめるために細心の注意を払う必要があることを付記し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 余剰電力に対するAvoided Impact適用事例 

 

  Avoided Impact 法の考え方の例を図６ に示す。 

製鉄所における主要副産物とAvoided Impact 評価における代替製品を表２ に示す。 

 

表２ 製鉄所における主要副産物とAvoided Impact 評価における代替製品 

 

 ただし３に既述のように、CFP制度のPCR策定基準では開ループのリサイクルは2重計上を避けるた

めに、リサイクル効果は含めないこととなっている。今回開示する鋼材のCFP計算には含めない。 



 

１３３ 

 

＜社団法人日本鉄鋼連盟作成＞　鉄鋼製品（計16データ）

公開用
整理
番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP316001 鋳造用銑鉄（鋳銑） kg 1.18E+00

JP316002 熱延鋼板 kg 1.59E+00

JP316003 冷延鋼板 kg 1.71E+00

JP316004 ティンフリー鋼板 kg 1.89E+00

JP316005 ティンプレート鋼板 kg 1.95E+00

JP316006 電気亜鉛めっき鋼板 kg 1.97E+00

JP316007 溶融亜鉛めっき鋼板 kg 2.01E+00

JP316008 厚板 kg 1.61E+00

JP316009 溶接鋼管 kg 1.69E+00

JP316010 特殊鋼 kg 1.08E+00

JP316011 型鋼 kg 7.46E-01

JP316012 条鋼（鉄筋） kg 4.58E-01

JP316013 ステンレス鋼冷延鋼板2B kg 3.45E+00

JP316014 ステンレス鋼冷延鋼板BA kg 3.47E+00

JP316015 ステンレス鋼熱延鋼板 kg 3.14E+00

JP316016 ステンレス鋼棒鋼 kg 3.06E+00

ステンレス鋼製品の
LCICO2データ概要

社団法人日本鉄鋼連盟”鉄鋼

製品のCFPの概要”(2010)

原料採取～輸送～
製品製造
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＜日本鉱業協会作成＞ 非鉄金属 

１．電気銅 

 

1.  対象プロセス 

採鉱・選鉱、運送、製錬を対象プロセスとした。参考資料として、銅製錬のライフサイクルフロー図を添

付する。ライフサイクルフロー図で示した生産段階において、貴金属回収は銅製錬とは別枠と位置付けた。

また、スラグ、硫酸、石膏は銅製錬に必要な副産物と位置付けた。インフラ、設備導入等のフローは含めて

いない。また企業活動・サービスも含んでいない。 

 

2.  収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

採鉱・選鉱、運送、製錬の 3 段階のそれぞれで CO2排出原単位を算出し、それらの合計を電気銅の CO2

排出原単位とした。製錬データは、2009 年度の環境自主行動計画の消費エネルギーを CO2換算量共通原単

位データベースの換算値により算出した。よって国内における銅製錬に関する平均値となっている。また、

溶剤、薬剤などについては、製錬ノウハウにより使用薬剤等は公表できない。銅製錬各社により、エネルギ

ー起源のCO2に対する薬剤等の割合を計算すると2割となったので、計算に反映させた。 

 

3.  収集データの詳細 

 対象とするプロセスのCO2排出原単位を示す。 

 

表1、電気銅のCO2排出原単位 

  エネルギー＋試薬等含む 

 
(t-CO2/Cu-t) 

採鉱・選鉱 2.5 

運送（海運、陸運） 0.25 

製錬 0.92 

電気銅（合計） 3.67 

 



 

１３５ 

 

２．電気亜鉛、蒸留亜鉛 

 

1.  対象プロセス 

採鉱・選鉱、運送、製錬を対象プロセスとした。参考資料として、亜鉛製錬のライフサイクルフロー図を

添付する。電気鉛及び貴金属回収の生産は亜鉛製錬の範囲外とし、電気鉛、貴金属回収に関する消費エネル

ギーや薬剤等は除いている。またスラグ、硫酸、石膏については、亜鉛製錬するために必要な副産物と位置

付け、硫酸製造、排水処理に関する消費エネルギーや薬剤等を含めている。インフラ、設備導入等のフロー

は含めていない。また企業活動・サービスも含んでいない。 

 

2.  収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

 採鉱・選鉱、運送、製錬の3段階のそれぞれでCO2排出原単位を算出し、それらの合計を電気亜鉛と蒸留

亜鉛のCO2排出原単位とした。製錬データは、電気亜鉛と蒸留亜鉛によって大きく異なるため、乾式製錬と

湿式製錬による典型的な製錬プラントのデータ（2010年度実績）を使用した。 

 

3.  収集データの詳細 

 対象とするプロセスのCO2排出原単位を示した。 

 

表1、亜鉛のCO2排出原単位 

  エネルギー＋試薬等含む 

  (t-CO2/Zn-t) 

採鉱・選鉱 2.11（乾式）, 1.4（湿式） 

運送（海運、陸運） 0.21（乾式）, 0.14（湿式） 

乾式製錬 6.03 

湿式製錬 2.35 

蒸留亜鉛（乾式合計） 8.35 

電気亜鉛（湿式合計） 3.89 
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３．亜鉛（国内平均） 

 

1.  亜鉛のCO2排出量原単位試算 

国内における亜鉛製錬による蒸留亜鉛と電気亜鉛を合算し、亜鉛としての CO2 排出量原単位の計算

（2010年度データに基づいて計算）を以下に示す。 

 

(ア) 蒸留亜鉛と電気亜鉛のCO2排出量原単位と生産量 

蒸留亜鉛のCO2排出量原単位は、8.35 t-CO2/t＊１であり, 年間の生産量は160千トン＊２、電気亜

鉛のCO2排出量原単位は、3.89 t-CO2/t＊１であり,年間の 生産量は401千トン＊２である。 

    ＊1；別添資料①参照  ＊2；日本鉱業協会データ 

     

 

(イ) 亜鉛のCO2排出量原単位（2010年度データに基づいて計算） 

   蒸留亜鉛と電気亜鉛を合算すると以下となる。 

 

  亜鉛；5.16 t-CO2/t 

 

  計算 

  （8.35×160＋3.89×401）÷561＝5.16 

 

<日本鉱業協会作成>　非鉄金属（計4データ）

公開用
整理番号

名称 単位

GHG排出量

[kg-CO2e/

単位]

情報源 原単位の範囲

JP317077 電気銅 kg 3.67E+00

日本鉱業協会データ
環境自主行動計画報告書
（経産省向け）
ＪＯＧＭＥＣデータ
日本鉱業協会データ
環境自主行動計画報告書
（経産省向け）
ＪＯＧＭＥＣデータ

採鉱・選鉱～輸送～製錬

JP317078 電気亜鉛 kg 3.89E+00 採鉱・選鉱～輸送～製錬

JP317079 蒸留亜鉛 kg 8.35E+00 採鉱・選鉱～輸送～製錬

JP317080 亜鉛（国内平均） kg 5.16E+00

日本鉱業協会データ
製錬所実績データ
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＜電子情報技術産業協会作成＞ 電子部品 

 

１．薄膜角形チップ固定抵抗器 

 

1．対象製品 

 対象製品：薄膜角形チップ固定抵抗器 

 チップサイズ： 1005、1608、2012 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示す薄膜角形チップ固定抵抗器の製造段階（実線部）を

対象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは

対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、薄膜角形チップ固定抵抗器を製造している 2 社からデータ収集

を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回

収したデータの2社平均値をLCIデータとして適用した。 

データ収集期間は2008年10月から2009年9月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薄膜角形チップ固定抵抗器製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 薄膜角形チップ固定抵抗器製造段階の詳細 

薄膜角形チップ固定抵抗器製造 

着膜 熱処理 抵抗値調整 

端子電極形成 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

分割 

電極・抵抗体パターン形成 

分割 めっき 

裏電極形成 

保護膜形成 
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公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329001  

薄膜角形チッ

プ固定抵抗器

_1005 

個 8.32E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329002  

薄膜角形チッ

プ固定抵抗器

_1608 

個 2.32E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329003  

薄膜角形チッ

プ固定抵抗器

_2012 

個 4.60E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1 薄膜角形チップ固定抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 

機能単位 製品１個   サ イ ズ 

区分   部品・材料 単位 1005 1608 2012 

  製品重量 mg 0.632 2.09 4.72 

製造 原料 

セラミックス基

板 mg 0.558 2.04 4.71 

    内部電極材料 mg 3.85 14.4 15.8 

    抵抗材料 mg 0.466 1.24 2.32 

    保護樹脂 mg 0.463 1.23 2.31 

    Ni mg 0.0515 0.119 0.228 

    Sn mg 0.0470 0.0900 0.174 

              

  副原料 液化窒素ガス cm3 121 309 604 

              

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 1.51 4.18 8.45 

    重油 mL 0.0115 0.0295 0.0575 

    水 cm3 7.11 18.2 35.5 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 4.80 17.1 20.8 

              

  水域 排水量 cm3 6.04 15.5 30.2 

              

  大気 CO2 mg 31.2 79.9 156 

    SOx mg 0.0689 0.177 0.344 

    NOx mg 0.0788 0.202 0.394 

    ばいじん mg 0.00357 0.00915 0.0178 

 



 

１３９ 

 

２．積層セラミックコンデンサ 

 

1．対象製品 

 対象製品：積層セラミックコンデンサ  

 チップサイズ： 0603、1005、1608、2012、3216 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図1に示す積層セラミックコンデンサの製造段階（実線部）を

対象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは

対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、積層セラミックコンデンサを製造している 3 社からデータ収集

を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回

収したデータの 3 社平均値をLCI データとして適用した。3 社の国内市場占有率はおよそ 70％と推定でき

る。 

データ収集期間は2006年4月から2007年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造の

インベントリーデータの詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積層セラミックコンデンサの製

造 

輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 積層セラミックコンデンサ製造段階の詳細 

積層セラミックコンデンサ製造 

セラミックシート成形 積層 カット 端子電極形成 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

焼成 
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公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329004  
積層セラミックコ

ンデンサ 0603 
個 8.97E-05 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329005  
積層セラミックコ

ンデンサ 1005 
個 4.15E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329006  
積層セラミックコ

ンデンサ 1608 
個 1.70E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329007  
積層セラミックコ

ンデンサ 2012 
個 5.19E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329008  
積層セラミックコ

ンデンサ 3216 
個 1.36E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

    単位 0603 1005 1608 

 製品重量 mg 0.326 1.51 6.17 

            

エネルギ- 電力 Wh 1.50E-01 6.94E-01 2.84E+00 

  灯油 mL 3.47E-04 1.61E-03 6.59E-03 

  重油 mL 1.34E-03 6.18E-03 2.53E-02 

  LPG mg 5.99E-01 2.77E+00 1.14E+01 

  LNG mg 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス mL 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  水 cm3 3.64E-01 1.69E+00 6.91E+00 

原料 セラミック材料 mg 2.79E-01 1.29E+00 5.29E+00 

  ニッケル mg 5.36E-02 2.48E-01 1.02E+00 

  銅 mg 4.09E-02 1.89E-01 7.75E-01 

  スズ mg 4.70E-03 2.18E-02 8.92E-02 

  溶剤 mg 5.94E-01 2.75E+00 1.13E+01 

  ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ樹脂 mg 1.79E-01 8.27E-01 3.39E+00 

  ｷｬﾘｱﾌｨﾙﾑ mg 6.32E-01 2.93E+00 1.20E+01 

            

排水 排水量 cm3 3.64E-01 1.69E+00 6.91E+00 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 1.28E+00 5.94E+00 2.43E+01 

大気放出 CO2 mg 6.16E+00 2.85E+01 1.17E+02 

  NOx mg 9.84E-03 4.56E-02 1.87E-01 

  SOx mg 8.12E-03 3.76E-02 1.54E-01 

  ばいじん mg 6.36E-04 2.94E-03 1.21E-02 

 



 

１４１ 

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 

    単位 2012 3216 

 製品重量 mg 18.8 49.4 

          

エネルギ- 電力 Wh 8.67E+00 2.27E+01 

  灯油 mL 2.01E-02 5.27E-02 

  重油 mL 7.73E-02 2.03E-01 

  LPG mg 3.47E+01 9.09E+01 

  LNG mg 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス mL 0.00E+00 0.00E+00 

  水 cm3 2.11E+01 5.53E+01 

原料 セラミック材料 mg 1.61E+01 4.23E+01 

  ニッケル mg 3.10E+00 8.13E+00 

  銅 mg 2.37E+00 6.20E+00 

  スズ mg 2.72E-01 7.13E-01 

  溶剤 mg 3.44E+01 9.01E+01 

  ﾊﾞｲﾝﾀﾞー 樹脂 mg 1.03E+01 2.71E+01 

  ｷｬﾘｱﾌｨﾙﾑ mg 3.66E+01 9.59E+01 

          

排水 排水量 cm3 2.11E+01 5.53E+01 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 7.43E+01 1.95E+02 

大気放出 CO2 mg 3.57E+02 9.35E+02 

  NOx mg 5.70E-01 1.49E+00 

  SOx mg 4.70E-01 1.23E+00 

  ばいじん mg 3.68E-02 9.64E-02 

 



 

１４２ 

 

３．積層インダクタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：積層インダクタ 

 チップサイズ： 0603、1005、1608、2012、3216 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示す積層インダクタの製造段階（実線部）を対象とする。

製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、積層インダクタを製造している 3 社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの3社平均値をLCIデータとして適用した。3社の国内市場占有率はおよそ70％と推定できる。 

データ収集期間は2006年4月から2007年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造イ

ンベントリーデータの詳細を示す。 
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図1 対象サブシステム 

図2 積層インダクタ製造段階の詳細 

積層インダクタ製造 
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１４３ 

 

公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329009  
積層インダクタ 

0603 
個 4.97E-05 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329010  
積層インダクタ 

1005 
個 2.30E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329011  
積層インダクタ 

1608 
個 9.42E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329012  
積層インダクタ 

2012 
個 2.87E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329013  
積層インダクタ 

3216 
個 7.54E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

付表1 製造インベントリーデータの詳細 その1 

    単位 603 1005 1608 

 製品重量 mg 0.264 1.22 5.00 

      

エネルギ- 電力 Wh 7.60E-02 3.52E-01 1.44E+00 

  灯油 mL 9.52E-04 4.41E-03 1.81E-02 

  重油 mL 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  LPG g 7.51E-04 3.48E-03 1.42E-02 

  LNG g 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス mL 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  水 cm3 3.06E-01 1.42E+00 5.81E+00 

原料 
セラミック材

料 
mg 2.40E-01 1.11E+00 4.56E+00 

  銀 mg 2.85E-02 1.32E-01 5.40E-01 

  銅 mg 1.76E-03 8.14E-03 3.33E-02 

  ニッケル mg 3.17E-03 1.47E-02 6.01E-02 

  スズ mg 5.44E-03 2.52E-02 1.03E-01 

  溶剤 mg 7.58E-01 3.51E+00 1.44E+01 

  ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ樹脂 mg 2.05E-01 9.50E-01 3.89E+00 

  ｷｬﾘｱﾌｨﾙﾑ mg 3.08E-01 1.43E+00 5.85E+00 

排水 排水量 cm3 3.06E-01 1.42E+00 5.81E+00 

廃棄物 
処理委託廃棄

物 
mg 1.11E+00 5.13E+00 2.10E+01 

大気放出 CO2 mg 4.62E+00 2.14E+01 8.77E+01 

  NOx mg 4.59E-03 2.12E-02 8.70E-02 

  SOx mg 2.56E-04 1.18E-03 4.85E-03 

  ばいじん mg 3.90E-04 1.80E-03 7.39E-03 

 



 

１４４ 

 

付表2 製造インベントリーデータの詳細 その2 

    単位 2012 3216 

 製品重量 mg 14.1 40.0 

     

エネルギ- 電力 Wh 4.40E+00 1.15E+01 

  灯油 mL 5.51E-02 1.44E-01 

  重油 mL 0.00E+00 0.00E+00 

  LPG g 4.35E-02 1.14E-01 

  LNG g 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス mL 0.00E+00 0.00E+00 

  水 cm3 1.77E+01 2012 

原料 セラミック材料 mg 1.39E+01 3.64E+01 

  銀 mg 1.65E+00 4.32E+00 

  銅 mg 1.02E-01 2.67E-01 

  ニッケル mg 1.84E-01 4.81E-01 

  スズ mg 3.15E-01 8.26E-01 

  溶剤 mg 4.39E+01 1.15E+02 

  ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ樹脂 mg 1.19E+01 3.11E+01 

  ｷｬﾘｱﾌｨﾙﾑ mg 1.78E+01 4.68E+01 

排水 排水量 cm3 1.77E+01 4.65E+01 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 6.41E+01 1.68E+02 

大気放出 CO2 mg 2.68E+02 7.02E+02 

  NOx mg 2.66E-01 6.96E-01 

  SOx mg 1.48E-02 3.88E-02 

  ばいじん mg 2.25E-02 5.91E-02 
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４．角形チップ固定抵抗器 

 

1．対象製品 

 対象製品：角形チップ固定抵抗器 

 チップサイズ： 0603、1005、1608、2012、3216、3225、5025、6432 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示す角形チップ固定抵抗器の製造段階（実線部）を対象

とした。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象

外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、角形チップ固定抵抗器を製造している 3 社からデータ収集を行

った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収し

たデータの3社平均値をLCIデータとして適用した。3社の国内市場占有率はおよそ70％と推定できる。 

データ収集期間は2006年4月から2007年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造の

インベントリーデータ詳細を示す。 
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図1 対象サブシステム 

図2 角形チップ固定抵抗器製造段階の詳細 
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１４６ 

 

公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329014  
角形チップ固定

抵抗器0603 
個 3.10E-05 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329015  
角形チップ固定

抵抗器 1005 
個 8.80E-05 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329016  
角形チップ固定

抵抗器 1608 
個 2.40E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329017  
角形チップ固定

抵抗器 2012 
個 4.83E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329018  
角形チップ固定

抵抗器 3216 
個 9.90E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329019  
角形チップ固定

抵抗器 3225 
個 1.59E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329020  
角形チップ固定

抵抗器 5025 
個 2.51E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329021  
角形チップ固定

抵抗器 6432 
個 4.01E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 
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付表1 角形チップ固定抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 その1 

区分   部品・材料 単位 0603 1005 1608 2012 

製造 原料 

セラミッ

クス基板 mg 0.162 0.580 2.180 4.990 

    Ag mg 0.0149 0.0415 0.0872 0.171 

    抵抗材料 mg 0.00252 0.00668 0.0178 0.0334 

    ガラス mg 0.0672 0.178 0.475 0.890 

    保護樹脂 mg 0.00589 0.0156 0.0416 0.0780 

    Ni mg 0.0112 0.0310 0.0651 0.128 

    Sn mg 0.00806 0.0224 0.0470 0.0922 

                

  副原料 溶剤 mg 0.0232 0.0644 0.165 0.322 

                

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 0.051 0.141 0.361 0.705 

    重油 mL 0.0003 0.000757 0.00194 0.00379 

    水 cm3 0.0502 0.139 0.357 0.697 

                

廃棄 廃棄物 

処理委託

廃棄物 mg 0.115 0.173 0.878 1.83 

                

  水域 排水量 cm3 0.035 0.0971 0.249 0.486 

                

  大気 CO2 mg 0.747 2.710 5.420 10.840 

    SO x mg 0.002 0.00453 0.0116 0.0227 

    NO x mg 0.002 0.00519 0.0133 0.0260 

    ばいじん mg 0.0000846 0.000235 0.000601 0.00117 

                

    

１個あた

り重量 mg 0.157 0.703 2.04 4.55 
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付表2 角形チップ固定抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 その2 

区分   部品・材料 単位 3216 3225 5025 6432 

製造 原料 

セラミックス基

板 mg 10.2 17.000 28.4 44.4 

    Ag mg 0.257 0.407 0.458 0.586 

    抵抗材料 mg 0.0784 0.124 0.215 0.378 

    ガラス mg 2.09 3.31 5.74 10.1 

    保護樹脂 mg 0.183 0.290 0.503 0.884 

    Ni mg 0.192 0.304 0.342 0.438 

    Sn mg 0.139 0.220 0.247 0.316 

                

  副原料 溶剤 mg 0.659 1.04 1.61 2.58 

                

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 1.44 2.29 3.53 5.66 

    重油 mL 0.00775 0.0123 0.0189 0.0304 

    水 cm3 1.43 2.260 3.49 5.590 

                

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 3.62 5.80 10.5 16.4 

                

  水域 排水量 cm3 0.994 1.57 2.43 3.90 

                

  大気 CO2 mg 21.7 32.5 51.5 81.300 

    SO x mg 0.0464 0.0737 0.113 0.182 

    NO x mg 0.0531 0.0843 0.129 0.208 

    ばいじん mg 0.00240 0.00381 0.00586 0.00942 

                

    １個あたり重量 mg 9.52 15.9 25.4 40.7 
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５．チップネットワーク抵抗器 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップネットワーク抵抗器 

 チップサイズ 

 凹電極タイプ：1616（2素子）、3216（4素子）、5020（4素子） 

     凹電極8素子10端子構造：3216、4021、6431 

   凸電極タイプ：0806（2素子）、1010（2素子）、2010（4素子）、1616（2素子）、 

3216（4素子）、3816（8素子） 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図１に示すチップネットワーク抵抗器の製造段階（実線部）を

対象とした。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、および輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対

象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、チップネットワーク抵抗器を製造している 2 社からデータ収集

を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回

収したデータの2社平均値をLCIデータとして適用した。 

データ収集期間は2008年10月から2009年9月までとした。 

 

４．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1～4 に製造の

インベントリーデータ詳細を示す。 
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図1 対象サブシステム 

図2 チップネットワーク抵抗器製造段階の詳細 
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公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329022  

 チップネットワーク

抵抗器_凹1616（2素

子） 

個 5.70E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329023  

 チップネットワーク

抵抗器_凹3216（4素

子） 

個 1.14E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329024  

 チップネットワーク

抵抗器_凹3216（8素

子10端子） 

個 2.05E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329025  

 チップネットワーク

抵抗器_凹4021（8素

子10端子） 

個 3.31E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329026  

 チップネットワーク

抵抗器_凹5020（4素

子） 

個 4.91E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329027  

 チップネットワーク

抵抗器_凹6431（8素

子10端子） 

個 7.89E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329028  

 チップネットワーク

抵抗器_凸0806（2素

子） 

個 4.36E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329029  

 チップネットワーク

抵抗器_凸1010（2素

子） 

個 5.91E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329030  

 チップネットワーク

抵抗器_凸1616（2素

子） 

個 1.19E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329031  

 チップネットワーク

抵抗器_凸2010（4素

子） 

個 8.90E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329032  

 チップネットワーク

抵抗器_凸3216（4素

子） 

個 2.06E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329033  

 チップネットワーク

抵抗器_凸3816（8素

子） 

個 2.32E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 



 

１５１ 

 

付表1 チップネットワーク抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 

その1 凹電極 

区分   部品・材料 単位 

1.6×1.6   
(2素子) 

3.2×1.6   
(4素子) 

5.0×2.0   
(4素子) 

製造 原料 セラミックス基板 mg 5.061 10.1 24.1 

    Ag mg 0.298 0.595 1.97 

    抵抗材料 mg 0.0270 0.0530 0.102 

    ガラス mg 0.0825 0.105 0.183 

    保護樹脂 mg 0.103 0.176 0.343 

    Ni mg 0.126 0.251 0.473 

    Sn mg 0.0955 0.187 0.401 

              

  副原料 溶剤 mg 0.365 0.730 2.13 

              

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 0.839 1.68 8.59 

    灯油 mL       

    重油 mL 0.0121 0.0242 0.0616 

    LPG mg 0.0415 0.0833   

    水 cm3 1.15 2.29 2.20 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 0.745 1.38 2.71 

              

  水域 排水量 cm3 1.08 2.17 1.72 

              

  大気 CO2 mg 32.3 60.5  153  

    SO x mg 0.0725  0.145  0.369  

    NO x mg 0.0830  0.166  0.422  

    ばいじん mg 0.00376  0.00752  0.0191  

       

  １個当たり重量 mg 5.05 10.1 24.9 

 



 

１５２ 

 

付表2 チップネットワーク抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 

その2 凸電極その１ 

 

区分   部品・材料 単位 

0.8×0.6 

(2素子) 

1.0×1.0 

(2素子) 

2.0×1.0 

(4素子) 

製造 原料 

セラミックス基

板 mg 0.495 0.990 2.07 

    Ag mg 0.0625 0.0960 0.158 

    抵抗材料 mg 0.00400 0.0115 0.0220 

    ガラス mg 0.00650 0.0155 0.0350 

    保護樹脂 mg 0.0130 0.0375 0.0735 

    Ni mg 0.0410 0.0505 0.0900 

    Sn mg 0.0395 0.0500 0.0785 

              

  副原料 溶剤 mg 0.135 0.196 0.312 

              

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 0.870 1.15 1.69 

    灯油 mL       

    重油 mL 0.00132 0.00280 0.00550 

    LPG mg       

    水 cm3 0.384 0.476 0.651 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 0.119 0.188 0.513 

              

  水域 排水量 cm3 0.303 0.371 0.521 

              

  大気 CO2 mg 3.29  6.97  13.7  

    SO x mg 0.00791  0.0168  0.0329  

    NO x mg 0.00904  0.0192  0.0377  

    ばいじん mg 0.000409  0.000868  0.00171  

       

  製品重量 mg 0.544 1.07 2.02 

 



 

１５３ 

 

付表3 チップネットワーク抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 

その3 凸電極 その2 

 

区分   部品・材料 単位 

1.6×1.6 

(2素子) 

3.2×1.6 

(4素子) 

3.8×1.6 

(8素子) 

製造 原料 セラミックス基板 mg 4.02 7.06 8.71 

    Ag mg 0.237 0.389 0.560 

    抵抗材料 mg 0.0315 0.0550 0.0640 

    ガラス mg 0.0435 0.0920 0.105 

    保護樹脂 mg 0.0845 0.183 0.221 

    Ni mg 0.112 0.184 0.226 

    Sn mg 0.0910 0.178 0.183 

              

  副原料 溶剤 mg 0.453 0.826 0.906 

              

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 2.20 3.79 4.22 

    灯油 mL       

    重油 mL 0.0100 0.0200 0.0215 

    LPG mg       

    水 cm3 0.750 1.20 1.37 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 0.785 0.842 1.46 

              

  水域 排水量 cm3 0.575 0.909 1.09 

              

  大気 CO2 mg 24.9  49.8  53.5  

    SO x mg 0.0599  0.120  0.129  

    NO x mg 0.0685  0.137  0.147  

    ばいじん mg 0.00310  0.00620  0.00667  

       

  製品重量 mg 3.84 7.30 8.60 

 



 

１５４ 

 

付表4 チップネットワーク抵抗器製造のインベントリーデータ詳細 

その4 凹電極10端子 

 

区分   部品・材料 単位 6.4×3.1 3.2×1.6 4.0×2.1 

製造 原料 セラミックス基板 mg 43.8 11.5 17.3 

    Ag mg 1.35 0.534 0.849 

    抵抗材料 mg 0.205 0.0480 0.101 

    ガラス mg 0.547 0.129 0.222 

    保護樹脂 mg 1.72 0.250 0.404 

    Ni mg 0.346 0.125 0.206 

    Sn mg 0.351 0.114 0.187 

              

  副原料 溶剤 mg 3.20 0.826 1.35 

              

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 13.7 3.55 5.77 

    灯油 mL       

    重油 mL 0.0859 0.0222 0.0364 

    LPG mg       

    水 cm3 3.91 1.02 1.64 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 8.60 2.98 2.81 

              

  水域 排水量 cm3 3.13 0.815 1.32 

              

  大気 CO2 mg 214  55.2  90.6  

    SO x mg 0.515  0.133  0.218  

    NO x mg 0.588  0.152  0.249  

    ばいじん mg 0.0266  0.00688  0.0113  

       

  製品重量 mg 39.7 9.69 16.5 

 



 

１５５ 

 

６．Nd系希土類磁石 

 

1．対象製品 

 対象製品：Nd系希土類磁石 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図1に示すNd系希土類磁石の製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、Nd系希土類磁石を製造している2社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの2社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ80％と推定できる。 

データ収集期間は2007年4月から2008年3月までとした。 

  

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の重量をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｄ系希土類磁石の製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 Nd系希土類磁石製造段階の詳細 

電力、水 

原料、副原料 

排水 
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製品 

粉砕 成形 焼結 加工 

Ｎｄ系希土類磁石製造 



 

１５６ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329034  
Nd系希土類磁

石 
kg 1.37E+01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

 

 

機能単位 製品1kg       

区分   部品・材料 単位 平均値 

製造 原料・副原料 金属原料 kg 1.02E+00 

    窒素ガス Nm3 5.88E+00 

    水素ガス Nm3 1.65E-01 

    アルゴンガス Nm3 2.33E-01 

          

  ユーティリティー 電力 kWh 1.68E+01 

    水 m3 4.52E-02 

          

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 kg 2.05E-02 

          

  水域 排水量 m3 4.52E-02 

          

注）10+a ＝E+a 表示する、10-a ＝ E-a と表示する   



 

１５７ 

 

７．Sm系希土類磁石 

 

1．対象製品 

 対象製品：Sm系希土類磁石 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図1に示すSm系希土類磁石の製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、Sm系希土類磁石を製造している2社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの2社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ50％と推定できる。 

データ収集期間は2007年4月から2008年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の重量をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Sm系希土類磁石の製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 Sm系希土類磁石製造段階の詳細 

Sm系希土類磁石製造 
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１５８ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329035  
Sm系希土類

磁石 
kg 7.33E+01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1  製造のインベントリーデータ詳細 

機能単位 製品1kg       

区分   部品・材料 単位 平均値 

製造 原料・副原料 金属原料 kg 1.55E+00 

    有機系添加剤 kg 4.45E-01 

    窒素ガス Nm3 2.62E+01 

    アルゴンガス Nm3 2.42E+00 

    水素ガス Nm3 4.67E-01 

          

  ユーティリティー 電力 kWh 1.09E+02 

    水 m3 1.01E+00 

          

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 kg 5.48E-01 

          

  水域 排水量 m3 9.84E-01 

          

注）10+a ＝E+a 表示する、10-a ＝ E-a と表示する   

 



 

１５９ 

 

８．ソフトフェライト 

 

1．対象製品 

 対象製品：ソフトフェライト 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図1に示すソフトフェライトの製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、ソフトフェライトを製造している4社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの4社平均値をLCIデータとして適用した。4社の国内市場占有率はおよそ50％と推定できる。 

データ収集期間は2007年4月から2008年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の重量をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソフトフェライトの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 ソフトフェライト製造段階の詳細 

電力、燃料、水
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大気排出

排水
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ソフトフェライト製造

混合 仮焼 粉砕
造粒

（顆粒化）
成形 焼成 加工

図2 ソフトフェライト製造段階の詳細 



 

１６０ 

 

 

  

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

機能単位 製品1kg       

区分   部品・材料 単位 平均値 

製造 原料・副原料 金属酸化物原料 kg 1.17E+00 

    バインダー樹脂 kg 7.30E-02 

    添加剤 kg 1.64E-02 

          

  ユーティリティー 電力 kWh 1.80E+01 

    灯油 L 1.31E-01 

    重油 L 1.68E-02 

    LPG kg 4.00E-02 

    都市ガス Nm3 5.50E-02 

    水 m3 4.94E-02 

          

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 kg 1.72E-01 

          

  水域 排水量 m3 4.44E-02 

          

  大気 CO2 kg 6.07E-01 

    NOx kg 6.16E-04 

    SOx kg 1.31E-04 

    ばいじん kg 6.31E-05 

          

注）10+a ＝E+a 表示する、10-a ＝ E-a と表示する   

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329036  
ソフトフェラ

イト 
kg 1.16E+01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 



 

１６１ 

 

９．フェライト磁石 

 

1．対象製品 

 対象製品：フェライト磁石 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すフェライト磁石の製造段階（実線部）を対象とした。

製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、フェライト磁石を製造している 2 社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの2社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ85％と推定できる。 

データ収集期間は2007年4月から2008年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の重量をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フェライト磁石の製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

電力、燃料、水 

原料、副原料 
  

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

フェライト磁石製造 

混合 仮焼 粉砕 成形 焼成 加工 

図2 フェライト磁石製造段階の詳細 



 

１６２ 

 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

機能単位 製品1kg       

区分   部品・材料 単位 平均値 

製造 原料・副原料 金属酸化物原料 kg 1.16E+00 

    バインダー樹脂 kg 5.50E-03 

          

  ユーティリティー 電力 kWh 3.36E+00 

    LPG kg 1.08E-01 

    LNG kg 7.23E-02 

    水 m3 9.16E-03 

          

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 kg 1.60E-01 

          

  水域 排水量 m3 5.08E-03 

          

  大気 CO2 kg 5.19E-01 

    NOx kg 6.21E-04 

    SOx kg 1.15E-05 

    ばいじん kg 5.81E-05 

          

注）10+a ＝E+a 表示する、10-a ＝ E-a と表示する   

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329037  
フェライト

磁石 
kg 4.22E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 



 

１６３ 

 

１０．スイッチング電源 

 

1．対象製品 

 入力電圧100Vのスイッチング電源で、出力が15W、30W、100Wの3機種を対象とした。 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すスイッチング電源の製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する部品、素材、エネルギー等の製造、およびに輸送以降の段階は対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、スイッチング電源を製造している3社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい、回収したデータの平均

値をLCIデータとして採用した。なお、1社からしか入手できなかったデータ項目については、その値を代

表値として採用した。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。部品については、各社製品1台に使用されている部品数量の平均値を、部品以外のエネルギー、素材、

廃棄物などのデータについては、各社製造におけるインプット量、アウトプット量を製品の経済価値をもと

に按分して求めた値の平均値を採用した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のインベントリーデータ詳

細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図2 スイッチング電源の製造段階の詳細 
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公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329038  
スイッチング

電源_15W 
個 2.09E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

JP329039  
スイッチング

電源_30W 
個 2.03E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

JP329040  
スイッチング

電源_100W 
個 3.50E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

区分 部品・材料 単位 

出力 

15W電源 

出力 

30W電源 

出力 

100W電源 

製造 部品 IC 個 3 3 4 

    ダイオード 個 12 18 24 

    トランジスタ 個 5 8 10 

    トランス 個 1 1 2 

    コイル 個 5 4 10 

    セラミックコンデンサ 個 14 14 26 

    電解コンデンサ 個 7 5 7 

    その他コンデンサ 個 2 2 3 

    抵抗 個 37 56 79 

    可変抵抗 個 1 1 1 

    ヒューズ 個 1 1 2 

    半導体セラミック素子 個 2 1 3 

    ﾌﾟﾘﾝﾄ基板 cm2 86  65  157  

    鉛フリー半田 ｇ 1.5  1.6  2.3  

    アルミニウム ｇ 16.0  20.0  41.9  

    鉄、鉄合金 ｇ 4.0  6.6  21.0  

    銅、銅合金 ｇ 4.1  3.3  10.6  

    その他金属 ｇ 0.1  0.1  0.2  

    樹脂材料 ｇ 7.5  5.6  11.4  

    紙 ｇ 26.1  22.1  42.1 

  副原料 フラックス ｇ 0.3  0.3  0.7  

  

ユーティリィティ

－ 電力 kWh 0.493  0.478  0.874  

    LPG m3       

    都市ガス L       

    重油 L       

              

    水 m3 0.004 0.004 0.004 

              

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 g 26  22  42  

  水域 工業排水 m3 0.004 0.004 0.004 

 



 

１６５ 

 

１１．積層誘電体フィルタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：積層誘電体フィルタ  

 チップサイズ： 1005、1608、2125、2520、3216 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示す積層誘電体フィルタの製造段階（実線部）を対象と

する。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、積層誘電体フィルタを製造している 4 社からデータ収集を行っ

た。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収した

データの4社平均値をLCIデータとして適用した。4社の国内市場占有率はおよそ90％と推定できる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造の

インベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積層誘電体フィルタの製造 輸送 使用 廃棄 
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図1 対象サブシステム 

図2 積層誘電体フィルタ製造段階の詳細 

積層誘電体フィルタ製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

シート成形 カット 積層 焼成 端子電極形成 
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公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329041  
積層誘電体フ

ィルタ_1005 
個 1.01E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329042  
積層誘電体フ

ィルタ_1608 
個 2.57E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329043  
積層誘電体フ

ィルタ_2125 
個 1.01E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329044  
積層誘電体フ

ィルタ_2520 
個 2.01E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329045  
積層誘電体フ

ィルタ_3216 
個 2.67E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 



 

１６７ 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

    単位 1005 1608 2125 

 製品重量 mg 1.28  3.28  12.8  

製品構成成分 セラミック材料 mg 1.09E+00 2.79E+00 1.09E+01 

  銀 mg 9.00E-02 2.30E-01 9.00E-01 

  ニッケル mg 7.10E-03 1.82E-02 7.10E-02 

  スズ mg 2.05E-02 5.25E-02 2.05E-01 

  銅 mg 7.48E-02 1.91E-01 7.48E-01 

エネルギ- 電力 Wh 1.82E+00 4.65E+00 1.82E+01 

  灯油 mL 2.13E-02 5.46E-02 2.13E-01 

  重油 mL 3.73E-03 9.54E-03 3.73E-02 

  LPG mg 7.40E-01 1.89E+00 7.40E+00 

  LNG mg 3.95E+00 1.01E+01 3.95E+01 

  水 cm3 1.39E+01 3.57E+01 1.39E+02 

原料 セラミック材料 mg 1.28E+00 3.28E+00 1.28E+01 

  銀 mg 1.06E-01 2.71E-01 1.06E+00 

  ニッケル mg 8.35E-03 2.14E-02 8.35E-02 

  すず mg 2.41E-02 6.18E-02 2.41E-01 

  銅 mg 8.80E-02 2.25E-01 8.80E-01 

  バインダー mg 8.33E-01 2.13E+00 8.33E+00 

  溶剤 mg 1.29E+00 3.30E+00 1.29E+01 

  キャリアフィルム mg 1.30E+00 3.34E+00 1.30E+01 

排水 排水量 cm3 9.41E+00 2.41E+01 9.41E+01 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 2.82E+00 7.22E+00 2.82E+01 

大気放出 CO2 mg 7.58E+01 1.94E+02 7.58E+02 

  NOx mg 8.10E-02 2.07E-01 8.10E-01 

  SOx mg 2.65E-02 6.80E-02 2.65E-01 

  ばいじん mg 7.52E-03 1.93E-02 7.52E-02 

 



 

１６８ 

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 

    単位 2520 3216 

 製品重量 mg 25.7  34.1  

製品構成成分 セラミック材料 mg 2.18E+01 2.90E+01 

  銀 mg 1.80E+00 2.40E+00 

  ニッケル mg 1.42E-01 1.89E-01 

  スズ mg 4.11E-01 5.46E-01 

  銅 mg 1.50E+00 1.99E+00 

エネルギー 電力 Wh 3.64E+01 4.84E+01 

  灯油 mL 4.27E-01 5.68E-01 

  重油 mL 7.45E-02 9.92E-02 

  LPG mg 1.48E+01 1.97E+01 

  LNG mg 7.90E+01 1.05E+02 

  水 cm3 2.79E+02 3.71E+02 

原料 セラミック材料 mg 2.57E+01 3.41E+01 

  銀 mg 2.12E+00 2.82E+00 

  ニッケル mg 1.67E-01 2.22E-01 

  すず mg 4.84E-01 6.42E-01 

  銅 mg 1.77E+00 2.34E+00 

  バインダー mg 1.67E+01 2.22E+01 

  溶剤 mg 2.57E+01 3.43E+01 

  キャリアフィルム mg 2.61E+01 3.47E+01 

排水 排水量 cm3 1.88E+02 2.51E+02 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 5.63E+01 7.50E+01 

大気放出 CO2 mg 1.52E+03 2.02E+03 

  NOx mg 1.62E+00 2.16E+00 

  SOx mg 5.31E-01 7.07E-01 

  ばいじん mg 1.50E-01 2.00E-01 

 



 

１６９ 

 

１２．フェライトコアトランス 

 

1．対象製品 

 対象製品：フェライトコアトランス  

 製品形状： EE16, EER28, EER35, EER40, EER42 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すフェライトコアトランスの製造段階（実線部）を対

象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対

象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、フェライトコアトランスを製造している 2 社からデータ収集を

行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収

したデータの2社平均値をLCIデータとして適用した。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分はフェライトコアの重量をもとに按分した。図２に製造段階の詳細、付表1、2

に製造のインベントリーデータ詳細を示す。 
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図1 対象サブシステム 

図2 フェライトコアトランス製造段階の詳細 

フェライトコアトランス製造 

巻線 はんだ処理 コア組み込み ワニス処理 

素材 

  

廃棄物 

製品 

電力 
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公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329046  

フェライト

コアトラン

ス_EE16 

個 8.05E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329047  

フェライト

コアトラン

ス_EER28 

個 5.06E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329048  

フェライト

コアトラン

ス_EER35 

個 9.63E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329049  

フェライト

コアトラン

ス_EER40 

個 1.37E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329050  

フェライト

コアトラン

ス_EER42 

個 1.65E+00 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”,(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 



 

１７１ 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

        
コア形

状 
EE16 EER28 EER35 

投入 
エネル

ギー 
電力 kWh 1.66E-02 1.16E-01 2.20E-01 

                

  
原料・副

原料 
購入単位 材質 

コア形

状 
EE16 EER28 EER35 

    
フェライトコ

ア 

Mn－Zn系

フェライト

コア 

g 3.45E+00 3.00E+01 5.20E+01 

    
ウレタンワイ

ヤー 

ポリウレタ

ン銅 
g 3.82E+00 1.48E+01 3.62E+01 

    ボビン PF g 1.17E+00 2.33E+00 5.70E+00 

    端子（銅） 銅、錫めっき g 4.08E-01 1.43E+00 2.04E+00 

    はんだ はんだ g 1.02E-01 1.12E-01 1.33E-01 

    テープ PET g 2.96E-01 1.17E+00 2.76E+00 

    
ワニス（接着

剤） 

アクリル系

樹脂 
g 9.59E-01 2.35E+00 4.45E+00 

       合計 1.02E+01 5.22E+01 1.03E+02 

排出 排水 排水量 m3       

  廃棄物 処理委託廃棄物 g 2.50E-01 8.90E-01 2.12E+00 

  
大気放

出 
CO2 g       

    SO x g       

    NO x g       

    ばいじん g       

       

  １個当たり重量 g 9.98 51.4 101 

 



 

１７２ 

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 

        
コア形

状 
EER40 EER42 

投入 
エネル

ギー 
電力 kWh 3.27E-01 4.00E-01 

              

  
原料・

副原料 
購入単位 材質 

コア形

状 
EER40 EER42 

    
フェライト

コア 

Mn－Zn系フ

ェライトコア 
g 7.80E+01 9.90E+01 

    
ウレタンワ

イヤー 

ポリウレタン

銅 
g 4.55E+01 4.74E+01 

    ボビン PF g 6.68E+00 7.03E+00 

    端子（銅） 銅、錫めっき g 2.04E+00 2.41E+00 

    はんだ はんだ g 1.33E-01 1.43E-01 

    テープ ＰＥＴ g 3.27E+00 3.19E+00 

    
ワニス（接着

剤） 

アクリル系樹

脂 
g 4.90E+00 5.36E+00 

       合計 1.40E+02 1.65E+02 

排出 排水 排水量 m3     

  廃棄物 処理委託廃棄物 g 2.62E+00 2.74E+00 

  
大気放

出 
CO2 g     

    SO x g     

    NO x g     

    ばいじん g     

      

  １個当たり重量 g 138 162 
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１３．アルミ電解コンデンサ 

 

1．対象製品 

対象製品 ：アルミ電解コンデンサ 

適用範囲 ：（１）チップ型   （ＪＩＳ ３２形） 

      ３Φ× ５Ｌ ～ １８Φ×２１．５Ｌ 

   （２）リード型   （ＪＩＳ ０２形、０４形） 

      ３Φ× ５Ｌ ～ １８Φ×５０  Ｌ 

   （３）基板自立型 （ＪＩＳ ６９２～６９５形） 

      ２０Φ×２０Ｌ ～ ３５Φ×５０ Ｌ 

 

2．対象サブシステム 

システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すアルミ電解コンデンサの製造段階（実線部）を対象

とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、及び輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、アルミ電解コンデンサを製造している4社からデータ収集を行

った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収し

たデータの4社平均値をLCIデータとして適用した。4社の国内市場占有率はおよそ70％と推定できる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細を示す。 

 

付表1「チップ型」、付表２「リード型」、付表３「基板自立型」にそれぞれの代表3サイズの「製造の

インベントリーデータ詳細」を示す。 

上記９サイズ以外のインベントリーデータは、5．項（サイズ）、6．項（定格電圧）により補正して求め

られる。 

アルミ電解コンデンサの 

製造 

輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 
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  あるみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．サイズによるインベントリーデータの補正 

アルミ電解コンデンサはサイズが多いため、全サイズのインベントリーデータを掲載することが困難であ

る。そのため、製品「体積」と「重量（各原料重量）」の関係をグラフ化（図３－１～３）し、以下の方法

で該当サイズのインベントリーデータを算出した。 

    

5-1．原料・廃棄物の補正 

(1) 製品サイズから体積（Ｖ）を求める。 

Ｖ＝（Φ／２）２×π×Ｌ（Φ：製品直径、Ｌ：高さ カタログの寸法表参照） 

(2) 体積－重量グラフ（図３－１～３）から該当サイズの体積〔Ｖ＝(1)項で算出〕に対応する製品重量（Ｗ

１）を読取る。 

(3) 付表１～３の基本インベントリーデータの製品１個当たり重量（Ｗ２）との重量比例係数（Ｐ1＝Ｗ１

／Ｗ２）を算出する。 

(4) 付表１～３の基本インベントリーデータの各原料の「平均値」と比例係数「Ｐ1」の「積」が該当サイ

ズのインベントリーデータとなる。 

(5) (2)、(3)項の手順で、該当製品の陽極箔重量（Ｗ３）を算出しておく。 

 

5-2．ユーティリティ(電力、ＬＰＧ、Ａ重油、水)と排水量の補正 

5-1．(1)、(2)項で求めた該当製品の重量(Ｗ1)をもとに、表１－１～３に示す近似式からユーティリティー

の各項目と排水量を算出する。 

図2 アルミ電解コンデンサ製造段階の詳細 

アルミ電解コンデンサ製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

製品 大気排出 

排水 

廃棄物 

〔アルミ箔の加工〕      〔コンデンサ組立〕 

エッチング 化成 素子巻取り エージング 組立 
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図３－１ チップ型 製品体積－重量（製品と陽極箔）グラフ 

   

チ ッ プ 型 　 体 積 - 重 量

製品体積－製品重量
y = 1.56E-06x + 3.23E-05

製品体積－陽極箔重量
y = 2.34E-07x - 6.40E-06

0 . 0 0 0 0 0

0 . 0 0 2 0 0

0 . 0 0 4 0 0

0 . 0 0 6 0 0

0 . 0 0 8 0 0

0 . 0 1 0 0 0

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000
体 積 （ ｍ ｍ ３ ）

重 量 （ ｋ ｇ ）

 
                

図３－２ リード型 製品体積－重量（製品と陽極箔）グラフ 

   

リ ー ド型　体積-重量

製品体積－製品重量
y = 1.50E-06x + 1.65E-04

製品体積－陽極箔重量
y = 3.13E-07x - 3.41E-05

0 . 0 0 0 0 0

0 . 0 0 5 0 0

0 . 0 1 0 0 0

0 . 0 1 5 0 0

0 . 0 2 0 0 0

0 . 0 2 5 0 0

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000
体積（ｍｍ３）

重量（ｋｇ）

 

                

図３－３ 基板自立型 製品体積－重量（製品と陽極箔）グラフ 

   

基板自立型　体積-重量

製品体積－製品重量
y = 1.47E-06x + 1.13E-03

製品体積－陽極箔重量
y = 5.92E-07x - 1.32E-030 . 0 0 0 0 0

0 . 0 1 0 0 0

0 . 0 2 0 0 0

0 . 0 3 0 0 0

0 . 0 4 0 0 0

0 . 0 5 0 0 0

0 . 0 6 0 0 0

0 . 0 7 0 0 0

0 . 0 8 0 0 0

0 10000 20000 30000 40000 50000
体積（ｍｍ３）

重量（ｋｇ）
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表１－1 チップ型 

項目 単位 近似式 

電力 kWh Ｙ＝７．１７Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ ６．８８Ｅ-０３ 

ＬＰＧ kg Ｙ＝７．４２Ｅ-０５ × （Ｗ１） ＋ ３．６７Ｅ-０５ 

Ａ重油 L Ｙ＝５．２５Ｅ-０４ × （Ｗ１） － １．１２Ｅ-０５ 

水 L Ｙ＝６．０９Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ １．４Ｅ-０２ 

排水量 L Ｙ＝９．７９Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ ６．４８Ｅ-０３ 

 

表１－2 リード型 

項目 単位 近似式 

電力 kWh Ｙ＝４．８８Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ ６．０５Ｅ-０３ 

ＬＰＧ kg Ｙ＝３．５０Ｅ-０５ × （Ｗ１） － ６．７２Ｅ-０６ 

Ａ重油 L Ｙ＝４．６９Ｅ-０４ × （Ｗ１） － １．４０Ｅ-０４ 

水 L Ｙ＝３．１５Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ １．０６Ｅ-０２ 

排水量 L Ｙ＝１．８８Ｅ-０２ × （Ｗ１） ＋ １．６２Ｅ-０２ 

 

表１－3 基板自立型 

項目 単位 近似式 

電力 kWh Ｙ＝４．０５Ｅ-０３ × （Ｗ１） ＋ ０．２２５ 

ＬＰＧ kg Ｙ＝６．１１Ｅ-０５ × （Ｗ１） － ５．４７Ｅ-０５ 

Ａ重油 L Ｙ＝８．９２Ｅ-０４ × （Ｗ１） － ３．４８Ｅ-０３ 

水 L サイズに関わらず一定 

排水量 L サイズに関わらず一定 

 

6．定格電圧によるインベントリーデータの補正【ユーティリティーの電力のみ】 

アルミ電解コンデンサはアルミ箔の「化成工程」で多くの電力を使用し、化成電圧（定格電圧）が高い程

使用する電力は大きくなる。従って、定格電圧及び使用する陽極電極(化成は陽極アルミ箔のみに実施する)

の重量により化成の電力量を加算する必要がある。以下の方法で加算すべき電力量を算出する。 
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定格電圧-使用エネルギー
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図４ 定格電圧－化成電力量グラフ 

 

(1) 図４グラフから定格電圧による化成電力量を読み取る。 

  読取った値は、陽極箔１kgを化成処理する電力量である。 

(2) (1)項の化成電力量と５．(5)項で算出した陽極箔重量の「積」を求める。 

  この算出した値は定格電圧による電力量の補正値となる。 

 

7．インベントリーデータの算出方法 

５．項「サイズによる原料・水・廃棄物・排水量の補正」と６．項「定格電圧による電力量の補正」を行

うことで、本概要が対象とする全てのアルミ電解コンデンサのインベントリーデータを算出することができ

る。その際、以下の値を補正する必要がある。 

(1) ５．項によりインプット及びアウトプットデータ「原料・副原料・廃棄物・排水」量を補正する。 

(2) ６．項によりインプットデータの電力量を補正する。 
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公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329051  

アルミ電解コンデ

ンサ（基板自立型タ

イプ）_D22ｘL25 

個 2.68E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329052  

アルミ電解コンデ

ンサ（基板自立型タ

イプ）_D25ｘL40 

個 4.53E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329053  

アルミ電解コンデ

ンサ（基板自立型タ

イプ）_D35ｘL40 

個 7.67E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329054  

アルミ電解コンデ

ンサ（リードタイ

プ）_D5ｘL11 

個 6.62E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329055  

アルミ電解コンデ

ンサ（リードタイ

プ）_D10ｘL12.5 

個 2.10E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329056  

アルミ電解コンデ

ンサ（リードタイ

プ）_D12.5ｘL25 

個 5.31E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329057  

アルミ電解コンデ

ンサ（チップタイ

プ）_D4ｘL5.5 

個 4.64E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329058  

アルミ電解コンデ

ンサ（チップタイ

プ）_D6.3ｘL5.5 

個 7.58E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329059  

アルミ電解コンデ

ンサ（チップタイ

プ）_D10ｘL10.5 

個 1.91E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 
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付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

製品：アルミ電解コンデンサ 【チップ型タイプ】 

機能単位：製品1ヶ 

D4ｘL5.5 D6.3ｘL5.5 D10ｘL10.5
区分 部品・材料 単位

１ケあたり重量 g 1.32E-01 3.07E-01 1.31E+00
製造 原料 アルミニウム g 7.31E-02 1.60E-01 6.82E-01

鉄 g 4.08E-03 5.81E-03 1.31E-02
銅 g 1.15E-03 1.60E-03 3.34E-03
スズ g 4.41E-04 6.72E-04 1.20E-03
絶縁紙 g 9.35E-03 1.74E-02 1.01E-01
樹脂 g 4.13E-02 1.12E-01 4.31E-01
溶剤 g 1.61E-02 4.13E-02 2.14E-01

副原料 g 0 0 0

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ 電力 kWh 7.13E-03 9.91E-03 1.62E-02
ＬＰＧ kg 3.51E-05 7.29E-05 1.32E-04
A重油 L 5.50E-05 1.54E-04 6.77E-04
水 L 1.42E-02 1.65E-02 2.19E-02

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 g 1.32E-02 3.07E-02 1.31E-01

水域 排水量 L 7.00E-03 1.04E-02 1.92E-02

大気 CO2 g 2.54E-01 6.35E-01 2.23E+00
SO x g 3.33E-04 9.28E-04 4.07E-03
NO x g 5.02E-04 1.31E-03 5.11E-03
ばいじん g 2.58E-05 6.59E-05 2.43E-04

平均値
製品サイズ
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付表2 製造のインベントリーデータ詳細 

製品：アルミ電解コンデンサ 【リード線タイプ】 

機能単位：製品1ヶ 

D5ｘL11 D10ｘL12.5 D12.5ｘL25
区分 部品・材料 単位

１ケあたり重量 g 4.55E-01 1.69E+00 4.76E+00
製造 原料 アルミニウム g 2.53E-01 8.52E-01 2.62E+00

鉄 g 4.79E-02 7.61E-02 3.03E-01
銅 g 1.24E-02 1.84E-02 1.86E-02
スズ g 5.62E-03 6.42E-03 6.95E-03
絶縁紙 g 2.54E-02 1.33E-01 3.89E-01
樹脂 g 9.46E-02 4.47E-01 9.96E-01
溶剤 g 6.11E-02 3.22E-01 1.31E+00

副原料 g 0 0 0

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ電力 kWh 6.63E-03 1.66E-02 2.86E-02
ＬＰＧ kg 1.05E-05 5.04E-05 1.60E-04
A重油 L 1.09E-04 6.02E-04 2.11E-03
水 L 1.17E-02 1.63E-02 2.54E-02

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 g 4.55E-02 1.69E-01 4.76E-01

水域 排水量 L 1.51E-02 6.15E-02 1.02E-01

大気 CO2 g 3.27E-01 1.78E+00 6.20E+00
SO x g 6.54E-04 3.61E-03 1.27E-02
NO x g 7.84E-04 4.31E-03 1.50E-02
ばいじん g 3.64E-05 1.99E-04 6.94E-04

平均値
製品サイズ
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付表3 製造のインベントリーデータ詳細 

製品：アルミ電解コンデンサ 【基板自立型タイプ】 

機能単位：製品1ヶ 

D22ｘL25 D25ｘL40 D35ｘL40
区分 部品・材料 単位

１ケあたり重量 g 1.46E+01 3.07E+01 5.73E+01
製造 原料 アルミニウム g 8.43E+00 1.84E+01 3.43E+01

鉄 g 3.76E-01 3.76E-01 3.76E-01
銅 g 1.17E-02 1.17E-02 1.17E-02
スズ g 7.54E-03 7.54E-03 7.54E-03
絶縁紙 g 2.06E+00 4.74E+00 9.36E+00
樹脂 g 1.88E+00 2.70E+00 5.64E+00
溶剤 g 3.25E+00 7.55E+00 1.24E+01

副原料 g 0 0 0

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ電力 kWh 2.85E-01 3.47E-01 4.58E-01
ＬＰＧ kg 8.57E-04 1.79E-03 3.46E-03
A重油 L 9.82E-03 2.34E-02 4.79E-02
水 L 1.57E-01 1.57E-01 1.57E-01

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 g 1.46E+00 3.07E+00 5.73E+00

水域 排水量 L 4.56E-01 4.56E-01 4.56E-01

大気 CO2 g 2.92E+01 6.89E+01 1.40E+02
SO x g 5.89E-02 1.41E-01 2.87E-01
NO x g 7.03E-02 1.67E-01 3.40E-01
ばいじん g 3.26E-03 7.72E-03 1.57E-02

平均値
製品サイズ
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１４．巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ） 

 

1．対象製品 

 対象製品：巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ）  

 チップサイズ： 2016、2520 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示した。図1に示す巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ）の

製造段階（実線部）を対象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、

廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ） を製造してい

る2社からデータ収集を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入し

てもらい回収した。回収したデータの2社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はお

よそ90％と推定できる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻線チップインダクタ（樹脂モ

ールドタイプ）の製造 

輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ） 製造段階の詳細 

巻線チップインダクタ（樹脂モールドタイプ） 製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

巻線 下塗樹脂 電極形成 外装樹脂 端子電極形成 
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公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329060  

巻線チップインダ

クタ樹脂モールド

タイプ_2016 

個 4.77E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329061  

巻線チップインダ

クタ樹脂モールド

タイプ_2520 

個 8.39E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

    単位 2016 2520 

 製品重量 mg 12.0 21.1 

      

エネルギ- 電力 Wh 0.781  1.37  

  灯油 mL 0  0  

  重油 mL 0.00270  0.00475  

  LPG mg 0  0  

  LNG mg 0  0  

  都市ガス mL 0  0  

  水 cm3 1.61  2.84  

原料 セラミック材料 mg 3.45  6.07  

  ワイヤー（銅） mg 0.927  1.63  

  フレーム（銅） mg 0.407  0.716  

  スズ mg 0.00882  0.0155  

  銀 mg 0.0569  0.100  

  接着剤 mg 0.142  0.250  

  外装樹脂 mg 7.96  14.0  

  はんだ mg 0.305  0.537  

  バインダー樹脂 mg 0.305  0.537  

  溶剤 mg 9.82  17.3  

排水 排水量 cm3 1.61  2.84  

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 11.1  19.5  

大気放出 CO2 mg 7.08  12.4  

  SOx mg 0.0162  0.0284  

  NOx mg 0.0185  0.0325  

  ばいじん mg 0.000833  0.00146  

 



 

１８４ 

 

１５．巻線チップインダクタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：巻線チップインダクタ  

 チップサイズ：  1608、2012、2016、2518、3218、3225 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示す巻線チップインダクタの製造段階（実線部）を対象

とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象

外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、巻線チップインダクタを製造している 3 社からデータ収集を行

った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収し

たデータの3社平均値をLCIデータとして適用した。3社の国内市場占有率はおよそ90％と推定できる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1,2に製造のイ

ンベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻線チップインダクタの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 巻線チップインダクタ 製造段階の詳細 

巻線チップインダクタ 製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

電極塗布 外装塗布 巻線 めっき 



 

１８５ 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329062  
巻線チップイ

ンダクタ_1608 
個 6.75E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329063  
巻線チップイ

ンダクタ_2012 
個 2.06E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329064  
巻線チップイ

ンダクタ_2016 
個 3.38E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329065  
巻線チップイ

ンダクタ_2518 
個 5.34E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329066  
巻線チップイ

ンダクタ_3218 
個 6.84E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329067  
巻線チップイ

ンダクタ_3225 
個 1.32E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

    単位 1608 2012 2016 

 製品重量 mg 25.3  77.3 127  

      

エネルギ- 電力 kWh 1.13E-03 3.46E-03 5.66E-03 

  灯油 L 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  重油 L 1.27E-06 3.87E-06 6.33E-06 

  LPG kg 4.80E-07 1.46E-06 2.40E-06 

  LNG kg 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス Nm3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  水 m3 1.66E-06 5.07E-06 8.30E-06 

原料 セラミック材料 mg 4.80E+00 1.46E+01 2.40E+01 

  銅 mg 3.35E+00 1.02E+01 1.67E+01 

  スズ mg 1.48E-01 4.51E-01 7.39E-01 

  ニッケル mg 3.75E-02 1.15E-01 1.88E-01 

  銀 mg 4.53E-01 1.38E+00 2.27E+00 

  絶縁皮膜 mg 4.93E-02 1.51E-01 2.47E-01 

  外装材 mg 1.97E+01 6.01E+01 9.85E+01 

  溶剤 mg 1.14E+00 3.49E+00 5.72E+00 

排水 排水量 m3 1.66E+00 5.07E+00 8.30E+00 

廃棄物 処理委託廃棄物 kg 4.37E+00 1.33E+01 2.18E+01 

大気放出 CO2 kg 4.76E+00 1.45E+01 2.38E+01 

  NOx kg 1.04E-02 3.17E-02 5.19E-02 

  SOx kg 7.63E-03 2.33E-02 3.81E-02 

  ばいじん kg 5.11E-04 1.56E-03 2.56E-03 

 

 

 

 

 

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 



 

１８６ 

 

    単位 2518 3218 3225 

 製品重量 mg 200  256  495  

      

エネルギ- 電力 kWh 8.96E-03 1.15E-02 2.21E-02 

  灯油 L 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  重油 L 1.00E-05 1.28E-05 2.47E-05 

  LPG kg 3.80E-06 4.86E-06 9.38E-06 

  LNG kg 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス Nm3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  水 m3 1.31E-05 1.68E-05 3.24E-05 

原料 セラミック材料 mg 3.80E+01 4.86E+01 9.38E+01 

  銅 mg 2.65E+01 3.39E+01 6.54E+01 

  スズ mg 1.17E+00 1.50E+00 2.89E+00 

  ニッケル mg 2.97E-01 3.80E-01 7.33E-01 

  銀 mg 3.59E+00 4.59E+00 8.85E+00 

  絶縁皮膜 mg 3.90E-01 5.00E-01 9.64E-01 

  外装材 mg 1.56E+02 2.00E+02 3.85E+02 

  溶剤 mg 9.05E+00 1.16E+01 2.23E+01 

排水 排水量 m3 1.31E+01 1.68E+01 3.24E+01 

廃棄物 処理委託廃棄物 kg 3.45E+01 4.42E+01 8.53E+01 

大気放出 CO2 kg 3.76E+01 4.82E+01 9.29E+01 

  NOx kg 8.22E-02 1.05E-01 2.03E-01 

  SOx kg 6.04E-02 7.73E-02 1.49E-01 

  ばいじん kg 4.04E-03 5.18E-03 9.99E-03 

 



 

１８７ 

 

１６．リングバリスタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：リングバリスタ  

 製品サイズ： φ3、φ6.8、φ8.6、φ9.4、φ10.6、φ12、φ16.5 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すリングバリスタの製造段階（実線部）を対象とした。

製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、リングバリスタを製造している 2 社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの2社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ95％と推定できる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造の

インベントリーデータ詳細を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力、水 

原料、副原料 

 

リングバリスタの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 リングバリスタ製造段階の詳細 

リングバリスタの製造 

 

排水 

廃棄物 

製品 

成形 電極形成 焼成 



 

１８８ 

 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329068  
リングバリ

スタ_φ3 
個 1.53E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329069  
リングバリ

スタ_φ6.8 
個 7.98E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329070  
リングバリ

スタ_φ8.6 
個 2.36E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329071  
リングバリ

スタ_φ9.4 
個 3.34E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329072  
リングバリ

スタ_φ10.6 
個 4.21E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329073  
リングバリ

スタ_φ12 
個 6.70E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329074  
リングバリ

スタ_φ16.5 
個 1.52E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 



 

１８９ 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

    単位 φ3 φ6.8 φ8.6 φ9.4 

 製品重量 mg 5.76 30.0 89.0 126 

              

エネルギ- 電力 Wh 0.231  1.21  3.56  5.05  

  灯油 mL 0.0  0  0  0  

  重油 mL 0.0  0  0  0  

  LPG mg 0.0  0  0  0  

  LNG mg 0.0  0  0  0  

  都市ガス mL 0.0  0  0  0  

  水 cm3 0.200  1.04  3.08  4.37  

原料 セラミック材料 mg 6.68  34.8  103  146  

  電極材料 mg 0.0910  0.474  1.40  1.99  

  表面処理剤 mg 0.182  0.948  2.80  3.97  

  バインダー樹脂 mg 0.218  1.14  3.36  4.77  

  溶剤 mg 0.00317  0.0165  0.0488  0.0691  

              

排水 排水量 cm3 0.200  1.04  3.08  4.37  

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 1.20  6.26  18.5  26.2  

大気放出 CO2 mg 0  0  0  0  

  SOx mg 0  0  0  0  

  NOx mg 0  0  0  0  

  ばいじん mg 0  0  0  0  

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 

    単位 φ10.6 φ12 φ16.5 

製品重量   mg 158 252 572 

            

エネルギ- 電力 Wh 6.36  10.1 23.0  

  灯油 mL    

  重油 mL    

  LPG mg    

  LNG mg    

  都市ガス mL    

  水 cm3 5.5 8.76  19.9  

原料 セラミック原料 mg 184 292 663 

  電極材料 mg 2.5 3.98 9.04 

  表面処理剤 mg 5.0 7.96 18.1 

  バインダー樹脂 mg 6.0 9.55 21.7 

  溶剤 mg 0.0870 0.139 0.315 

            

排水 排水量 cm3 5.5 8.76 19.9 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 33.0 52.5 119 

大気放出 CO2 mg    

  SOx mg    

  NOx mg    

  ばいじん mg    

 



 

１９０ 

 

１７．チップバリスタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップバリスタ  

 チップサイズ：  0603、1005、1608、2012、3216、3225、4532、5750 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示した。図1に示すチップバリスタの製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、チップバリスタを製造している 3 社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの3社平均値をLCIデータとして適用した。当該3社はいずれもチップバリスタの生産において日本を代

表する大手企業であり、当該3社において用いられている製造工程および技術は現在のチップバリスタ製造

を代表するものであると考えられる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図 2 に製造段階の詳細、付表 1、2 に製造の

インベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チップバリスタの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

チップバリスタ製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

シート成形 カット 積層 焼成 

端子電極 

形成 

図2 チップバリスタ製造段階の詳細 



 

１９１ 

 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329075  
チップバリ

スタ_0603 
個 1.96E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329076  
チップバリ

スタ_1005 
個 5.45E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329077  
チップバリ

スタ_1608 
個 2.23E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329078  
チップバリ

スタ_2012 
個 4.19E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329079  
チップバリ

スタ_3216 
個 1.28E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329080  
チップバリ

スタ_3225 
個 2.01E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329081  
チップバリ

スタ_4532 
個 7.85E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329082  
チップバリ

スタ_5750 
個 1.55E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”,(2010)

入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 



 

１９２ 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 その1 

    単位 0603 1005 1608 2012 

  製品重量 mg 0.444  1.23  5.05  9.46  

       

エネルギ- 電力 Wh 0.218  0.606  2.48  4.65  

  灯油 mL 0.0103  0.0285  0.117  0.219  

  重油 mL         

  LPG mg         

  LNG mg         

  都市ガス mL         

  水 cm3 4.34  12.0  49.3  92.5  

原料 セラミック材料 mg 0.416  1.15  4.73  8.86  

  酸化ビスマス mg 0.00405  0.0112  0.0461  0.0864  

  銀 mg 0.0840  0.233  0.956  1.79  

  ニッケル mg 0.00845  0.0235  0.0961  0.180  

  スズ mg 0.00986  0.0274  0.112  0.210  

  溶剤 mg 3.10  8.62  35.3  66.2  

  バインダー樹脂 mg 0.332  0.923  3.78  7.09  

  キャリアフィルム mg 5.27  14.7  60.0  113  

       

排水 排水量 cm3 4.34  12.0  49.3  92.5  

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 8.46  23.5  96.2  180  

大気放出 CO2 mg 25.6  71.0  291  546  

  SOx mg 0.00195  0.00542  0.0222  0.0416  

  NOx mg 0.0205  0.0571  0.234  0.438  

  ばいじん mg 0.00216  0.00599  0.0245  0.0460  

 



 

１９３ 

 

付表2 製造のインベントリーデータ詳細 その2 

    単位 3216  3225 4532 5750 

  製品重量 mg 29.0  45.3  177  351  

       

エネルギ- 電力 Wh 14.3  22.3  87.2  173  

  灯油 mL 0.672  1.05  4.11  8.13  

  重油 mL         

  LPG mg         

  LNG mg         

  都市ガス mL         

  水 cm3 284  443  1735  3433  

原料 セラミック材料 mg 27.2  42.5  166  329  

  酸化ビスマス mg 0.265  0.414  1.62  3.20  

  銀 mg 5.49  8.58  33.6  66.5  

  ニッケル mg 0.553  0.863  3.38  6.69  

  スズ mg 0.645  1.01  3.94  7.80  

  溶剤 mg 203  317  1242  2458  

  バインダー樹脂 mg 21.7  34.0  132.9  263  

  キャリアフィルム mg 345  539  2110  4175  

       

排水 排水量 cm3 284  443  1735  3433  

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 553  864  3383  6695  

大気放出 CO2 mg 1673  2614  10229  20245  

  SOx mg 0.128  0.199  0.781  1.54  

  NOx mg 1.34  2.10  8.22  16.3  

  ばいじん mg 0.141  0.220  0.863  1.71  

 



 

１９４ 

 

１８．チップヒューズ 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップヒューズ 

 チップサイズ： 1005、1608 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すチップヒューズの製造段階（実線部）を対象とする。

製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、チップヒューズを製造している 1 社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を配布し、これに記入してもらい回収した。データは1社のみの

値であるが、チップヒューズの生産において日本を代表する大手企業であり、同社の生産工程は現代の技術

を適切に代表していると考えられる。 

データ収集期間は2008年10月から2009年9月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１にチップヒュ

ーズ製造のインベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 チップヒューズ製造段階の詳細 
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１９５ 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329083  
チップ形電流

ヒューズ_1608 
個 1.95E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329084  
チップ形電流

ヒューズ_1005 
個 7.59E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

 

 

付表1 チップヒューズ製造のインベントリーデータ詳細 

   サ イ ズ 

区分   部品・材料 単位 1608 1005 

製造 原料 セラミック mg 1.58 0.616 

    ヒューズエレメント mg 0.0388 0.0145 

    ガラス mg 0.0362 0.0136 

    保護樹脂 mg 0.0909 0.0341 

    Cu mg 0.204 0.0958 

    Ni mg 0.0651 0.0310 

    Sn mg 0.0470 0.0224 

            

  副原料 溶剤 mg 16.1 6.29 

            

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 2.89 1.13 

    重油 mL     

    水 cm3 18.0 7.05 

            

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 0.217 0.0839 

            

  水域 排水量 cm3 17.3 6.77 

            

  大気 CO2 mg     

    SO x mg     

    NO x mg     

    ばいじん mg     

    １ヶあたり重量 mg 1.843 0.744 

          



 

１９６ 

 

１９．チップヒューズ（樹脂外装タイプ） 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップヒューズ（樹脂外装タイプ） 

 チップサイズ： 3216、3225 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すチップヒューズ（樹脂外装タイプ）の製造段階（実

線部）を対象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサ

イクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、チップヒューズ（樹脂外装タイプ）を製造している 1 社からデ

ータ収集を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を配布し、これに記入してもらい回収した。

データは1社のみの値であるが、チップヒューズ（樹脂外装タイプ）の生産において日本を代表する大手企

業であり、同社の生産工程は現代の技術を適切に代表していると考えられる。 

データ収集期間は2008年10月から2009年9月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チップヒューズ（樹脂外装 タ

イプ）製造 

輸送 使用 廃棄 

リサイクル 
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素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

ヒューズ線形成 

めっき 
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図2 製造段階の詳細 

チップヒューズ（樹脂外装タイプ）製造 

バッファ層形成 

電力、水 
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１９７ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329085  

チップ形電流ヒュ

ーズ（樹脂外装タ

イプ）_3216 

個 6.31E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

JP329086  

チップ形電流ヒュ

ーズ（樹脂外装タ

イプ）_3225 

個 1.01E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

 

 

付表１ チップヒューズ（樹脂外装タイプ）製造のインベントリーデータ詳細 

   サ イ ズ 

区

分   部品・材料 単位 3216 3225 

製

造 原料 ヒューズエレメント mg 0.000643 0.00101 

    バッファー mg 1.43 2.11 

    モールド樹脂 mg 7.29 23.9 

    Cu mg 6.52 12.5 

    Ni mg 0.322 0.730 

    Sn mg 0.526 1.19 

            

  副原料 溶剤 mg 5.49 8.58 

            

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 0.241 0.689 

    重油 mL     

    水 cm3 1.55 4.45 

            

廃

棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 0.138 0.311 

            

  水域 排水量 cm3 1.49 4.28 

            

  大気 CO2 mg     

    SO x mg     

    NO x mg     

    ばいじん mg     

      

  １個当たり重量 mg 15.9 40.1 

 



 

１９８ 

 

２０．チップヒューズ（セラミック外装タイプ） 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップヒューズ（セラミック外装タイプ） 

 チップサイズ： 6025 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図１に示すチップヒューズ（セラミック外装タイプ）の製造段

階（実線部）を対象とする。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・

リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、チップヒューズ（セラミック外装タイプ）を製造している１社

からデータ収集を行った。データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を配布し、これに記入してもらい回収

した。データは1社のみの値であるが、チップヒューズ（セラミック外装タイプ）の生産において日本を代

表する大手企業であり、同社の生産工程は現代の技術を適切に代表していると考えられる。 

データ収集期間は2008年10月から2009年9月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。図2に製造段階の詳細、付表1に製造のインベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チップヒューズ（セラミック外

装タイプ）製造 

輸送 使用 廃棄 
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エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 チップヒューズ（セラミック外装タイプ）製造段階の詳細 
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１９９ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329087  

チップ形電流ヒュー

ズ（セラミック外装

タイプ）_6×2.5 

個 9.17E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイ

ド”, (2010)入手先

<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1 チップヒューズ（セラミック外装タイプ）製造のインベントリーデータ詳細 

   サ イ ズ 

区分   部品・材料 単位 6×2.5 

製造 原料 ｾﾗﾐｯｸｹｰｽ mg 87.2 

    Ni mg 4.90 

    Cu mg 23.5 

    Sn mg 4.90 

    Zn mg 1.43 

    Ag mg 0.0224 

          

  副原料 溶剤 mg 2.95 

          

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 Wh 8.07 

    重油 mL   

    水 cm3 63.5 

          

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 2.91 

          

  水域 排水量 cm3 57.1 

          

  大気 CO2 mg   

    SO x mg   

    NO x mg   

    ばいじん mg   

     

  １個当たり重量 mg 119 

 



 

２００ 

 

２１．チップサーミスタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：チップサーミスタ  

 チップサイズ：  0603、1005、1608、2012 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すチップサーミスタの製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、チップサーミスタを製造している2社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの2社平均値をLCIデータとして適用した。当該2社はいずれもチップサーミスタの生産において日本を

代表する大手企業であり、当該2社において用いられている製造工程および技術は現在のチップサーミスタ

製造を代表するものであると考えられる。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 
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図2 チップサーミスタ製造段階の詳細 



 

２０１ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329088  
サーミスタ

_0.6×0.3 
個 1.97E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

JP329089  
サーミスタ

_1.0×0.5 
個 9.14E-04 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

JP329090  
サーミスタ

_1.6×0.8 
個 3.74E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

JP329091  
サーミスタ

_2.0×1.2 
個 7.77E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素材

製造～製品製造 

 

 

付表1 製造のインベントリーデータ詳細 

    単位 0.6X0.3 1.0X0.5 1.6X0.8 2.0X1.2 

 製品重量 mg 0.358  1.66  6.78  14.08  

       

エネルギ- 電力 Wh 3.19E-01 1.48E+00 6.05E+00 1.26E+01 

  灯油 mL 1.11E-02 5.12E-02 2.10E-01 4.35E-01 

  重油 mL 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  LPG ｇ 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  LNG ｇ 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  都市ガス cm3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

  水 cm3 4.43E-01 2.05E+00 8.41E+00 1.74E+01 

原料 セラミック材料 mg 4.38E-01 2.03E+00 8.30E+00 1.72E+01 

  銀 mg 2.11E-02 9.76E-02 4.00E-01 8.29E-01 

  スズ mg 1.25E-02 5.80E-02 2.38E-01 4.93E-01 

  ニッケル mg 8.71E-03 4.03E-02 1.65E-01 3.43E-01 

  溶剤 mg 3.99E-01 1.85E+00 7.56E+00 1.57E+01 

  バインダー mg 1.05E-01 4.87E-01 1.99E+00 4.14E+00 

  フィルム mg 3.27E-01 1.51E+00 6.20E+00 1.29E+01 

          

排水 排水量 cm3 4.43E-01 2.05E+00 8.41E+00 1.74E+01 

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 8.47E-01 3.92E+00 1.61E+01 3.33E+01 

大気放出 CO2 mg 2.75E+01 1.27E+02 5.22E+02 1.08E+03 

  SOx mg 2.13E-03 9.87E-03 4.04E-02 8.39E-02 

  NOx mg 2.21E-02 1.02E-01 4.19E-01 8.70E-01 

  ばいじん mg 2.33E-03 1.08E-02 4.41E-02 9.15E-02 

 



 

２０２ 

 

２２．SMDインダクタ 

 

1．対象製品 

 対象製品：SMDインダクタ  

 チップサイズ： 3×3、4×4、6×6、8×8 

 

2．対象サブシステム 

 システム境界の概要を以下の図１に示す。図１に示すSMDインダクタの製造段階（実線部）を対象とし

た。製造段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、SMDインダクタを製造している３社からデータ収集を行った。

データ収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデー

タの3社平均値をLCIデータとして適用した。3社の国内市場占有率はおよそ60％と推定される。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

 データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の体積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１に製造のイン

ベントリーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SMDインダクタの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 SMDインダクタ製造段階の詳細 

SMDインダクタ製造 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

 

大気排出 

排水 

廃棄物 

製品 

電極付け 接合 巻線 外装 



 

２０３ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329092  
SMDインダクタ

_3×3 
個 2.56E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329093  
SMDインダクタ

_4×4 
個 8.21E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329094  
SMDインダクタ

_6×6 
個 4.62E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

JP329095  
SMDインダクタ

_8×8 
個 7.30E-01 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表１ 製造のインベントリーデータ詳細 

    単位 3×3 4×4 6×6 8×8 

 製品重量 mg 42.6 136 766 1211 

       

エネルギ- 電力 Wh 9.01  28.8  162  256  

  灯油 mL 0  0  0  0  

  重油 mL 0.00792  0.0253  0.142  0.225  

  LPG mg 5.90  18.9  106  168  

  LNG mg 0  0  0  0  

  都市ガス mL 0  0  0  0  

  水 cm3 14.8  47.5  267  422  

原料 セラミック材料 mg 30.1  96.4  542  857  

  銅 mg 7.17  22.9  129  204  

  銀 mg 2.30  7.37  41.4  65.5  

  スズ mg 0.557  1.78  10.0  15.9  

  ニッケル mg 0.196  0.628  3.53  5.58  

  外装樹脂 mg 3.58  11.5  64.5  102  

  溶剤 mg 11.1  35.7  201  317  

              

排水 排水量 cm3 14.8  47.5  267  422  

廃棄物 処理委託廃棄物 mg 12.5  40.0  225  356  

大気放出 CO2 mg 38.4  123  692  1093  

  SOx mg 0.0480  0.153  0.863  1.36  

  NOx mg 0.0753  0.241  1.36  2.14  

  ばいじん mg 0.00393  0.0126  0.0707  0.112  

 



 

２０４ 

 

２３．コネクタ 

 

1．対象製品 

対象製品：コネクタ 

仕様：汎用タイプ 

 

2．対象サブシステム 

システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すコネクタの製造段階（実線部）を対象とする。製造

段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報技術産業協会(JEITA)の会員で、コネクタを製造している3社からデータ収集を行った。データ

収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデータの 3

社平均値をLCIデータとして適用した。当該3社はいずれもコネクタの生産において日本を代表する大手企

業であり、当該3社において用いられている製造工程および技術は現在のコネクタ製造を代表するものであ

ると考えられる。 

データ収集期間は2009年4月から2010年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の重量をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1にインベント

リーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コネクタの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

電力、燃料、水 

原料、副原料 

コネクタ製造 

部品・材料受入れ プレス加工(含むめっき加工) 樹脂成形 組立 

大気排出 

排水 

廃棄物 
製品 

図2 コネクタ製造段階の詳細 



 

２０５ 

 

 

公開用整理

番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 原単位の範囲 

JP329096  コネクタ 個 5.75E-02 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～素

材製造～製品

製造 

 

 

付表1 コネクタのインベントリーデータ詳細 

製品：コネクタ 

機能単位：製品１個 

１個あたりの重量： 4.0g 

区分   部品・材料 単位  平均値 

製造 原料 熱可塑性樹脂 Kg 3.0E-03 

    合金 Kg 1.5E-03 

          

  副原料 薬液 Kg 2.0E-04 

          

  ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ  ー 電力 kWh 3.5E-02 

  LPG Kg 5.6E-05 

    重油 L 2.0E-04 

    灯油 L 4.7E-06 

    水（※1） m3 3.7E-05 

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 Kg 5.3E-04 

          

  水域 排水量 m3 3.7E-05 

          

  大気 CO2 Kg 7.2E-04 

    SOx Kg 1.2E-06 

    NOx Kg 1.6E-06 

    ばいじん Kg 7.7E-08 

          

※1）上水、工業用水を水源とする 

 



 

２０６ 

 

２４．押し釦スイッチ（ディスクリート品） 

 

1．対象製品 

対象製品：押し釦スイッチ 

仕様：ディスクリート品 

 

2．対象サブシステム 

システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すスイッチの製造段階（実線部）を対象とする。製造

段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、スイッチを製造している2社からデータ収集を行った。データ

収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデータの 2

社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ75％と推定される。 

データ収集期間は2008年4月から2009年7月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表1にインベント

リーデータ詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スイッチの製造 輸送 使用 廃棄 

リサイクル 

再生材 

廃棄物 

素材 

エネルギー 

図1 対象サブシステム 

図2 スイッチ製造段階の詳細 

電力、燃料 

原料、副原料 

 

 

大気排出 

廃棄物 

製品 

スイッチ製造 

部品・材料受入れ 組立 プレス加工 樹脂成形 



 

２０７ 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329097  

押し釦スイッチ

（ディスクリー

ト） 

個 7.28E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 

 

付表1 押し釦スイッチのインベントリーデータ詳細 

 製品：押し釦スイッチ（ディスクリート品） 

 機能単位：製品１個 

 １個あたりの重量：2.56E+02 mg 

区分  部品・材料 単位 平均値 

製造 原料 熱可塑性樹脂 

（フィラー入り） 
mg 1.44E+02  

  熱可塑性樹脂 mg 3.86E+01 

  熱可塑性エラストマー mg 3.83E+00  

  めっき銅合金 mg 2.12E+02  

  鋼 mg 4.50E+01  

  めっき鋼板 mg 2.11E+01  

     

 副原料 溶剤 mg 6.50E+00  

  熱可塑性樹脂 mg 1.90E+00  

  紙 mg 1.88E+01 

     

 ユーティリティー 電力（総合） wh 4.90E+00  

  LPG（空調） mg 2.63E+01  

  重油 ml 8.00E-01  

  灯油 ml 2.00E-03  

     

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 2.08E+02 

     

 大気 CO2 mg 2.25E+03  

  SOx mg 4.80E+00 

  NOx mg 5.58E+00  

  ばいじん mg 2.55E-01  

 



 

２０８ 

 

２５．押し釦スイッチ（表面実装品） 

 

1．対象製品 

対象製品：押し釦スイッチ 

仕様：表面実装品 

 

2．対象サブシステム 

システム境界の概要を以下の図1に示す。図1に示すスイッチの製造段階（実線部）を対象とする。製造

段階で使用する素材、エネルギーの製造、およびに輸送以降の使用、廃棄・リサイクルは対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．収集データの代表性、収集方法、まとめ方 

電子情報産業技術協会(JEITA)の会員で、スイッチを製造している2社からデータ収集を行った。データ

収集はあらかじめ規定した記入用紙を各社に配布し、これに記入してもらい回収した。回収したデータの 2

社平均値をLCIデータとして適用した。2社の国内市場占有率はおよそ75％と推定される。 

データ収集期間は2008年4月から2009年3月までとした。 

 

4．収集データの詳細 

データ対象範囲を製品製造段階としたので、このサブシステムへの入力および出力の各項目データを取得

した。データの製品への配分は製品の面積をもとに按分した。図2に製造段階の詳細、付表１にインベント

リーデータ詳細を示す。 
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図1 対象サブシステム 

図2 スイッチ製造段階の詳細 

電力、燃料 

原料、副原料 

 

 

大気排出 

廃棄物 

製品 

スイッチ製造 

部品・材料受入れ 組立 プレス加工 樹脂成形 



 

２０９ 

 

 

 

付表1 押し釦スイッチのインベントリーデータ詳細 

 製品：押し釦スイッチ（表面実装品） 

 機能単位：製品1個 

 1個あたりの重量：2.04E+01 mg 

区分  部品・材料 単位 平均値 

製造 原料 熱可塑性樹脂 

（フィラー入り） 
mg 2.98E+01 

  熱可塑性樹脂 mg 1.31E+00 

  熱可塑性エラストマー mg 0 

  めっき銅合金 mg 4.55E+01 

  鋼 mg 8.07E+00 

  めっき鋼板 mg 2.62E+01 

     

 副材料 溶剤 mg 2.85E+00 

  熱可塑性樹脂 mg 1.05E+01 

  紙 mg 2.50E-03 

     

 ユーティリティー 電力（総合） wh 4.56E+00 

  LPG（空調） mg 2.63E+01 

  重油 ml 8.00E-01 

  灯油 ml 2.00E-03 

     

廃棄 廃棄物 処理委託廃棄物 mg 9.04E+01 

     

 大気 CO2 mg 2.25E+03 

  SOx mg 4.80E+00 

  NOx mg 5.58E+00 

  ばいじん mg 2.55E-01 

     

 

 

 

公開用整

理番号 
名称 

単

位 

GHG排出量

[kg-CO2e/単位]  
情報源（当該製品・サービスを産出するプロセス） 

原単位の範

囲 

JP329098  
押し釦スイッ

チ（面実装） 
個 5.32E-03 

LCA日本フォーラムデータベース2010年度3版 

社団法人電子情報技術産業協会:“電子部品LCAガイド”, 

(2010)入手先<http://home.jeita.or.jp/ecb/lcaguide.html> 

原料採取～

素材製造～

製品製造 


